
【様式１】 【こうち男女共同参画プラン　平成30年度事業進捗管理表】

実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

1
男女共同参画社会に関する
県民意識調査の実施（5年ご
と）

男女共同参画プランに基づく具体的な
取り組み実施の際の参考資料として活
用する。

-
男女共同参画プランに基づく具体的な取組
の実施の際に参考資料として活用した。
（次期調査は平成31年度実施予定）

調査結果を有効活用できている。
男女共同参画プランの次期改定に向け
て、県民意識調査を実施する。

－
県民生活･男女共
同参画課

2 男女別統計資料の充実
内閣府調査、県勢の主要指標（統計
課）における女性関連指標の作成

-

【県勢の主要指標】
10月30日付けで統計課から作成依頼あり。
関係課に調査し、１月中に女性関連指標を
作成する。

【県勢の主要指標】
調査結果を統計課に提供し、統計課発
行の「県勢の主要指標」への掲載を通
じて、統計資料の充実につなげる。

内閣府調査、県勢の主要指標（統計課）
における女性関連指標の作成

－
県民生活･男女共
同参画課ほか関
係課

3
市町村が行う行政施策影響
調査への支援

（こうち男女共同参画センター管理運
営費)
男女共同参画に関する各種統計デー
タの収集及び提供を行う。

収集データの活用策

・全国の男女共同参画/女性センター及び都
道府県の男女共同参画に関する様々な情
報、県内グループの各種統計データを収集、
整理し、図書・情報収集室やホームページで
情報提供した。
・全国・県及び市町村の現状把握や調査結
果の活用をしている。

県及び市町村の現状把握、事業実施
の参考資料となっている。

（こくち男女共同参画センター管理運営
費）
男女共同参画に関する各種統計データ
の収集及び提供を行う。

収集データの活用
県民生活･男女共
同参画課

4
県職員への男女共同参画に
関する研修の実施

研修開催日：平成30年９月６日（木）
講師：白井文氏
演題：未定

　多くの職員に出席していただくよ
う、興味深いテーマ設定、専門知
識を持った講師の選定、開催時期
の配慮が必要。

日時：平成30年９月６日（木）13:30～15:30
ﾃｰﾏ：誰もが人生を輝く者にするために～男
女共同参画と私たちの未来～
講師：白井文氏（前尼崎市長）

出席者：県職員165名（146所属）、市町村職
員11名、その他（ソーレ、ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ生）5名　
　　計181名

「審議会等委員の男女構成比の均衡
についての工夫が参考になった」、「生
産性の向上について、職場で実践して
いきたい」など、今後の業務に役立つ
内容の研修ができた。

職員等の男女共同参画への理解を深め
るため、時機や必要性に応じた内容で研
修を開催する。

多くの職員に出席いただくよう、興
味深いテーマや講師の選定、開催
時期の配慮が必要。

県民生活･男女共
同参画課

5
市町村職員への男女共同参
画・女性問題に関する研修
の実施

研修開催日：平成30年９月６日（木）
講師：白井文氏
演題：未定

　多くの職員に出席していただくよ
う、興味深いテーマ設定、専門知
識を持った講師の選定、開催時期
の配慮が必要。

日時：平成30年９月６日（木）13:30～15:30
ﾃｰﾏ：誰もが人生を輝く者にするために～男
女共同参画と私たちの未来～
講師：白井文氏（前尼崎市長）

出席者：県職員165名（146所属）、市町村職
員11名、その他（ソーレ、ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ生）5名　
　　計181名

「審議会等委員の男女構成比の均衡
についての工夫が参考になった」、「生
産性の向上について、職場で実践して
いきたい」など、今後の業務に役立つ
内容の研修ができた。

職員等の男女共同参画への理解を深め
るため、時機や必要性に応じた内容で研
修を開催する。

多くの職員に出席いただくよう、興
味深いテーマや講師の選定、開催
時期の配慮が必要。

県民生活･男女共
同参画課

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
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実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画
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実施上の課題等
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6

10の人権課題の研修等をとおして、女
性や男性に関わる差別の現実を明ら
かにしていくとともに、講師の選定等、
関係機関との連絡を密にとり、学校で
の組織的な取組を具体的に計画して
いけるように研修内容を改善する。

講師招聘のための予算に限りがあ
るため、適任の講師の選定が難し
い。

○人権教育セミナーⅡ期（7/30）において、
「女性（DV・性暴力被害者）・犯罪被害者の人
権」と題して、講師自身の実体験を踏まえた
講義・演習の実施。
・受講者34名。
・教職員が、DV及び性暴力被害等の現実を
知ることで、学齢期の発達段階に応じた女性
の人権擁護に係る学習指導等の必要性につ
いて認識を深めることができた。
○女性と男性、それぞれが互いの人権を尊
重することの重要性について再確認すること
ができ、学校における人権学習や生徒指導
等の場で生かされることが期待できる。

人権教育セミナーⅡ期「女性（DV・性暴
力被害者）・犯罪被害者の人権」の受
講後アンケート（５件法）の総合評価
は、4.1と高い評価であった。「新しい情
報を得ることができたか」が【4.4】ともっ
とも高く、「学校・学級での教育実践に
生かせる内容でしたか」【4.2】、「自己の
課題意識に応える内容になっていまし
たか」【3.9】という評価であり、研修のね
らいはおおむね達成できたと考える。

10の人権課題を取り上げる研修等をとお
して、女性や男性に関わる差別の現実を
明らかにしていくとともに、学校での組織
的な取組を具体的に計画していけるよう
に研修内容の改善を図る。

講師招聘のための予算に限りがあ
るため、適任の講師の選定が難し
い。

教育センター

7

教職員研修等において、男女共同参
画や女性の人権をテーマにした内容を
組み込むことと、人権問題についての
研修の機会を増やすことを、人権教育
主任連絡協議会等を通じて働きかけ
る。

男女共同参画や女性の人権につ
いての研修の場の設定と教職員の
ニーズとの調整。

人権教育主任連絡協議会を開催
（小・中5/25・31　6/5・8　県立5/8）

悉皆研修として行い、年間指導計画の
実践の交流ができた。

人権教育主任連絡協議会を開催
多くの人権課題が協議の対象であ
り、女性の人権やＤＶ被害に特化
することは困難である。

人権教育課

8

【人権啓発研修事業－市町村人権啓
発担当者連絡協議会開催事業】
対象：市町村人権啓発担当者
内容：県内３ブロック（いの町、四万十
市、田野町）で実施予定。啓発企画力
の向上、担当者間のネットワークの形
成を図る。

　[東部]平成30年5月14日
　[西部]　　〃　 　5月17日
　[中央]　　〃　　 5月21日
　[全体会]平成31年2月1日　　

[次年度に向けて]
・３日程で参加可能な日を選択でき
るようにする。
・視聴覚教材の活用を検討する。

【人権啓発研修事業－市町村人権啓発担当
者連絡協議会開催事業】　　合計63名
（H29=57名）
[東部] 5月14日(月)　田野町
　　参加者：15名（11市町村中7市町村）
　　満足度：71%
　　「新しい発見や気づき、仕事に活かせる」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：100%
[中央] 5月21日(月)　いの町
　　参加者：32名（17市町村中16市町村）
　　満足度：52％
　　「新しい発見や気づき、仕事に活かせる」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：94%
[西部] 5月21日(木)　四万十市
　　参加者：16名（6市町村すべて参加）
　　満足度：71％　　
　　「新しい発見や気づき、仕事に活かせる」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：100%

●参加市町村について
全体（34市町村＋１学校組合）のうち
29市町村が参加（H29＝31市町村）
で前年度より減少したが、参加者人数
では、前年度より6名増加している。
　用務の重複により、当日欠席が3町村
あったこともあるが、欠席市町村には
別ブロックへの参加をさらに促す必要
がある。

●内容について
アンケートから、当該協議会が担当者
が一同に会し、取組について話し合う
貴重な機会となっていることもあり、話
し合いの時間や話を引き出す工夫（グ
ループを市町村の規模別にする等）を
求める意見が多い。

【人権啓発研修事業－市町村人権啓発
担当者連絡協議会開催事業】
対象：市町村人権啓発担当者
内容：県内３ブロック（いの町、四万十
市、田野町）で実施予定。啓発企画力の
向上、担当者間のネットワークの形成を
図る。

　日程は未定　　

[次年度に向けて]
・３日程で参加可能な日を選択でき
るようにする。
・視聴覚教材の活用を検討する。

人権課

9

市町村の人権教育・啓発に関する取組
において、男女共同参画や女性の人
権をテーマにした内容を組み込むこと
と、人権問題についての研修の機会を
増やすことを、市町村人権教育・啓発
担当者連絡協議会等を通じて働きか
ける。

男女共同参画や女性の人権につ
いての研修の場の設定と市町村の
ニーズとの調整。

・市町村人権教育・啓発担当者連絡協議会
（中部・高知市地区5/21　西部地区5/24　東
部地区5/14）
・社会教育主事等研修及び市町村人権教
育・啓発担当者の参加（9/7）

・計画の実施とＰＤＣＡの進め方を研修
し、好評であった。
・研修参加者が短時間のプレゼンテー
ションを体験し、実践的な内容で研修で
きた。

啓発用資料を活用し、体験的な研修を充
実させていく。

一人一人の体験を確保するために
は、研修時間の確保が課題であ
る。

人権教育課
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に関する研修の実施

市町村人権啓発・人権教育
担当研修の実施
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（インプット）
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・各教育事務所と連携を図りながら、人
権教育全体計画・年間指導計画の充
実に向けた支援を継続する。
・県立学校については、人権教育課で
計画の点検を行い、充実に向けた支
援を行う。

各学校の特色に応じた取組を尊重
しつつ、学校が抱える課題や求め
る支援に適切に対応していくことが
必要。

・人権教育指導資料（学校教育編）Let's feel 
じんけん　平成30年改訂版により、人権教育
全体計画・年間指導計画の見直しを行い、人
権教育主任連絡協議会で提起した。

悉皆研修として行い、年間指導計画の
実践の交流ができた。

・人権教育主任連絡協議会や校内研修
を通じて、人権教育指導資料（学校教育
編）Let's feel じんけん　平成30年改訂版
で提案する人権教育全体計画・年間指導
計画の見直しを進める。

多くの人権課題が協議の対象であ
り、女性の人権やＤＶ被害に特化
することは困難である。

人権教育課
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・地域の偏りなく保育実践や保育者とし
ての資質・専門性が向上するよう、ブ
ロック別研修会園内研修による継続支
援を行い、実践的・組織的な研修の理
解を図る。
・また、ブロック別研修会を２年間の取
組とし、ブロック別研修会１年目園公開
保育および２年目園ミドル公開保育の
グループ協議の進行や全体運営等を
通して、地域におけるミドルリーダーの
育成・活用を促していく。

・人材不足や多忙感などから園内
研修の参加体制を整えることが難
しく、実施や継続の認識に欠ける
市町村もまだあり、地域による取組
の差が大きい。

・園内研修支援において147回（65園）の研修
支援を行い、そのうちブロック別研修支援で
は4園でミドル公開保育を開催し、ミドルリー
ダーによる協議進行や発表等を行っている。
・園内研修実施後のアンケート回答では、
「参考になった」が100％、「今後も引き続き園
内研修を実施する」が97.1％の結果となって
いる。

・園内研修支援後のアンケートで「研修
が参考になった」と回答した園が100％
と、各園の保育実践につながるものと
なっている。

・地域の偏りなく保育実践や保育者として
の資質・専門性が向上するよう、ブロック
別研修会園内研修による継続支援を行
い、実践的・組織的な研修の理解を図
る。
・また、ブロック別研修会を２年間の取組
とし、ブロック別研修会１年目園公開保育
で得た成果や課題をもとに、継続して園
内研修に取り組むことができるようにす
る。

・指針・要領等に基づく、子ども一
人一人の育ちを捉え、それにふさ
わしい保育を探るため必要な園内
研修の実施及び継続の必要性が
十分理解されていない園や市町村
がある。

幼保支援課
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【人権啓発事業－人権啓発研修企業
リーダー養成講座開催事業】
●　ヒューマンパワー育成講座：２回
内容：CSRに関する基調講演、事例発
表等

●　ハートフルセミナー：5回
内容：映画上映や講演会、人権落語等

・効果的な広報を実施し、参加を広
く呼びかける必要がある。

●ヒューマンパワー育成講座
①講演会「働き方の鍵は個性の尊重にあり
～働き方から生き方まで～」
講師：青野慶久（サイボウズ(株)代表取締役
社長）
7月23日（月）　高知市　人権啓発センター　
受講者：77人
「男女共同参画や働き方の多様性への理解
は深まったか」大いに深まった：70％、深まっ
た30％

②講演会「ハラスメント最新情報ーあなたの
理解で大丈夫ですか？ー」
講師：金子雅臣（（一社）職場のハラスメント
研究所代表理事・労働ジャーナリスト）
１１月７日（水）　高知市人権啓発センター
受講者１０１名
「様々なハラスメントへの理解は深まったか」
大いに深まった28％、深まった59％

●ハートフルセミナー
５回開催のうち「女性の人権」は４回目映画
上映会（予定）、また、５回目として「ＬＧＢＴ」
をテーマに映画上映を予定している。

●ヒューマンパワー育成講座
①講師の青野氏自ら、育児休暇を取得
し、多様な働き方を実践しており、企業
の立場から男女共同参画社会の実現
に資する内容であり、受講者からも既
成観念にとらわれない、広い視野と柔
軟な発想に驚いた、「働き方」と「人権」
の関係に気づかされた、職場の実践に
つなげていきたいといった感想が寄せ
られていた。

②パワハラの問題は、企業でも大変関
心が高く、多くの受講者を集めることが
できた。
「パワハラ」と「セクハラ」の判断基準や
違いをわかりやすく学ぶことができ、す
ぐに職場で実践ができる内容だったな
どの感想が寄せられていた。

【人権啓発事業－人権啓発研修企業リー
ダー養成講座開催事業】
●　ヒューマンパワー育成講座：２回
内容：CSRに関する基調講演、事例発表
等

●　ハートフルセミナー：5回
内容：映画上映や講演会、人権落語等

・効果的な広報を実施し、参加を広
く呼びかける必要がある。 人権課
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市町村の人権教育・啓発に関する取組
において、男女共同参画や女性の人
権をテーマにした内容を組み込むこと
と、人権問題についての研修の機会を
増やすことを、市町村人権教育・啓発
担当者連絡協議会等を通じて働きか
ける。

男女共同参画や女性の人権につ
いての研修の場の設定と市町村の
ニーズとの調整。

・市町村人権教育・啓発担当者連絡協議会
（中部・高知市地区5/21　西部地区5/24　東
部地区5/14）
・社会教育主事等研修及び市町村人権教
育・啓発担当者の参加（9/7）

・計画の実施とＰＤＣＡの進め方を研修
し、好評であった。
・研修参加者が短時間のプレゼンテー
ションを体験し、実践的な内容で研修で
きた。

啓発用資料を活用し、体験的な研修を充
実させていく。

一人一人の体験を確保するために
は、研修時間の確保が課題であ
る。

人権教育課
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子どもの発達段階に応じた
人権（女性）教育の推進

地域・職場における人権（女
性）研修の実施
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【人権啓発研修事業－人権啓発シリー
ズ新聞掲載事業】
対象：県民
内容：高知新聞の紙面を通して、さまざ
まな人権について啓発コラムを掲載す
ることで、県民の人権意識の普及高揚
を図る。

【人権啓発研修事業－人権啓発セン
ター情報発信事業】
対象：県民
内容：WEB広告、新聞広告等、さまざま
な媒体を利用し、県民の人権意識の普
及高揚を図る。

（人権啓発研修事業　人権啓発シ
リーズ新聞掲載事業）
・さまざまな人権課題をテーマとで
きるよう複数年にわたる計画を立
てる必要がある一方で社会情勢の
変化への対応も求められる。
・テーマに合った執筆者の情報収
集が必要である。

（人権啓発研修事業　人権啓発セ
ンター情報発信事業）
媒体の対象となる年齢層に関心を
喚起させられるよう工夫する必要
がある。

【人権啓発シリーズ新聞掲載事業】
９月２９日高知新聞朝刊
「心呼吸2018　人権啓発シリーズ　④」
テーマ「ＬＧＢＴ」暁project　大久保暁「一つの
個性として」
※今年度は「女性の人権」はなし

【人権啓発センター情報発信事業】
　（公財）高知県人権啓発センターのホーム
ページでこれまで制作、テレビ放映してきたミ
ニ番組をテーマ別に掲載している。
　「女性の人権」として３番組を掲載している。
・デートＤＶ～加害者にも被害者にもならない
ために～
・地域の防災～女性の視点に立った防災活
動～
・男女共同参画～男女で家庭を支えあう～

●「人権啓発シリーズ新聞掲載事業」
は年間７回高知新聞朝刊に掲載してい
るが、取扱い個別課題が増えている現
状で、今年度は「女性の人権」を取り扱
うことができていない。その中で
「LGBT」を取り上げることによって男女
に関わらず、性について考えるきっか
けになるのではないかと考える。

●「人権啓発センター情報発信事業」
のミニ番組は、過去にテレビ放映した
番組であるが、ホームページに動画掲
載することで、いつでも、誰でも閲覧が
可能となっている。
※ホームページアクセス回数（8月末現
在）114，379件（22，876件／月）

【人権啓発研修事業－人権啓発シリーズ
新聞掲載事業】
対象：県民
内容：高知新聞の紙面を通して、さまざま
な人権について啓発コラムを掲載するこ
とで、県民の人権意識の普及高揚を図
る。

【人権啓発研修事業－人権啓発センター
情報発信事業】
対象：県民
内容：WEB広告、新聞広告等、さまざまな
媒体を利用し、県民の人権意識の普及
高揚を図る。

（人権啓発研修事業　人権啓発シ
リーズ新聞掲載事業）
・さまざまな人権課題をテーマとで
きるよう複数年にわたる計画を立
てる必要がある一方で社会情勢の
変化への対応も求められる。
・テーマに合った執筆者の情報収
集が必要である。

（人権啓発研修事業　人権啓発セ
ンター情報発信事業）
媒体の対象となる年齢層に関心を
喚起させられるよう工夫する必要
がある。

人権課
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・情報紙「ソーレ・スコープ」
・ホームページやメールマガジン、SNS
の活用による啓発・広報
・啓発誌の改訂・活用や啓発パネル展
示・貸出し
・出前講座事業の実施
・図書等利用PR事業の実施
・公共交通機関での啓発広告
・地域イベント等での啓発

・効果的な啓発・広報の検討

・情報紙「ソーレ・スコープ」発行(4月、7月)
・ホームページやメールマガジン(毎月発行)、
フェイスブック（H29開始）による啓発・広報
・啓発誌「ぐーちょきぱー」の改訂及び活用や
啓発パネルの館内展示・貸出しによる啓発
・ソーレ登録のサポーター講師やソーレ職員
による出前講座の実施
・図書等利用PR事業としてテーマを決めた図
書の企画展示（毎月）
・男女共同参画推進月間に公共交通機関
（路面電車）で啓発広告

・情報紙、啓発誌の配布先が団体・企
業中心であることからより広範囲な啓
発・広報が可能
・これまで男女共同参画について学ぶ
機会のなかった県民への啓発・広報の
ため、様々な方法や媒体で啓発・広報
を実施

・情報紙「ソーレ・スコープ」
・ホームページやメールマガジン、SNSの
活用による啓発・広報
・啓発誌の改訂・活用や啓発パネル展
示・貸出し
・出前講座事業の実施
・図書等利用PR事業の実施
・地域イベント等での啓発

・効果的な啓発・広報の検討 ソーレ
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対象：県民
内容：「高知県人権尊重の社会づくり条
例」第２条第２項に基づき、県民の人権
意識の高揚を図るため、県内の人権侵
害の実態などについて、ホームページ
等において公表する。

新たに追加した「犯罪被害者等」
「インターネットによる人権侵害」
「災害と人権」については、これま
での７つの人権課題とも関連する
課題であることから、関係課と連携
し、内容を充実させる必要がある。

「高知県の人権」（平成29年）
HP公表：30年8月

「女性」の課題について、「ＤＶの被害者
の多くは、女性であり犯罪となる行為を
も含む重大な人権侵害であるにもかか
わらず、男女差別意識や性別役割分
担意識、男女間の経済格差等のさまざ
まな要因により、長年解決されず、今日
に至っている」とし、「女性相談支援セ
ンターやこうち男女共同参画センターへ
の相談及び一時保護においてＤＶ関係
が最も高い割合となっている」状況であ
る。

対象：県民
内容：「高知県人権尊重の社会づくり条
例」第２条第２項に基づき、県民の人権
意識の高揚を図るため、県内の人権侵
害の実態などについて、ホームページ等
において公表する。

新たに追加した「犯罪被害者等」
「インターネットによる人権侵害」
「災害と人権」については、これま
での７つの人権課題とも関連する
課題であることから、関係課と連携
し、内容を充実させる必要がある。

人権課

17 － － － － － － ソーレ
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県民への男女共同参画・女
性問題に関する啓発・広報
（情報誌、ホームページ、
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人権（女性）に関する実態調
査と公表
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（人権啓発活動市町村委託事業）
対象：市町村
内容：人権尊重思想の普及啓発を図
り、基本的人権の擁護に資するため、
住民を対象とする講演会や研修会など
の啓発活動を委託する。

継続して実施する必要がある。
人権啓発活動市町村委託事業を34市町村で
実施。そのうち17市町村が講演会や研修を
実施予定。

（人権啓発活動市町村委託事業）
対象：市町村
内容：人権尊重思想の普及啓発を図り、
基本的人権の擁護に資するため、住民を
対象とする講演会や研修会などの啓発
活動を委託する。

継続して実施する必要がある。 人権課

19 事例に応じて随時対応 関係課と連携した情報収集 該当事例なし － 事例に応じて随時対応 関係課と連携した情報収集
県民生活･男女共
同参画課

20

【人権啓発研修事業－人権ふれあい
支援事業】
対象：市町村、NPOやボランティアグ
ループなどの民間団体
内容：対象者が自主的に行う、人権意
識の高揚を目的とした活動（交流体験
活動、講演会、研修会、啓発資料の作
成・配布等）を支援することにより、人
権尊重の社会づくりを推進する。

さまざまな団体から応募があるよう
広報活動を充実する必要がある。

【人権ふれあい支援事業】
申請団体数：20件
支援決定団体：7件（支援決定額：1,200千円）
人権全般：3件
・三崎ふれあいじんけん祭実行委員会
・戸波あったか教育推進会議
・大岐地区人権教育推進協議会

※「子ども」2件、「障害者」2件で「女性」を
テーマとした団体への支援実績はなし。

●ＰＴＡ等、支援先に偏りがあり、また、
幅広いテーマでの申請があるように、Ｐ
Ｒ方法に工夫が必要である。

【人権啓発研修事業－人権ふれあい支
援事業】
対象：市町村、NPOやボランティアグルー
プなどの民間団体
内容：対象者が自主的に行う、人権意識
の高揚を目的とした活動（交流体験活
動、講演会、研修会、啓発資料の作成・
配布等）を支援することにより、人権尊重
の社会づくりを推進する。

さまざまな団体から応募があるよう
広報活動を充実する必要がある。

人権課

21

【ソーレ・えいど事業】
事業主体：男女共同参画を推進するグ
ループ・団体等
対象事業：男女共同参画社会の実現
に向けて、県民を対象に実施する講演
会や講座、調査研究等
内容：１企画上限２０万円以内

関係グループ・団体への・事業内
容の周知

　男女共同参画を推進する事業を実施する
次の5団体に助成金交付を決定した。申請6
団体に対し、選考会により5団体を採択。
①髙知県母親運動連絡会
②「夜間もやっている保育園」上映委員会
③こうち男女共同参画ポレール
④ママの働き方応援隊高知校
⑤デルタ・カッパ・ガンマ・ソサエティー・イン
ターナショナル　ジャパン　ステイト

－

・ソーレ・えいど事業
事業団体：男女共同参画を推進するグ
ループ・団体等
対象事業：男女共同参画に関する事業
で、広く県民に開かれた事業、情報収
集、講演会、セミナー、調査研究等
内容：１企画上限20万円以内

・ソーレまつり2019の開催

関係グループ・団体への事業内容
の周知

県民生活･男女共
同参画課(ソーレ）
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22
男女共同参画に関する苦情
の申出・処理制度の充実

さんSUN高知、ラジオ等で、制度周知
の広報を行う。
市町村への制度周知を定期的に実施

事業内容の県民への周知 苦情の申し出なし
県民生活・男女共
同参画課

23
市町村における男女共同参
画計画策定促進及び策定支
援

・市町村の個別訪問を強化し、計画の
必要性等を説明

市町村における男女共同参画の
取り組みの優先度を上げる働きか
け

・男女共同参画計画の策定働きかけ
・男女共同参画計画策定委員会参加による
計画策定支援
・男女共同参画計画改訂中（4市町）
・男女共同参画計画策定中（2町村）

-
市町村の個別訪問を強化し、計画の必
要性等を説明

市町村における男女共同参画の
取り組みの優先度を上げる働きか
け

県民生活･男女共
同参画課

24
市町村における女性活躍推
進法に定める推進計画の策
定支援

女性活躍推進法で市町村に女性活躍
推進計画の策定が義務付けられ、男
女共同参画計画との一体的な策定も
可とされていることから、両計画の一体
的な策定を働きかける

・町村部には専任部署がないた
め、計画策定がしやすい環境の整
備

・男女共同参画計画と併せた、女性活躍推
進法に定める女性活躍推進計画の策定働き
かけ
・4町村で策定中

ｰ

女性活躍推進法で市町村に女性活躍推
進計画の策定が義務付けられ、男女共
同参画計画との一体的な策定も可とされ
ていることから、両計画の一体的な策定
を働きかける

・町村部には専任部署がないた
め、計画策定がしやすい環境の整
備

県民生活･男女共
同参画課

25
男女共同参画に関する統計
データの収集・提供

・男女共同参画に関する各種統計デー
タの収集及び提供を行う。

・収集データの活用策

・全国の男女共同参画/女性センター及び都
道府県の男女共同参画に関する様々な情
報、県内グループの各種統計データを収集、
整理し、図書・情報資料室やホームページで
情報提供した。
・全国、県及び市町村の現状把握や調査結
果を活用している。

・県及び市町村の現状把握、事業実施
の参考資料となっている。

・男女共同参画に関する各種統計データ
の収集及び提供を行う。

・収集データの活用策 ソーレ
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【人権啓発研修事業－人権啓発シリー
ズ新聞掲載事業】
対象：県民
内容：高知新聞の紙面を通して、さまざ
まな人権について啓発コラムを掲載す
ることで、県民の人権意識の普及高揚
を図る。

【人権啓発研修事業－人権啓発セン
ター情報発信事業】
対象：県民
内容：WEB広告、新聞広告等、さまざま
な媒体を利用し、県民の人権意識の普
及高揚を図る。

（人権啓発研修事業　人権啓発シ
リーズ新聞掲載事業）
・さまざまな人権課題をテーマとで
きるよう複数年にわたる計画を立
てる必要がある一方で社会情勢の
変化への対応も求められる。
・テーマに合った執筆者の情報収
集が必要である。

（人権啓発研修事業　人権啓発セ
ンター情報発信事業）
媒体の対象となる年齢層に関心を
喚起させられるよう工夫する必要
がある。

【人権啓発シリーズ新聞掲載事業】
９月２９日高知新聞朝刊
「心呼吸2018　人権啓発シリーズ　④」
テーマ「ＬＧＢＴ」暁project　大久保暁「一つの
個性として」
※今年度は「女性の人権」はなし

【人権啓発センター情報発信事業】
　（公財）高知県人権啓発センターのホーム
ページでこれまで制作、テレビ放映してきたミ
ニ番組をテーマ別に掲載している。
　「女性の人権」として３番組を掲載している。
・デートＤＶ～加害者にも被害者にもならない
ために～
・地域の防災～女性の視点に立った防災活
動～
・男女共同参画～男女で家庭を支えあう～

●「人権啓発シリーズ新聞掲載事業」
は年間７回高知新聞朝刊に掲載してい
るが、取扱い個別課題が増えている現
状で、今年度は「女性の人権」を取り扱
うことができていない。その中で
「LGBT」を取り上げることによって男女
に関わらず、性について考えるきっか
けになるのではないかと考える。

●「人権啓発センター情報発信事業」
のミニ番組は、過去にテレビ放映した
番組であるが、ホームページに動画掲
載することで、いつでも、誰でも閲覧が
可能となっている。
※ホームページアクセス回数（8月末現
在）114，379件（22，876件／月）

【人権啓発研修事業－人権啓発シリーズ
新聞掲載事業】
対象：県民
内容：高知新聞の紙面を通して、さまざま
な人権について啓発コラムを掲載するこ
とで、県民の人権意識の普及高揚を図
る。

【人権啓発研修事業－人権啓発センター
情報発信事業】
対象：県民
内容：WEB広告、新聞広告等、さまざまな
媒体を利用し、県民の人権意識の普及
高揚を図る。

（人権啓発研修事業　人権啓発シ
リーズ新聞掲載事業）
・さまざまな人権課題をテーマとで
きるよう複数年にわたる計画を立
てる必要がある一方で社会情勢の
変化への対応も求められる。
・テーマに合った執筆者の情報収
集が必要である。

（人権啓発研修事業　人権啓発セ
ンター情報発信事業）
媒体の対象となる年齢層に関心を
喚起させられるよう工夫する必要
がある。

人権課

27

・情報紙「ソーレ・スコープ」
・ホームページやメールマガジン、SNS
の活用による啓発・広報
・啓発誌の改訂・活用や啓発パネル展
示・貸出し
・出前講座事業の実施
・図書等利用PR事業の実施
・公共交通機関での啓発広告
・地域イベント等での啓発

・効果的な啓発・広報の検討

・情報紙「ソーレ・スコープ」発行(4月、7月)
・ホームページやメールマガジン(毎月発行)、
フェイスブック（H29開始）による啓発・広報
・啓発誌「ぐーちょきぱー」の改訂及び活用や
啓発パネルの館内展示・貸出しによる啓発
・ソーレ登録のサポーター講師やソーレ職員
による出前講座の実施
・図書等利用PR事業としてテーマを決めた図
書の企画展示（毎月）
・男女共同参画推進月間に公共交通機関
（路面電車）で啓発広告

・情報紙、啓発誌の配布先が団体・企
業中心であることからより広範囲な啓
発・広報が可能
・これまで男女共同参画について学ぶ
機会のなかった県民への啓発・広報の
ため、様々な方法や媒体で啓発・広報
を実施

・情報紙「ソーレ・スコープ」
・ホームページやメールマガジン、SNSの
活用による啓発・広報
・啓発誌の改訂・活用や啓発パネル展
示・貸出し
・出前講座事業の実施
・図書等利用PR事業の実施
・地域イベント等での啓発

・効果的な啓発・広報の検討 ソーレ

28

対象：県民
内容：「高知県人権尊重の社会づくり条
例」第２条第２項に基づき、県民の人権
意識の高揚を図るため、県内の人権侵
害の実態などについて、ホームページ
等において公表する。

新たに追加した「犯罪被害者等」
「インターネットによる人権侵害」
「災害と人権」については、これま
での７つの人権課題とも関連する
課題であることから、関係課と連携
し、内容を充実させる必要がある。

「高知県の人権」（平成29年）
HP公表：30年8月

「女性」の課題について、「ＤＶの被害者
の多くは、女性であり犯罪となる行為を
も含む重大な人権侵害であるにもかか
わらず、男女差別意識や性別役割分
担意識、男女間の経済格差等のさまざ
まな要因により、長年解決されず、今日
に至っている」とし、「女性相談支援セ
ンターやこうち男女共同参画センターへ
の相談及び一時保護においてＤＶ関係
が最も高い割合となっている」状況であ
る。

対象：県民
内容：「高知県人権尊重の社会づくり条
例」第２条第２項に基づき、県民の人権
意識の高揚を図るため、県内の人権侵
害の実態などについて、ホームページ等
において公表する。

新たに追加した「犯罪被害者等」
「インターネットによる人権侵害」
「災害と人権」については、これま
での７つの人権課題とも関連する
課題であることから、関係課と連携
し、内容を充実させる必要がある。

人権課

29 － － － － － － ソーレ
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県民への男女共同参画・女
性問題に関する啓発・広報
（情報誌、ホームページ、
メールマガジン等による広
報）（再掲）

人権（女性）に関する実態調
査と公表（再掲）
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H30年度実施計画
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実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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30

①
意
識
改
革
と
社
会
制
度
・
慣
行
の
見
直
し

女性リーダーの育成

男女共同参画の視点を持った人材、地
域の中核的リーダーとなる女性を育成
するため、職場及び防災のプログラム
実施とスキルアップのための講座を実
施
・女性の活躍応援
・女性防災プロジェクト
・エンパワメント講座

・参加者に対する職場の協力
・関係機関との連携

職場及び防災の２分野におけるリーダーとな
る女性の育成を行うための事業を行うととも
に、次年度以降の継続実施に向けたリー
ダー育成プログラムを策定
・女性の活躍応援塾（35名）１回開催
・女性防災プロジェクト（延べ114名）３回開催
　　　※公開講座を含む。

・企業や参加者のニーズを把握し、プロ
グラム内容の十分な検証が必要
・年間で複数回の開催すべてに全員が
参加するのは困難

男女共同参画の視点を持った人材、地
域の中核的リーダーとなる女性を育成す
るため、職場及び防災のプログラム実施
とスキルアップのための講座を実施

・女性の活躍応援
・女性防災プロジェクト

・参加者に対する職場の協力
・関係機関との連携

ソーレ

31
メディアへの男女共同参画
や女性の人権等に関する情
報の提供

事例に応じ随時対応する 関係課と連携した情報収集 平成30年度は特になし 特になし 事例に応じ随時対応する 関係課と連携した情報収集
広報広聴課ほか
関係課

32
男女共同参画や女性の人権等に関
し、記者クラブへの情報提供を行う。

多様な広報媒体への積極的な発
信

県の広報紙への記事掲載やテレビ、ラジオで
の放送、記者クラブへの情報提供により男女
共同参画や女性の人権等に関する広報を
行った。

男女共同参画や女性の人権等に関す
る周知が図られることで、男女共同参
画の実現に向けた県民やメディアの意
識が醸成された。

記者クラブに対し、男女共同参画や人権
に関する情報を提供する。

多様な広報媒体への積極的な発
信

広報広聴課

33 事例に応じて随時対応 関係課と連携した情報収集 実績なし 事例に応じて随時対応 関係課と連携した情報収集 人権課

34 事例に応じて随時対応 関係課と連携した情報収集 該当事例なし － 事例に応じて随時対応 関係課と連携した情報収集
県民生活・男女共
同参画課

35
男女共同参画の視点に立っ
た広報作成の手引きの普及

・他課からの相談に随時対応 普及機会の開拓
児童家庭課が作成する父子手帳等につい
て、男女共同参画の視点を反映させるため
に活用した。

さらに広く普及させることが必要 他課からの相談に随時対応 普及機会の開拓
県民生活・男女共
同参画課

36
青少年保護育成条例に基づ
く有害図書類の指定

・高知県青少年保護育成条例第11条
第２項に基づく有害図書類の包括指定
（青少年に有害な影響を及ぼすおそれ
のある図書類のうち、その内容が「一
定の基準」に該当する図書類を自動的
に有害図書に指定）

条例の周知

・青少年に有害な影響を及ぼすおそれのあ
る図書類が、有害図書として認知されてい
る。

・有害図書は、販売店等で区別して陳列さ
れ、青少年が閲覧、購入しづらい環境ができ
ている。

・少年サポートセンターを通じて、各書店に対
して有害図書の正しい陳列方法の啓発を実
施。

・県内において、概ね条例を順守して
販売環境が保たれているが、引き続き
条例の周知に取り組む必要がある。

・高知県青少年保護育成条例第11条第２
項に基づく有害図書類の包括指定（青少
年に有害な影響を及ぼすおそれのある
図書類のうち、その内容が「一定の基準」
に該当する図書類を自動的に有害図書
に指定）

条例の周知 児童家庭課
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進

男女共同参画や女性の人権
等に関わる表現についての
メディアに対する要望
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・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画
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実施上の課題等
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37

女子差別撤廃委員会からの
最終見解や女子差別撤廃条
約選択議定書等の県民への
周知と浸透を図る

見解等があれば、市町村や県民に周
知

国等の動向の情報収集
・国連女子差別撤廃委員会の最終見解を当
課のホームページに掲載（平成28年５月か
ら）

機会を通じた周知が必要
国からの見解等があれば、市町村や県
民へ周知する

国等の動向の情報収集
県民生活･男女共
同参画課

38
国際化時代にふさわしい人
づくり（高知県国際交流協
会）

○国際交流協会全ての事業

○市町村イベント等への積極的な参加

○市町村や個人との連携や情報
提供

○新たな人材（ボランティア等）の
発掘

○KIA国際交流学生ボランティアを募集し、10
名がボランティアとして活動している。

・イベント時のスタッフの負担が軽減された。

○ボランティアとして国際交流イベント
に関わってもらうことにより、将来の国
際交流イベントを担う人材を育成するこ
とにつながる。

○国際交流協会全ての事業

○市町村イベント等への積極的な参加

○市町村や個人との連携や情報
提供

○新たな人材（ボランティア等）の
発掘

国際交流課

39
交流イベントや異文化理解
講座の開催（高知県国際交
流協会）

○国際ふれあい広場inこうち開催事業
県民の国際交流に対する理解を深め
てもらうとともに、県民の国際交流活動
への参画のきっかけづくりなどを目的
に実施。

○親子で学ぶ国際理解講座開催事業
小学生を対象に、21世紀を担う未来の
「国際土佐人」を育成するため、国際協
力や異文化理解のための講座を開催
し、国際感覚豊かな子どもたちを育て
る。

○異文化理解講座開催事業
県内在住外国人、留学生、国際交流
員などを講師として彼らの母国の様々
な生活様式、習慣等を紹介することに
より相互理解を深める。

○親子で学ぶ国際理解講座につ
いては、より多くの希望者が参加
可能となるよう検討する。

○異文化理解講座についても、よ
り多くの方に参加いただけるよう、
開催地や曜日・時間帯について、
引き続き検討する。

○親子で学ぶ国際理解講座
　8月13日（月）開催　34名参加
　8月16日（木）開催　29名参加
　8月21日（火）開催　28名参加

○異文化理解講座
　高知市
　　6月18日（月）パラグアイ　68名参加
　　6月30日（土）タイ・中国　33名参加
　四万十町
　　9月1日（土）
　　　　アルゼンチン・パラグアイ・ブラジル
　　　　　　　　　　　　　　　　　23名参加

・県民にとって、異文化を体験する機会とな
り、外国の文化や習慣について理解が深
まった。

○親子で学ぶ国際理解講座は、8月の
夏休み期間に3回開催したことにより参
加者が増加した。

○異文化理解講座を新たに四万十町
役場との共催で開催し、より多くの方の
参加が可能となった。

○国際ふれあい広場inこうち開催事業
県民の国際交流に対する理解を深めて
もらうとともに、県民の国際交流活動へ
の参画のきっかけづくりなどを目的に実
施。

○親子で学ぶ国際理解講座開催事業
小学生を対象に、21世紀を担う未来の
「国際土佐人」を育成するため、国際協力
や異文化理解のための講座を開催し、国
際感覚豊かな子どもたちを育てる。

○異文化理解講座開催事業
県内在住外国人、留学生、国際交流員な
どを講師として彼らの母国の様々な生活
様式、習慣等を紹介することにより相互
理解を深める。

○親子で学ぶ国際理解講座につ
いては、より多くの希望者が参加
可能となるよう検討する。

○異文化理解講座についても、よ
り多くの方に参加いただけるよう、
開催地や曜日・時間帯について、
引き続き検討する。

国際交流課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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し
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取
組

取組の内容 担当課室

40
男性の家事・育児・介護の分
担に向けた啓発

・機会を通じてさらに配布し、啓発を図
る。
・路面電車内に掲示する。（ソーレ）

-
・６月の男女共同参画月間にあわせて、路面
電車内に掲示

路面電車内に掲示することで、冊子の
内容について啓発することができた。

・機会を通じてさらに配布し、啓発を図る －
県民生活･男女共
同参画課

41

こうち男女共同参画センター
「ソーレ」における広報・啓発
（男女共同参画関連講座・講
演会、情報誌等による啓発）

・情報紙「ソーレ・スコープ」
・男女共同参画推進月間講演会
・男性家事講座
・男性応援講座

・効果的な啓発・広報の検討

・男女共同参画推進月間講演会の開催
　　229名参加
「『居場所』のない男、『時間』がない女～ワー
クライフアンバランスな社会を考える～

・男性応援講座
　　24名参加
「子育てが100倍！楽しくなる♪夫婦のコミュ
ニケーションセミナー」

・男女共同参画推進月間講演会は、通
常の広報に加え、機関紙やフリーペー
パー、ＦＭラジオなど多様な広報形態を
取り入れ集客につながった。また、県
立大学の協力で多くの学生の参加が
得られ、若年世代への啓発につながっ
た。

・男性応援講座は、夫婦間のコミュニ
ケーションを活性化し、互いを理解しあ
える関係を築くことで、ワンオペ育児の
解消に向けた意識啓発につながった。

・情報紙「ソーレ・スコープ」
・男女共同参画推進月間講演会
・男性家事講座
・男性応援講座

・効果的な啓発・広報の検討 ソーレ

42 介護の基礎講座の開催
（ふくし交流プラザ管理運営事業）
・県民に対する介護講座事業の開催

県民介護講座事業の周知・参加の
促進

○県民介護講座（H30年9月まで実績）
・体験入門講座
　（各コース随時開催）
　　見学コース　　　　　　　　　　５回129名
　　高齢者疑似体験コース      ９回180名
　　車イス体験コース　　　　　　４回  22名　

・家庭介護基礎講座（全５回）
　知っておきたい家庭介護の基本　２回55名
  お口のお手入れ　　　　　　　　　　 １回10名

・高齢期知っとく講座（各テーマ２回、全20回）
　介護保険施設の利用等　　　　 10回209名

・福祉用具の見学や高齢者疑似体験、
車椅子の体験を行い、介護を身近に感
じ、興味を持ってもらう機会を提供し
た。
・生活や病気、さまざまな支援制度など
身の回りの知識を学ぶことにより、介護
だけではない高齢者の生活や制度に
ついての知識を深めることができた。
・地域でも気軽に介護について学べる
環境を整えることにより、介護に対する
知識を深めたり、研修への参加意識を
高めることができた。

県民に対する介護講座事業の開催
県民介護講座事業の周知・参加の
促進

地域福祉政策
課
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父親の育児参加のための啓
発

〇こうちプレマnetの活用促進
　県民への広報（市町村を通じて、妊
産婦等にもチラシを配布）
　子育てサークル等の活動やイベント
情報の提供・充実等
　掲載内容の見直し
○子育て応援情報紙「大きくなあれ」の
発行
→廃止
〇子育て出前講座　７回

○応援団と協働した取組の充実に向
けた支援
・従業員への周知を図る「応援団通信」
の情報の充実
・県民に対して応援団が行う自らの取
組を紹介するため、新聞広告やパネル
を活用しての広報
・応援団交流会の開催（（具体的に進
める取組）
・高知家「出会い・結婚・子育て応援」
フォーラムの開催
・男性の育児休暇・育児休業の促進
（企業・団体における「育児休業・育児
休暇の取得促進宣言」）

◆ターゲット層に繋がる効果的な
広報・啓発の取り組み
◆企業への積極的な周知
◆高知家の出会い・結婚・子育て
応援団との協調活動

○応援団と協働した取組のさらな
る充実
・県の施策を企業に取り入れてい
ただくためのアプローチ
・他団体の取組事例を参考にした
企業の取組の横展開

〇こうちプレマnetリニューアル（11/19）
　・スマートフォンでの利用にも対応改善
　・コンテンツの見直し及び情報の更新
  ・子育て支援に関する取り組み情報を
　　随時掲載　186件（H30.10末）
　・サイトアクセス数　136,494件
　　　（H30年度月平均アクセス数19,499件）

〇子育て出前講座
　・４回実施（6/24（2回）　7/14　7/21）
　　23名参加

〇高知県版父子手帳「パパの本」の作成
　・11/19いい育児の日に合わせてプレマ
　　net上に掲載（→H31年度配布開始予定）

〇11月19日いい育児の日のPR活動
　　ラジオでの啓発
　　プレマnet　児童家庭課Facebook等
　　による周知
　　高知県版父子手帳への掲載

○応援団と協働した取組の充実に向けた支
援
・応援団通信による情報発信
　（2か月に1回発行）
・応援団交流会の開催  （第1回5月：1箇所）
・高知家「出会い・結婚・子育て応援」フォーラ
ムの開催（7/20）及び新聞広報（開催報告）
・「育児休業・育児休暇の取得促進宣言」
　303の企業・団体が宣言(9月末現在)　

〇こうちプレマnetのアクセス数は増加
傾向。さらに活用の促進をはかり、認
知度をあげることで、子育て家庭と子
育て支援の取り組みをつなげていく機
会を作る。

〇いい育児の日の啓発などにより、社
会全体で仕事と家庭（育児を含む）の
両立について考える啓発を行うととも
に、父子手帳の配布などにより男性の
育児参画などを考える機会を持ってい
ただくことで気運が高まっていくことを
ねらいとする。

○応援団と協働した取組のさらなる充
実が必要
・県の施策を企業に取り入れていただく
ためのアプローチ
・他団体の取組事例を参考にした企業
の取組の横展開

〇こうちプレマnetの活用促進
　・県民への広報（市町村を通じて、妊産
婦等にもチラシを配布）
　・SNSなどによる周知を併用した周知
　・子育てサークル等の活動やイベント情
報の提供・充実等
　・高知家の出会い結婚子育て応援コー
ナーの相談業務をとおした紹介等

〇子育て出前講座　７回

〇父子手帳「パパの本」の配布
　母子手帳発行時に市町村窓口をとおし
て配布

○応援団と協働した取組の充実に向け
た支援
・従業員への周知を図る「応援団通信」の
情報の充実
・県民に対して応援団が行う取組を紹介
するため、新聞広告やパネル等を活用し
ての広報
・応援団交流会の開催（（具体的に進め
る取組）
・高知家「出会い・結婚・子育て応援」
フォーラムの開催
・育児休暇・育児休業の促進（企業・団体
における「育児休業・育児休暇の取得促
進宣言」の拡大や取組の横展開）

〇ターゲット層に繋がる効果的な
広報・啓発の取り組み
〇企業への積極的な周知
〇高知家の出会い・結婚・子育て
応援団との協調活動

○応援団と協働した取組のさらな
る充実
・県の施策を企業に取り入れてい
ただくためのアプローチ
・他団体の取組事例を参考にした
企業の取組の横展開

児童家庭課
少子対策課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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・県広報誌等への介護支援情報の掲
載
・福祉用具の常設展示による介護支援
情報の提供

・県民ニーズに対応した介護支援
情報の提供

・福祉に関する図書、DVD及び福祉機器の貸
出を行った。

・常設展示以外に、年1回県内最大規模（3日
間　　延べ約2,000名）の総合的な福祉用具
の展示会を開催した。

・新聞等に福祉機器展の情報を掲載した。

・介護や福祉に関する様々な情報や機
器を貸出という方法で、手軽に入手で
きるよう努めた。
・福祉用具を一堂に集め、実際に手に
取ったり、体験することにより、さまざま
な障害やそれに合った用具や介護方
法があることを学ぶ機会を提供するこ
とができた。

・新聞等への介護支援情報の掲載
・福祉用具の常設展示による介護支援情
報の提供

・県民ニーズに対応した介護支援
情報の提供

地域福祉政策
課

45

・介護サービス情報の公表制度による
介護サービス事業者に関する情報の
公表

・高齢者の総合相談窓口での相談受
付及び周知

・認知症高齢者及び介護者の相談体
制の確立

・介護サービス情報の公表制度による介護
サービス事業者に関する情報の公表

・高齢者総合相談事業の実施
　　 一般相談：254件
　　 専門相談：12件　

・認知症コールセンター相談件数：258件

・高齢者総合相談窓口への相談件数
が減少しているが、各市町村地域包括
支援センターでの相談業務などが、地
域の相談機関として認知されてきたこと
や、相談内容に応じて適切な関係機関
につなぐことにより、再相談が減少して
いると考えられる。

・認知症コールセンターへの相談件数
は増加傾向にあり、相談窓口としての
周知が一定進んでいる。

・介護サービス情報の公表制度による介
護サービス事業者に関する情報の公表

・高齢者総合相談窓口での相談受付及
び相談窓口の周知

・認知症コールセンターによる認知症本
人、介護者等からの相談対応及び事業
の周知

高齢者福祉課

46
県民への男女共同参画・女
性問題に関する啓発・広報
（再掲）

【人権啓発研修事業－人権啓発シリー
ズ新聞掲載事業】
対象：県民
内容：高知新聞の紙面を通して、さまざ
まな人権について啓発コラムを掲載す
ることで、県民の人権意識の普及高揚
を図る。

【人権啓発研修事業－人権啓発セン
ター情報発信事業】
対象：県民
内容：WEB広告、新聞広告等、さまざま
な媒体を利用し、県民の人権意識の普
及高揚を図る。

（人権啓発研修事業　人権啓発シ
リーズ新聞掲載事業）
・さまざまな人権課題をテーマとで
きるよう複数年にわたる計画を立
てる必要がある一方で社会情勢の
変化への対応も求められる。
・テーマに合った執筆者の情報収
集が必要である。

（人権啓発研修事業　人権啓発セ
ンター情報発信事業）
媒体の対象となる年齢層に関心を
喚起させられるよう工夫する必要
がある。

【人権啓発シリーズ新聞掲載事業】
９月２９日高知新聞朝刊
「心呼吸2018　人権啓発シリーズ　④」
テーマ「ＬＧＢＴ」暁project　大久保暁「一つの
個性として」
※今年度は「女性の人権」はなし

【人権啓発センター情報発信事業】
　（公財）高知県人権啓発センターのホーム
ページでこれまで制作、テレビ放映してきたミ
ニ番組をテーマ別に掲載している。
　「女性の人権」として３番組を掲載している。
・デートＤＶ～加害者にも被害者にもならない
ために～
・地域の防災～女性の視点に立った防災活
動～
・男女共同参画～男女で家庭を支えあう～

●「人権啓発シリーズ新聞掲載事業」
は年間７回高知新聞朝刊に掲載してい
るが、取扱い個別課題が増えている現
状で、今年度は「女性の人権」を取り扱
うことができていない。その中で
「LGBT」を取り上げることによって男女
に関わらず、性について考えるきっか
けになるのではないかと考える。

●「人権啓発センター情報発信事業」
のミニ番組は、過去にテレビ放映した
番組であるが、ホームページに動画掲
載することで、いつでも、誰でも閲覧が
可能となっている。
※ホームページアクセス回数（8月末現
在）114，379件（22，876件／月）

【人権啓発研修事業－人権啓発シリーズ
新聞掲載事業】
対象：県民
内容：高知新聞の紙面を通して、さまざま
な人権について啓発コラムを掲載するこ
とで、県民の人権意識の普及高揚を図
る。

【人権啓発研修事業－人権啓発センター
情報発信事業】
対象：県民
内容：WEB広告、新聞広告等、さまざまな
媒体を利用し、県民の人権意識の普及
高揚を図る。

（人権啓発研修事業　人権啓発シ
リーズ新聞掲載事業）
・さまざまな人権課題をテーマとで
きるよう複数年にわたる計画を立
てる必要がある一方で社会情勢の
変化への対応も求められる。
・テーマに合った執筆者の情報収
集が必要である。

（人権啓発研修事業　人権啓発セ
ンター情報発信事業）
媒体の対象となる年齢層に関心を
喚起させられるよう工夫する必要
がある。

人権課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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・市町村教育委員会が主体となり、道
徳推進リーダーを活用しながら、地域
ぐるみの道徳教育を推進する。

・各種研修会を通して、新学習指導要
領の趣旨や指導及び評価方法につい
て周知・徹底を図る。

・「家庭で取り組む　高知の道徳」を活
用、普及させ、児童生徒の道徳性の向
上を図る。

・「家庭で取り組む　高知の道徳」
改訂版の活用促進

・学校と家庭・地域の連携強化

・新学習指導要領の周知・徹底

・道徳推進リーダーの活用

・わがまちの道徳教育推進事業
　　10市町村に指定

・道徳教育推進拠点校事業
　　10校（小学校6校、中学校4校）指定

・道徳研修講座：7月24日（94名参加）

・道徳教育指導者養成研修
　　8月22日～24日（65名参加）

・道徳教育に関する調査の実施（5月）

・「家庭で取り組む　高知の道徳（改訂版）」
　新入学児童分の配付（H30.6.29) 3,000冊

・オンデマンドによる研修（7月2日～3月4日）

平成30年度全国学力・学習状況調査
の児童生徒質問紙によれば、道徳性を
問う項目では、概ね肯定的な回答が全
国よりも高い傾向にある。
 「自分にはよいところがあると思う」
　小学生：85.8％（全国比＋1.8ポイント）
　中学生：78.6％（全国比－0.2ポイント）
 「いじめはどんな理由があってもいけ
ないことだと思う」
　小学生：98.4％（全国比＋1.6ポイント）
　中学生：96.4％（全国比＋0.9ポイント）

しかし、規範意識の面では、小・中学校
ともに全国平均よりも低い結果となっ
た。
 「学校のきまり（規則）を守っている」
　小学生88.3％（全国比－1.2ポイント）
　中学生95.0％（全国比－0.1ポイント）

・道徳教育に関する調査とりまとめ（７
月）（回答は予定を含む）
　道徳教育に関する校内研修の実施
率（100％）
　道徳教育の授業公開率（100％）

新しい学習指導要領が目指す「社会に開
かれた教育課程」の実現を目指し、市町
村教育委員会が主体となって地域ぐるみ
の道徳教育を推進する。

道徳推進リーダーの活用や大学等との
連携を通して、全ての学校において「考
え、議論する道徳」が実践されるよう、授
業の質的変換を図る。

・「家庭で取り組む　高知の道徳」
改訂版の活用促進

・学校と家庭・地域の連携強化

・新学習指導要領の周知・徹底

・「道徳科」の趣旨を踏まえた道徳
授業への質的転換とそれに向けた
教員の学びの場の充実

・道徳推進リーダーの活用

小中学校課

48

49

50

51

52

53

男女平等や女性の人権に関
する教育の充実

人権教育・啓発に関する取組におい
て、男女共同参画や女性の人権をテー
マにした内容を組み込むことと、人権
問題についての研修の機会を増やす
ことを、人権教育主任連絡協議会等を
通じて働きかける。

男女共同参画や女性の人権につ
いての研修の場の設定と教職員の
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男女共同参画や女性の人権に関する研修の
必要性について、県民に身近な１０の人権課
題と併せて、人権教育主任連絡協議会等で
説明している。

12月現在、女性の人権をテーマにした
研修の依頼はないが、人権教育全般を
確認する研修等において、女性の人権
について考える場の必要性を訴えてい
る。

・男女共同参画や女性の人権をテーマに
した実践と研修の機会を設けることを、管
理職及び人権教育主任連絡協議会等を
通じて働きかける。

・個別の人権課題については、学
校の実態によって優先度が異なる
ので、短時間で行う研修や複数の
人権課題を関連付けて効率よく研
修が行えるプログラムが必要とな
る。

高等学校課
特別支援教育課
人権教育課

男女平等や女性の人権に関
する小中学生向け教材の作
成

女性の人権をテーマにした実践事例の
充実に向けた支援を行う。

・より汎用性のある実践事例の作
成に向けて、改訂作業部会での検
討が必要。
・教科との関連などを模索し、短時
間でも提起できる教材が必要であ
る。

実践事例集の作成に向けて、各研修会での
提出資料や報告書をもとに事例の収集を
行っている。

事例はあるが新しく作られたものは少
ない。したがって、発達段階に応じた事
例を、より多く作成する必要がある。

・女性の人権をテーマにした実践事例の
充実に向けた支援を行う。
・教科と関連させ、短時間で行える教材を
開発する。

より汎用性のある実践事例の作成
に向けて、Let’s feel じんけん改訂
作業部会での検討が必要。

小中学校課
特別支援教育課
人権教育課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

54

55

56

57

58

・中学生のためのキャリア教育副読本
「みらいスイッチ」を新学習指導要領の
内容に基づき改訂し、配付することで
自己の生き方について深く考え、夢や
志を抱き、個々の進路選択に生かせる
ようにする。

・キャリアシートの効果的な活用方法
事例を掲載した「指導の手引き」を単元
テストシステムにて配信・普及してい
く。

・単元テストシステムを活用した校内研
修の実施により、新学習指導要領にお
けるキャリア教育の周知・徹底を図る。

・新学習指導要領におけるキャリア
教育の趣旨の周知及び徹底

・新学習指導要領の趣旨に沿った
キャリア教育の全体計画及び、年
間指導計画に基づく実践や校内組
織運営の推進

・キャリアシートの活用促進

○中学生のためのキャリア教育副読本「みら
いスイッチ」改訂版委託業務
・指名通知の発送（4/27）
・審査委員の委嘱、審査委員会開催要項発
送（5/７）
・審査委員会開催（6/18）
・契約締結（8/7）

○キャリアシートの活用事例の配信
・１回目：7/17（小学校事例）

○各校においてキャリア教育の視点に
基づいた取組が実施されている割合
は、全国より高い。（カッコ内：全国平
均）
【平成30年度全国学力・学習状況調査
学校質問紙（肯定的な回答の割合）】
　「前年度までに、将来就きたい仕事や
夢について考えさせる指導をした」
　　小学校 91.7%（83.3%）
　　中学校 100%（98.6%）
　「職場見学や職場体験活動を行って
いる」
　　小学校　78.6%（47.5%）
　　中学校　100%（98.9%）
○平成30年度全国学力・学習状況調
査児童生徒質問紙において、キャリア
発達に関する質問項目の肯定的な回
答の割合は、全国より高い。（カッコ内：
全国平均）
　「人の役に立つ人間になりたいと思
う」
　　小学校　96.3%（95.2%）
　　中学校　95.1%（94.9%）
　「将来の夢や目標を持っている」
　　小学校　86.5%（85.1%）
　　中学校　75.3%（72.4%）

・キャリア教育担当者が中心となって推
進していくことができるよう、小中学校の
キャリア教育担当者を対象とした指導者
研修を開催し、キャリア教育への理解や
実践力を高めることで、児童生徒のキャ
リア発達を促す。

・キャリアシートの効果的な活用方法事
例を引き続き単元テストシステムにて配
信・普及していく。

・学校訪問のメニューにキャリア教育を設
け、講話や演習、協議を行うことで、教員
の指導力向上や校内研修の充実を図
る。

・各校におけるキャリア教育の核と
なる教員の育成

・新学習指導要領におけるキャリア
教育の趣旨の周知及び徹底

・新学習指導要領の趣旨に沿った
キャリア教育の全体計画及び年間
指導計画に基づく校内研修の充実

・キャリアシートの活用促進

小中学校課

59

〇生徒の県内企業理解を促進するた
め県内企業見学に参加する生徒を増
やす。
　特に普通高校に対して、ものづくり総
合技術展などを活用して、職業理解と
県内企業の魅力を伝える取り組みを推
奨する。

〇インターンシップについては、実施を
していない学校に対して実施を進める
とともに、すでに実施している学校につ
いては、就業体験が効果的なものにな
るよう事前事後指導を充実させるよう
助言する。

〇事前・事後指導の充実

○インターンシップ等の目的の明
確化

〇企業・学校見学
　生徒、教職員が県内企業等を訪問し、施設
見学や体験学習を行う。
　参加生徒　2,285人　136社（11月末）

○ものづくり総合技術展
　2,182人が参加（見学）
　　　うち普通科・総合学科1,025人が参加

〇インターンシップ
　職業観・勤労観の育成等を目標に、県内企
業で就業体験を行う。
　参加生徒　652人　357社（11月末）　

　県内企業での見学や就業体験を通し
て、職業理解や勤労観の醸成につな
がった。　
　各学校で実施する企業・学校見学に
昨年度と比較して参加校及び生徒生徒
が増加しており、また、ものづくり総合
技術展に多くの高校生が参加すること
ができた。

〇生徒の県内企業理解を促進するため
県内企業見学に参加する生徒を増やす。
　特に普通高校に対して、ものづくり総合
技術展などを活用して、職業理解と県内
企業の魅力を伝える取り組みを推奨す
る。

〇インターンシップについては、実施して
いない学校に対して実施を進めるととも
に、すでに実施している学校について
は、就業体験が効果的なものになるよう
事前事後指導を充実させるよう助言す
る。

〇事前・事後指導の充実

○インターンシップ等の目的の明
確化

高等学校課
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公立学校における男女混合
名簿導入の推進

国の調査の実施及び市町村教育長会
や小中校長会、県立学校長会、指導
事務担当者会等の場で、男女混合名
簿の意義・目的を周知していく。

市町村教育委員会との連携。

・男女混合名簿導入の調査結果(H30年8月
実施)
幼稚園82.4％　小学校68.8％　中学校61.7％
高等学校84.6％　特別支援学校100％

・男女混合名簿の意義や必要性について、
調査結果を基に、市町村や県立学校に周知
した。

男女混合名簿を実施していない市町村
等に対して名簿導入を促していく。

次回の調査に向けて、市町村教育長会
や小中校長会、県立学校長会、指導事
務担当者会等の場で、男女混合名簿の
意義・目的を周知するとともに、名簿導入
を促してく。

小学校、高等学校に比べて、中学
校における実施率が低い状況にあ
る。

 小中学校課
高等学校課

特別支援教育課
人権教育課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

60
職域拡大を含めた個性と能
力に応じた進路指導の充実

・引き続き就職アドバイザーによる就職
先や現場実習先の更なる開拓を行う。
・早期からの一貫したキャリア教育を推
進するため、進路支援推進会議（関係
機関・企業等と情報交換、研究協議）を
実施する。また、児童生徒や保護者等
に対して、進路指導・就労支援セミナー
を実施する。
・新学習指導要領の趣旨に沿った「主
体的・対話的で深い学び」（アクティブ
ラーニング）の視点を取り入れた教育
課程及び教育実践の研究を引き続き
行う。
・特別支援学校第3回技能検定の開催
平成30年8月28日（予定）
（昨年度と同じ２部門で実施）
・障害者雇用促進セミナー（労働局主
催）へ多くの企業に参加を促すととも
に、労働局と連携し、企業への技能検
定リーフレットの配布等により特別支援
学校の生徒について理解を深める。

・児童生徒の希望する進路の保障
を更に進めるため、進路支援推進
会議を活用し、教育･福祉･労働等
の関係機関、企業等とのネットワー
クを構築する。
・知的障害以外の障害種の特別支
援学校においても、新学習指導要
領の趣旨に沿った「主体的・対話
的で深い学び」（アクティブラーニン
グ）の視点を取り入れた教育課程
及び教育実践の研究を行う必要が
ある。
・特別支援学校に在籍する生徒に
も一般企業に就労可能な生徒が
在籍していることを企業側に知って
もらうことが必要である。

〈結果〉
・就職アドバイザーの実績（10月末現在）
事業所の訪問数…５１４件
(その内、新事業所の訪問数…１２８件)
(その内、新実習可能事業数…４７件)
・特別支援学校進路指導主事連絡会及び特別支
援学校進路支援推進会議（4/25）
・障害者職業能力開発情報交換会への参加
第１回　4/25　　第２回　9/14
・進路支援推進会議（仮）の実施計画について
高知県中小企業家同友会（6/20）及び高知県中
小企業団体中央会（11/14）への説明等を行う。
・進路支援推進会議（仮）の開催に向けて企業等
との連携ができつつある。
・特別支援学校第3回技能検定の開催（8/28)
昨年度と同じく2部門(清掃部門、接客部門）
受検者50名
〈成果〉
・新しい事業所での実習ができるようになったり、
特別支援学校の生徒の働きについて理解が深ま
り、来年度の就労等につなげられつつある。
・特別支援学校技能検定を、雇用促進セミナーと
同日に開催したことで、企業に特別支援学校の取
組を知ってもらうことができた。

・就職アドバイザーと進路担当者との
間で事業所訪問のノウハウや事業所
の情報について共有が必要

・特別支援学校の生徒及び卒業生の
就労について企業等の理解や啓発が
必要

・関係機関との連携

・引き続き就職アドバイザーによる就職先
や現場実習先の更なる開拓を行う。
・進路支援推進会議（仮）（関係機関・企
業等と情報交換、研究協議）を開催し、特
別支援学校の卒業生への就労について
応援をもらえるようにする。また、特別支
援学校での進路学習や作業学習につい
て助言を受け、取組を改善していく。
・特別支援学校第3回技能検定の開催
平成31年夏休みを中心として計画（予
定）
（部門を増やすよう計画中）
・労働局と連携し、企業への技能検定
リーフレットの配布等により特別支援学
校の生徒について理解を深める。

・児童生徒の希望する進路の保障
を更に進めるため、進路支援推進
会議を活用し、教育･福祉･労働等
の関係機関、企業等とのネットワー
クを構築する。
・知的障害以外の障害種の特別支
援学校においても、新学習指導要
領の趣旨に沿った「主体的・対話
的で深い学び」（アクティブラーニン
グ）の視点を取り入れた教育課程
及び教育実践の研究を行う必要が
ある。
・特別支援学校に在籍する生徒に
も一般企業に就労可能な生徒が
在籍していることを企業側に知って
もらうことが必要である。

特別支援教育課

61
教職員等に対する男女共同
参画に関する研修の実施　　
【再掲】

教職員研修等において、男女共同参
画や女性の人権をテーマにした内容を
組み込むことと、人権問題についての
研修の機会を増やすことを、人権教育
主任連絡協議会等を通じて働きかけ
る。

男女共同参画や女性の人権につ
いての研修の場の設定と教職員の
ニーズとの調整。

・市町村人権教育・啓発担当者連絡協議会
（中部・高知市地区5/21　西部地区5/24　東
部地区5/14）
・社会教育主事等研修及び市町村人権教
育・啓発担当者の参加（9/7）

・計画の実施とＰＤＣＡの進め方を研修
し、好評であった。
・研修参加者が短時間のプレゼンテー
ションを体験し、実践的な内容で研修で
きた。

啓発用資料を活用し、体験的な研修を充
実させていく。

一人一人の体験を確保するために
は、研修時間の確保が課題であ
る。

人権教育課

62

（思春期相談センター事業費）
・高知県性に関する専門講師派遣事
業、性の出前講話の継続実施
・思春期ハンドブックを高校1年生等に
配布、活用を図る
・塩見記念青少年プラザ移転（6月予
定）。移転の周知、来所者(面接相談含
む）へ機会をとらえた性情報の提供、
館内関係団体との連携強化

・思春期ハンドブックの教材活用の
推進
・教育委員会、学校現場との連携
強化

・高知県性に関する専門講師派遣事業の実
施：県立高等学校等５校実施
　(４月1校、７月４校)
　※思春期ハンドブックを活用
・思春期ハンドブックを高校1年生等に配布
（６月）県内全高校1年生等　47校
　　      配布希望校、市町村等　17か所
・県立塩見記念青少年プラザへ移転（6/17）
・オープニング記念講演会の開催（8/30）

〈成果〉（9月末現在）
・思春期ハンドブックのアンケート結果では、
性に関する新たな知識が増えたという回答
が多い。　
・オープニング記念講演会をきっかけに思春
期ハンドブック配布希望が増えた。
・市町村や関係機関からの相談が増えた。

①事業活用希望校が増加し、性教育
の機会を得る生徒数の拡大につながる
と共に、思春期ハンドブックを活用した
講師による講話を実施することで、性に
関する正しい情報提供等について、直
接働きかけができている。

（思春期相談センター事業費）
・高知県性に関する専門講師派遣事業、
性の出前講話の継続実施
・思春期ハンドブックを高校1年生等に配
布、活用を図る
・塩見記念青少年プラザ移転のさらなる
周知、来所者(面接相談含む）へ機会をと
らえた性情報の提供、館内関係団体との
連携強化

・思春期ハンドブックの教材活用の
推進
・教育委員会、学校現場との連携
強化

健康対策課

63

・性に関する教育の実施状況調査の実
施（隔年）
・教員の資質向上を目的とした研修会
等を通じて、性に関する指導の年間計
画（学校保健計画への位置づけも含
む）の作成率の向上を目指す

・学習指導要領の改訂をふまえた
取組の推進

教職員のための指導の手引き～UPDATE!エ
イズ・性感染症～（公財）日本学校保健会　
平成30年3月の配付

冊子の配布にとどまらず、教員に対す
る性教育に関する研修が必要である
（11/19実施予定）

保健体育課
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64
高知県思春期相談センター
［PRINK］における性に関す
る相談・啓発の実施

（思春期相談センター事業費）
・思春期相談センターでの相談事業の
継続
・思春期ハンドブックをホームページに
掲載し情報発信を継続
・塩見記念青少年プラザ移転（6月予
定）。移転の周知、来所者(面接相談含
む）へ機会をとらえた性情報の提供、
館内関係団体との連携強化

・思春期相談センター活動の周知
・ホームページによる情報発信の
強化

・電話・メール・面接相談の実施（随時）
・広報用名刺カードの配布
・移転広報用のリーフレットの配布

〈成果〉（9月末現在）
・電話相談　　415件
・メール相談　 1件
・面接相談　　　 1件
・広報用名刺カードの配布　
　県内高校全生徒、県立・私立・高知市中学
校や関係機関等に配布約 3.6万枚　
・移転広報用リーフレットの配布
　県内高校全生徒、県立・私立・高知市中学
校や関係機関等に配布約 3.4万枚　

・電話相談の約8割が思春期の子ども
たちで、思春期の性の相談窓口として
利用され、利用者の悩み等にも対応で
きている
・9割以上が男性の利用者で、その中で
も多い相談内容を記載した思春期ハン
ドブックをホームページに掲載し、情報
発信している。

（思春期相談センター事業費）
・思春期相談センターでの相談事業の継
続
・思春期ハンドブックをホームページに掲
載し情報発信を継続
・塩見記念青少年プラザ移転のさらなる
周知、来所者(面接相談含む）へ機会をと
らえた性情報の提供、館内関係団体との
連携強化

・思春期相談センター活動の周知
・ホームページによる情報発信の
強化

健康対策課

65
PTA活動への男女共同参画
の促進

・高知県ＰＴＡ研究大会での取組
　高知県ＰＴＡ研究大会において、県の
取組について周知を図るとともに、学
校・家庭・地域が連携した取組につい
て働きかけを実施
　日時：平成30年７月上旬
　参加者：県内保・幼・小・中・高等学校
ＰＴＡ及び関係者350名(予定）
　講演、実践報告による研修
　テーマ：「学校・家庭・地域から子ども
の育ちを考える」
・地区別研修会での取組
　小中学校ＰＴＡ、高等学校ＰＴＡとも
に、地区別研修会においていじめ防止
等、子どもたちの健全育成への取組に
ついて協議を実施

・少子化に伴い、小規模な単位ＰＴ
Ａでは外部の研修会に参加する人
員や旅費が十分でないことが課題
となっている。
・研修会への参加を前年度から働
きかけ、予算を含め次年度の研修
会への参加を計画してもらうよう働
きかけを続ける。

・高知県ＰＴＡ研究大会は悪天候のため中止
・ＰＴＡ教育行政研修会　総参加者数558人
（高岡地区は悪天候のため中止。高知地区
12月12日実施予定）　アンケート肯定的回答
率　75.6％

・各研修会に参加したＰＴＡは、男女と
もに新しい情報を得ることができ、新た
な取組活動への意欲を持つ事ができて
いる。
・PTA教育行政研修会では悪天候で中
止した地区があったため全体での比較
はできなkが、幡多地区の参加者数は
前年比で72名増加し、保幼小中PTAが
連携して子どもたちを見守り育てる機
運が高まっている。
・研修会への参加を前年度から働きか
け、予算を含め次年度の研修会への
参加を計画してもらうよう働きかけを続
ける。

・高知県ＰＴＡ研究大会での取組
　高知県ＰＴＡ研究大会において、県の取組に
ついて周知を図るとともに、学校・家庭・地域
が連携した取組について働きかけを実施。育
児中の女性が参加しやすいように託児室を設
置する。
・内容が「子育て支援」に関わることなので児
童家庭課等へ情報を提供し、地域子育て支
援センターの利用者への参加を促す。
　日時：平成31年７月上旬
　参加者：県内保・幼・小・中・高等学校ＰＴＡ
及び関係者350名(予定）
　講演、実践報告による研修
　テーマ：「学校・家庭・地域から子どもの育ち
を考える」
・地区別研修会での取組
　小中学校ＰＴＡ、高等学校ＰＴＡともに、地区
別研修会において各地区の実態に応じていじ
め防止等、子どもたちの健全育成への取組に
ついて協議を実施。

・各単位PTAのそれぞれの家庭ま
で研修会開催の情報が行き届いて
いないことがあるため、周知方法を
工夫する必要がある。
・参加者の固定化（PTA役員と事務
局のみ）

生涯学習課

66

民間企業等におけるワーク・
ライフ・バランスの推進（高知
家の出会い・結婚・子育て応
援団の創設・取組み支援）

○応援団の登録数増加に向けた取組
　・県職員の企業訪問及び民間団体が
持つネットワークを生かした勧誘

○応援団と協働した取組の充実
　・従業員への周知を図る「応援団通
信」の情報の充実
　・応援団の取組の紹介（新聞広告や
パネルを活用した広報の実施）
　・応援団交流会の開催
　・少子化対策の中で重点的に進めて
いるテーマでのフォーラムの開催
　・男性の育児休暇・育児休業の促進
（企業・団体における「育児休業・育児
休暇の取得促進宣言」）

○応援団の登録数増加に向けた
取組
　・平成31年度末目標値（770団
体）登録数獲得に向けた官民一体
による勧誘（継続）

○応援団と協働した取組の充実
　・県の施策を企業に取り入れてい
ただくためのアプローチ
　・他団体の取り組み事例を参考
にした企業の取り組みの横展開

○応援団の登録数の増加による取り組みの拡大
    ・応援団登録数  559団体　・訪問企業数 330
団体　　　　
○応援団と協働した取組の充実
　　・「高知家 出会い・結婚・子育て応援フォーラ
ム2018」
　　　育休取得促進宣言ほか/宣言企業303社 
(7/20 164名） 
　　・企業の取組を情報収集（対象企業100社） 9
月～11月
　　・応援団交流会の開催
　　　（第１回 5/30 39名）
　　　  育休取得取組、グループ検討、働き方改革
推進
　　　　支援センター出張相談 他
　　　（第2回 7/20 164名）
　　　　「高知家出会い結婚子育て応援フォーラ
ム」（再掲）
　　　（第3回 8/21  20名）
　　　　地域の出会いイベント情報交換
   ・応援団通信の発行
　　   （臨時号） 育休取得メリット（企業団体向け）
他
　　　（4-5月号）子育て支援（歯の健康・口腔検
診）他
　　　（6-7月号）育休ハンドブック、宣言企業募集
他
　　　（8-9月号）子育て支援機関、育休取得How-
To他 　　

○応援団と協働した取組の充実
　 ・応援団の取組の横展開に向けた一
層の支援が必要

○応援団登録数の増加
○応援団と協働した取組の充実
　 ・広報
　 ・県民運動の推進力を高める官民の勉
強会
　 ・応援団通信の発行
○応援団と連携した取組の促進

－
少子対策課

67
経済団体等と連携した女性
の登用・継続就業の促進（女
性登用等促進事業）

・男女がともに働きやすい職場づくりセ
ミナー開催（管理職・人事担当者向け、
働く男性・女性向け、キャリアデザイン）

･セミナー参加者の確保
・関係先との連携強化

・啓発リーフレットを県内企業等に配布

＜成果＞
・ミドルセミナー参加者　35名
・キャリアアップセミナー参加者　29名

・今年度より研修対象者を男性にも広
げたが、リーダー育成研修への申込者
は圧倒的に男性が多い
・女性の登用に向けて引き続き啓発が
必要

・男女がともに働きやすい職場づくりセミ
ナー開催（管理職・人事担当者向け、働く
男性・女性向け、キャリアデザイン）

･セミナー参加者の確保
・関係先との連携強化

県民生活・男女共
同参画課
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68

・男女がともに働きやすい職場づくりセ
ミナー開催（管理職・人事担当者向け、
働く男性・女性向け、キャリアデザイン）
・関係機関と連携した女性活躍推進法
に定める事業主行動計画策定へのア
プローチ

･セミナー参加者の確保
・関係先との連携強化

・高知家の女性しごと応援室が主催する企業
向けのイベントにおいて、企業に対して労働
局や雇用労働政策課と連携して女性活躍推
進法に定める事業主行動計画策定に関する
説明を行った。
　イベント参加者：17社22名

・女性活躍推進法に定める事業主行動
計画について、企業に周知することが
できた。

・関係機関と連携した女性活躍推進法に
定める事業主行動計画策定へのアプ
ローチ

・関係先との連携強化
県民生活・男女共
同参画課

69

○結婚や子育てを支援する機運の醸
成
　・従業員への周知を図る「応援団通
信」の情報の充実
　・応援団の取組の紹介（新聞広告や
パネルを活用した広報の実施）
　・応援団交流会の開催
　・少子化対策の中で重点的に進めて
いるテーマでのフォーラムの開催

○応援団と協働した取組の充実
　・県の施策を企業に取り入れてい
ただくためのアプローチ
　・他団体の取り組み事例を参考
にした企業の取り組みの横展開

○応援団の登録数の増加による取り組みの拡大
    ・応援団登録数  559団体　・訪問企業数 330
団体　　　　
○応援団と協働した取組の充実
　　・「高知家 出会い・結婚・子育て応援フォーラ
ム2018」
　　　育休取得促進宣言ほか/宣言企業303社 
(7/20 164名） 
　　・企業の取組を情報収集（対象企業100社） 9
月～11月
　　・応援団交流会の開催
　　　（第１回 5/30 39名）
　　　  育休取得取組、グループ検討、働き方改革
推進
　　　　支援センター出張相談 他
　　　（第2回 7/20 164名）
　　　　「高知家出会い結婚子育て応援フォーラ
ム」（再掲）
　　　（第3回 8/21  20名）
　　　　地域の出会いイベント情報交換
   ・応援団通信の発行
　　   （臨時号） 育休取得メリット（企業団体向け）
他
　　　（4-5月号）子育て支援（歯の健康・口腔検
診）他
　　　（6-7月号）育休ハンドブック、宣言企業募集
他
　　　（8-9月号）子育て支援機関、育休取得How-
To他 　　

○応援団と協働した取組の充実
　 ・応援団の取組の横展開に向けた一
層の支援が必要

○応援団登録数の増加
○応援団と協働した取組の充実
　 ・広報
　 ・県民運動の推進力を高める官民の勉
強会
　 ・応援団通信の発行
○応援団と連携した取組の促進

－
少子対策課

70
イクボスの県内普及による
意識啓発

・男女がともに働きやすい職場づくりセ
ミナー開催（管理職・人事担当者向け、
働く男性・女性向け、キャリアデザイン）
・関係機関と連携した女性活躍推進法
に定める事業主行動計画策定へのア
プローチ

･セミナー参加者の確保
・関係先との連携強化

・高知家の女性しごと応援室が主催する企業
向けのイベントにおいて、企業に対して労働
局や雇用労働政策課と連携して女性活躍推
進法に定める事業主行動計画策定に関する
説明を行った。
　イベント参加者：17社22名

・関係機関と連携した女性活躍推進法に
定める事業主行動計画策定へのアプ
ローチ

・関係先との連携強化
県民生活・男女共
同参画課

71
次世代育成支援認証制度の
広報・普及促進

〇ワークライフバランス推進企業認証
制度
・認証推進にかかる訪問件数目標300
件
・認証企業数H31年3月末目標：300社

〇認証制度の周知啓発
〇事業主の意識の向上

○ワークライフバランス推進企業認証制度
　・認証推進にかかる訪問件数：163件
　・認証企業数H30.9月末件数：200社

〇ワークライフバランス推進企業認証
制度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・県委託事業による社会保険労務士の
企業訪問が、認証制度の周知、認証企
業数の増加につながっている。

〇ワークライフバランス推進企業認証制
度
・認証推進にかかる訪問件数目標300件
・認証企業数H31年3月末目標：400社

〇認証制度の周知啓発
〇事業主の意識の向上

雇用労働政策課
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民間企業等における女性の
活躍を促進するための啓発
や表彰制度の実施
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72

（若手後継者育成事業費）
商工会・商工会議所の女性のための
各種セミナー、研修会等の開催費の
他、地域振興事業に対して助成する。

女性部として、商工会・商工会議所
の取組への協力体制はとれている
ので、今後、地域振興の担い手と
して、女性部員の意識改革へ取組
みを推進する。

・商工会女性部員活動事例発表及び講演会
を開催（4月25日）
・商工会議所女性会連合会県連大会研修会
を開催（6月20日）

（成果）
・商工会女性部員活動事例発表及び講演会
に77名、商工会議所女性会連合会県連大会
研修会に48名が参加

・商工会・会議所の女性のための各種
セミナー、研修会等を通じて、女性が働
きやすい職場＝男性も働きやすい職場
という認識づくりなどが図られている
が、研修会参加人数については対前
年比で共に減少している。
　「商工会女性部員活動事例発表及び
講演会」
　（H29）119名→（H30）77名【対前年比
△42名】
　「商工会議所女性会連合会県連大会
研修会」
　（H29）59名→（H30）48名【対前年比
△11名】

（若手後継者育成事業費）
商工会・商工会議所の女性のための各
種セミナー、研修会等の開催費の他、地
域振興事業に対して助成する。

・適切なテーマの選定を行う。
・開催時期を調整するなど、参
加人数の確保に努める。

経営支援課

73

総合的な監督指針において、目標とさ
れている役員に占める女性の割合を
早期に10%、平成32年度までに15%を目
指すことに向けて、各農協での取組が
進められているかどうかなどについ
て、指導を継続していく。

地域が男性主導となっている中で
の人材確保

各農協の状況を把握し、必要に応じてヒアリ
ングの際に、女性役員の状況を確認するな
どとしている。

引き続き、各農協に対してヒアリング等
を実施し、状況の把握、取り組みへの
支援を行う。

総合的な監督指針において、目標とされ
ている役員に占める女性の割合を早期
に10%、平成32年度までに15%を目指すこ
とに向けて、各農協での取組が進められ
ているかどうかなどについて、指導を継
続していく。

・高齢化等により女性部員が減少
する中での人材確保
・地域が男性主導となっている中で
の人材確保

協同組合指導課

74
・常例検査時に啓発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・常例検査実施漁協箇所数＝10か所

啓発機会をとらえる取組
・常例検査時に啓発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・常例検査実施漁協箇所数＝４か所

正組合員に対する女性の割合は
10.8％で、組合員数は過去５年間で846
人減少しているものの、女性の割合は
1.2％増加している。

・常例検査時に啓発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・常例検査実施漁協箇所数＝13か所

啓発機会をとらえる取組 水産政策課

75
人権啓発に関する企業リー
ダー養成講座の実施（再掲）

【人権啓発事業－人権啓発研修企業
リーダー養成講座開催事業】
●　ヒューマンパワー育成講座：２回
内容：CSRに関する基調講演、事例発
表等

●　ハートフルセミナー：5回
内容：映画上映や講演会、人権落語等

・効果的な広報を実施し、参加を広
く呼びかける必要がある。

●ヒューマンパワー育成講座
①講演会「働き方の鍵は個性の尊重にあり～働き
方から生き方まで～」
講師：青野慶久（サイボウズ(株)代表取締役社長）
7月23日（月）　高知市　人権啓発センター　
受講者：77人
「男女共同参画や働き方の多様性への理解は深
まったか」大いに深まった：70％、深まった30％

②講演会「ハラスメント最新情報ーあなたの理解
で大丈夫ですか？ー」
講師：金子雅臣（（一社）職場のハラスメント研究
所代表理事・労働ジャーナリスト）
１１月７日（水）　高知市人権啓発センター
受講者１０１名
「様々なハラスメントへの理解は深まったか」
大いに深まった28％、深まった59％

●ハートフルセミナー
５回開催のうち「女性の人権」は４回目映画上映
会（予定）、また、５回目として「ＬＧＢＴ」をテーマに
映画上映を予定している。

●ヒューマンパワー育成講座
①講師の青野氏自ら、育児休暇を取得し、
多様な働き方を実践しており、企業の立場
から男女共同参画社会の実現に資する内
容であり、受講者からも既成観念にとらわ
れない、広い視野と柔軟な発想に驚いた、
「働き方」と「人権」の関係に気づかされた、
職場の実践につなげていきたいといった感
想が寄せられていた。

②パワハラの問題は、企業でも大変関心が
高く、多くの受講者を集めることができた。
「パワハラ」と「セクハラ」の判断基準や違い
をわかりやすく学ぶことができ、すぐに職場
で実践ができる内容だったなどの感想が寄
せられていた。

【人権啓発事業－人権啓発研修企業リー
ダー養成講座開催事業】
●　ヒューマンパワー育成講座：２回
内容：CSRに関する基調講演、事例発表
等

●　ハートフルセミナー：5回
内容：映画上映や講演会、人権落語等

・効果的な広報を実施し、参加を広
く呼びかける必要がある。 人権課
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商工会議所・商工会、農業
協同組合、漁業協同組合な
どの団体組織を通じた男女
共同参画についての啓発促
進
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【人権啓発研修事業－講師派遣等事
業】
対象：一般県民
内容：、あらゆる人権問題に対する理
解と認識を深めるため、自治体や企業
等、各種団体が行う人権啓発研修に
専任研修講師や登録講師を講師として
派遣し、研修を行う。

受講者がより理解しやすいよう参
加体験型の研修内容を充実させて
いく必要がある。

【講師派遣等事業】
派遣回数（9月末現在）：170回
受講者数6，986回
うち「女性の人権」
派遣回数：4回
受講者数：160人

派遣４回のうち，２回が南国市男女共
同参画推進中学校出前講座（香南中
35人、北陵中79人）で、生徒及び教員
を対象に「デートＤＶ」等について積極
的に啓発している。

【人権啓発研修事業－講師派遣等事業】
対象：一般県民
内容：、あらゆる人権問題に対する理解
と認識を深めるため、自治体や企業等、
各種団体が行う人権啓発研修に専任研
修講師や登録講師を講師として派遣し、
研修を行う。

受講者がより理解しやすいよう参
加体験型の研修内容を充実させて
いく必要がある。

人権課

77

・出前講座
各種団体企業等の依頼に応じ、サポー
ター講師やソーレ職員が講師として、
男女共同参画に関する講座を実施

・団体企業等のニーズ把握
・ニーズに合致した講座内容の充
実
・事業内容の企業・団体等への周
知

・出前講座
　県外・県内講師派遣
　　１件（１回）50名参加
　ｻﾎﾟｰﾀｰ講師派遣
　　17件（25回）1,319名参加
　ｿｰﾚ職員講師派遣
　　３件（３回）69名参加

・昨年同期と比較して、企業・団体等か
ら依頼も増加しつつあり、出前講座の
認知度も向上してきたが、さらなる上積
みを求め、関係機関との連携を図りな
がら、体制の強化を進めていくことが必
要

・出前講座
各種団体企業等の依頼に応じ、サポー
ター講師やソーレ職員が講師として、男
女共同参画に関する講座を実施

・団体企業等のニーズ把握
・ニーズに合致した講座内容の充
実
・事業内容の企業・団体等への周
知
・体制の強化

ソーレ
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企業等への外部講師派遣事業の実施
（出前講座事業等）

◆効果的な広報、啓発の実施

〇子育て応援の店HPのリニューアル
（11/19）
　・GPS機能を用いた店舗検索機能の強化
　・HPリニューアルの周知
　　チラシ作成15000枚→配布（12月以降）

〇子育て応援の店登録数　460店舗
　 ・H30年度新規登録8件
　　　　　　　　　　　　　　（H31.10末現在）

〇登録の更新を機に再登録をしない店
舗がある一方で、全国展開の動きに合
わせ、チェーン店などの登録が増えて
いる傾向

〇HPの活用の促進とともに認知度を上
げる必要あり

○HPの活用促進

○新規協賛事業所の開拓
　　好事例集を活用

利用者を増やすため、取組の認知
度の向上 児童家庭課

79

・ハラスメント対策リーフレットを全職員
に配付し、ハラスメントに関する知識等
や相談窓口について周知する。
・管理職員等研修及び一般職員向け
の研修を実施する。
・職員に対して、庁内広報紙を活用し、
タイムリーに情報発信をする。

ハラスメントの防止を図るとともに、
職員が相談しやすい環境づくりを
進める。

・ハラスメント対策ガイドブックを全職員に配
布
・管理職員向け研修の実施
　　全４回（7/13AM、PM、7/19AM、PM）
　　受講者数：105名
・一般職員向け研修の実施
　　全２回（8/22AM、PM）
　　受講者数：307名
・全職員を対象とした啓発式アンケートを実
施
　　実施期間：7/25～8/15
・庁内広報紙による情報発信（随時）

これらの取組により、ハラスメントに関する知
識や相談窓口について周知を図り、職員の
ハラスメントに対する認識が向上した。
　＜アンケート結果より＞
　　セクハラの定義の認知度
　　　　H28　96.0%　→　H30　97.4%
　　パワハラの定義の認知度
　　　　H28　96.2%　→　H30　97.8%

・平成27年度から全職員を対象とした
研修を実施してきたことにより、職員の
ハラスメントに対する知識や認識等は、
一定向上している。
・職員に対して、ハラスメントをしない、
させないためのポイントを継続的に注
意喚起していく必要がある。

・管理職員等研修及び一般職員向け研
修を実施する。
・職員に対して、庁内広報紙を活用し、タ
イムリーに情報発信をする。

ハラスメントの防止を図るとともに、
職員が相談しやすい職場づくりを
進める。

行政管理課

80

教頭研修ステージⅠ、Ⅱにおいて、教
職員の人権意識を高めるための人権
教育研修（人権が大切にされる学校づ
くり）として２コマ実施する。

人権課題全般について、意識を高
めることを目的とする研修であるた
め、ハラスメント防止に特化する内
容にすることは難しい状況である。

○研修は計画通り実施。
・教頭研修ステージⅠ－７
　（人権教育Ⅰ　11月20日実施）
・教頭研修ステージⅡ－４
　（人権教育Ⅱ　10月30日実施）
○研修内容は、県民に身近な10の人権課
題、また、いじめや虐待への対応など、人権
について広くとらえた研修となった。

人権課題全般をとらえた研修であるた
め、ハラスメントに特化した評価はでき
ていない。

教頭研修ステージⅠ、Ⅱにおいて、教職
員の人権意識を高めるための人権教育
研修（人権が大切にされる学校づくり）と
して２コマ実施する。
・教頭研修ステージⅠ－７
　（人権教育　11月15日実施予定）
・教頭研修ステージⅡ－４
　（人権教育Ⅱ　11月1日実施予定）

平成30年度の課題と同様である。 教育センター
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県職員等へのハラスメント防
止のための研修・啓発の実
施
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81

・ハラスメント相談員研修会の実施
・機会を捉えた研修会・教養の実施
・ハラスメントの防止及び排除対策の
周知・啓発

ハラスメントに対する意識啓発

・ハラスメント相談員研修会において、所属
職員への教養の実施を指示
・所属長等幹部職員に対する非違事案防止
研修を実施
・署長等に対する非違事案防止研修を実施
・初任科生及び専科生に対するハラスメント
防止研修を実施
・各種研修会等の場におけるハラスメント防
止講話を実施
・「ハラスメント対策ガイドブック」を作成・配布
・セクハラに関するアンケート調査を実施
・ハラスメント防止に関する啓発文書を作成・
配布

・各所属でのハラスメント防止教養がな
されたことにより、ハラスメント防止に関
する知識や認識が向上

・アンケートを実施したことにより、セク
ハラに該当すると考えられる具体的な
行為の周知を図った

・引き続きハラスメントの防止及び排除
対策を職員に周知することが必要

・若手職員に対する、ハラスメント防止
教養の実施が必要

・ハラスメント相談員研修会の実施

・機会を捉えた研修会、教養の実施

・ハラスメントの防止及び排除対策の周
知、啓発

・ハラスメント防止及び排除に対す
る意識の醸成

・各種相談窓口の周知と相談しや
すい環境づくり

警務課

19
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〇ワークライフバランス推進企業認証
制度
・認証推進にかかる訪問件数目標300
件
・認証企業数H31年3月末目標：300社

〇認証制度の周知啓発
〇事業主の意識の向上

○ワークライフバランス推進企業認証制度
　・認証推進にかかる訪問件数：163件
　・認証企業数H30.9月末件数：200社

〇ワークライフバランス推進企業認証
制度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・県委託事業による社会保険労務士の
企業訪問が、認証制度の周知、認証企
業数の増加につながっている。

〇ワークライフバランス推進企業認証制
度
・認証推進にかかる訪問件数目標300件
・認証企業数H31年3月末目標：400社

〇認証制度の周知啓発
〇事業主の意識の向上

雇用労働政策課

83

〇こうちプレマnetの活用促進
　県民への広報（市町村を通じて、妊
産婦等にもチラシを配布）
　子育てサークル等の活動やイベント
情報の提供・充実等
　掲載内容の見直し
○子育て応援情報紙「大きくなあれ」の
発行
→廃止
〇子育て出前講座　７回

○応援団と協働した取組の充実に向
けた支援
・従業員への周知を図る「応援団通信」
の情報の充実
・県民に対して応援団が行う自らの取
組を紹介するため、新聞広告やパネル
を活用しての広報
・応援団交流会の開催（（具体的に進
める取組）
・高知家「出会い・結婚・子育て応援」
フォーラムの開催
・男性の育児休暇・育児休業の促進
（企業・団体における「育児休業・育児
休暇の取得促進宣言」）

◆ターゲット層に繋がる効果的な
広報・啓発の取り組み
◆企業への積極的な周知
◆高知家の出会い・結婚・子育て
応援団との協調活動

○応援団と協働した取組のさらな
る充実
・県の施策を企業に取り入れてい
ただくためのアプローチ
・他団体の取組事例を参考にした
企業の取組の横展開

〇こうちプレマnetリニューアル（11/19）
　・スマートフォンでの利用にも対応改善
　・コンテンツの見直し及び情報の更新
  ・子育て支援に関する取り組み情報を
　　随時掲載　186件（H30.10末）
　・サイトアクセス数　136,494件
　　　（H30年度月平均アクセス数19,499件）

〇子育て出前講座
　・４回実施（6/24（2回）　7/14　7/21）
　　23名参加

〇高知県版父子手帳「パパの本」の作成
　・11/19いい育児の日に合わせてプレマ
　　net上に掲載（→H31年度配布開始予定）

〇11月19日いい育児の日のPR活動
　　ラジオでの啓発
　　プレマnet　児童家庭課Facebook等
　　による周知
　　高知県版父子手帳への掲載

○応援団と協働した取組の充実に向けた支
援
・応援団通信による情報発信
　（2か月に1回発行）
・応援団交流会の開催  （第1回5月：1箇所）
・高知家「出会い・結婚・子育て応援」フォーラ
ムの開催（7/20）及び新聞広報（開催報告）
・「育児休業・育児休暇の取得促進宣言」
　303の企業・団体が宣言(9月末現在)　　　

〇こうちプレマnetのアクセス数は増加
傾向。さらに活用の促進をはかり、認
知度をあげることで、子育て家庭と子
育て支援の取り組みをつなげていく機
会を作る。

〇いい育児の日の啓発などにより、社
会全体で仕事と家庭（育児を含む）の
両立について考える啓発を行うととも
に、父子手帳の配布などにより男性の
育児参画などを考える機会を持ってい
ただくことで気運が高まっていくことを
ねらいとする。

○応援団と協働した取組のさらなる充
実が必要
・県の施策を企業に取り入れていただく
ためのアプローチ
・他団体の取組事例を参考にした企業
の取組の横展開

〇こうちプレマnetの活用促進
　・県民への広報（市町村を通じて、妊産
婦等にもチラシを配布）
　・SNSなどによる周知を併用した周知
　・子育てサークル等の活動やイベント情
報の提供・充実等
　・高知家の出会い結婚子育て応援コー
ナーの相談業務をとおした紹介等

〇子育て出前講座　７回

〇父子手帳「パパの本」の配布
　母子手帳発行時に市町村窓口をとおし
て配布

○応援団と協働した取組の充実に向け
た支援
・従業員への周知を図る「応援団通信」の
情報の充実
・県民に対して応援団が行う取組を紹介
するため、新聞広告やパネル等を活用し
ての広報
・応援団交流会の開催（（具体的に進め
る取組）
・高知家「出会い・結婚・子育て応援」
フォーラムの開催
・育児休暇・育児休業の促進（企業・団体
における「育児休業・育児休暇の取得促
進宣言」の拡大や取組の横展開）

〇ターゲット層に繋がる効果的な
広報・啓発の取り組み
〇企業への積極的な周知
〇高知家の出会い・結婚・子育て
応援団との協調活動

○応援団と協働した取組のさらな
る充実
・県の施策を企業に取り入れてい
ただくためのアプローチ
・他団体の取組事例を参考にした
企業の取組の横展開

児童家庭課
少子対策課

84
機会を通じてさらに配布し、啓発を図
る。

-
男性の家事・育児・介護の啓発冊子の内容
を男女共同参画月間（６月）にあわせて路面
電車内に掲示した。

路面電車内に掲示することで、冊子の
内容について啓発することができた。

機会を通じて啓発を図る。 -
県民生活･男女共
同参画課

85
労働関係法令等の広報・啓
発・周知

○働き方改革セミナーの開催
　関係機関と連携し企業等へのワー
ク・ライフ・バランス等働き方改革の周
知・啓発を目的にセミナーを開催

○ワーク・ライフ・バランスの周知
啓発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○中小企業においてのワーク・ライ
フ・バランスの浸透

○働き方改革セミナー
　四万十市会場　　H30.9.26・H30.11.19 　実
施
　高知市会場　　　　H30.9.27・H30.11.26　実
施

○働き方改革ミニセミナー
　室戸市会場　　　H30.8.22　　実施
　須崎市会場　　  H30.10.23　実施
　香南市会場　　　H30.11.21  実施
   高知市会場　　　H30.11.21　実施

参加者数　 　延べ２９６人
参加企業数　延べ２２０社

○働き方改革セミナーの開催
　関係機関と連携し企業等へのワーク・ラ
イフ・バランス等働き方改革の周知・啓発
を目的にセミナーを開催

○ワーク・ライフ・バランスの周知
啓発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○中小企業においてのワーク・ライ
フ・バランスの浸透

雇用労働政策課
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④
地
域
で
の
意
識
啓
発

NPO、ボランティア団体、自
治会、スポーツ団体、女性活
動団体等の育成・支援

引き続き各種セミナー等において、参
加者ニーズを把握した取組を実施す
る。

それぞれの事業の広報活動につ
いて引き続き検討する必要があ
る。

　各種セミナー等において、参加人数の増加
という点では引き続き課題があるが、講座内
容については参加者ニーズに答えられてい
る。ＮＰＯフォーラム（12月１日開催）において
は、「20年の歩みとこれから」をテーマに行
い、準備段階から、これまでと同様に性別年
齢を超えた柔軟な協働が行われた。フォーラ
ム当日もワールドカフェにおいて、性別年
齢、社会的立場を超えて、テーマに応じたフ
レキシブルでフラットな議論と協働が行われ
た。
　年齢性別や社会的立場を超えて、様々な
人々が、テーマに応じて適宜柔軟に連携する
という、市民社会における協働のモデルを引
き続き示すことができた。

　各団体のニーズを踏まえた効率的な
組織運営につながるセミナーや、ＮＰＯ
らしい、年齢性別・社会的立場を超えた
柔軟さをもったの取組はできている。
　しかし、特定非営利活動促進法の施
行から20年経って、ＮＰＯ活動そのもの
に絶対的な価値をおくのではなく、これ
から地域社会にとって必要なＮＰＯのあ
り方、存在意義を考えた取組をすること
が必要となっていると思われる。

　引き続き各種セミナー等において、参加
者ニーズを把握した取組を実施するとと
もに、NPOの地域課題解決力が高まるよ
うに支援する。

ＮＰＯと大学や企業など他のセク
ターとの創造的・発展的なネット
ワークの構築

県民生活･男女共
同参画課
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（ボランティアセンター事業）
・福祉教育・ボランティア学習実践講座
の開催
・ボランティアコーディネーター研修事
業の実施

・学校現場における福祉教育の継
続的実施
・ボランティア受入団体のコーディ
ネート機能の強化

・福祉教育基礎研修
　４月２７日（金）13:00-16:00
　１６名参加
・ボランティアコーディネーター研修
　５月１５日（火）13:30-16:30　対象：施設
　　　１５名参加
　５月１６日（水）9:30-12:30　対象：社協
　　　２２名参加

・福祉教育・ボランティア学習に関わる
者が、その学習を進めるための知識や
技術を習得することができた。
・ボランティアを受け入れるためのコー
ディネートの知識・技術の向上を図っ
た。

（ボランティアセンター事業）
・福祉教育・ボランティア学習実践講座の
開催
・ボランティアコーディネーター研修事業
の実施

・学校現場における福祉教育の継
続的実施
・ボランティア受入団体のコーディ
ネート機能の強化

地域福祉政策
課

88

各種のイベントを開催する際に、女性
に焦点を当てた取り組みや情報発信を
行う。
オリパラ関連事業と併せて、女性のス
ポーツ参加機会の拡大をめざす。

女性に焦点を当てた取り組みや情
報発信が少なく、さらなる機運の醸
成が必要。
女性の社会進出が進んでいるもの
の、子育て世代の女性がスポーツ
をする時間は少ない。

・「全国レクリエーション大会in 高知」では、
「３B体操」や「フォークダンス」が開催され、
県内からも多くの女性が参加した。

・「高知龍馬マラソン2019」では、女性を大きく
全面に押し出したデザインのポスターを作成
した。

・エリア協議会事業では「フラダンス教室」や
「ヨガ教室」が開催され多くの女性が参加し、
地域独自で継続する事業となった。

・女性の運動・スポーツへの参画に対
する機運の高まりが見られた。

・健康増進・美容を目的とした取組の
ニーズが高い。

・身近なきっかけを提供することによっ
て、活動が広まっていく。また、複数回
開催することで、効果を実感できたり、
コミュニティーが形成されることから、よ
り定着しやすくなる。

・地域のニーズに基づいた、身近な教室
や気軽に参加できるスポーツイベントな
ど、スポーツ実施のきっかけ作りとなる取
組の実施。

・各種イベントを行う際に、女性に焦点を
当てた情報発信を行う。

・女性に焦点を当てた取組や情報
発信が少なく、さらなる機運の醸成
が必要。
・女性の社会進出が進んでいるも
のの、子育て世代の女性がスポー
ツをする時間は少ない。

スポーツ課
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NPO、ボランティア団体、自
治会、スポーツ団体、女性活
動団体等の育成・支援
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89

・出前講座
各種団体企業等の依頼に応じ、サポー
ター講師やソーレ職員が講師として、
男女共同参画に関する講座を実施

・団体企業等のニーズ把握
・ニーズに合致した講座内容の充
実
・事業内容の企業・団体等への周
知

・出前講座
　県外・県内講師派遣
　　１件（１回）50名参加
　ｻﾎﾟｰﾀｰ講師派遣
　　17件（25回）1,319名参加
　ｿｰﾚ職員講師派遣
　　３件（３回）69名参加

・昨年同期と比較して、企業・団体等か
ら依頼も増加しつつあり、出前講座の
認知度も向上してきたが、さらなる上積
みを求め、関係機関との連携を図りな
がら、体制の強化を進めていくことが必
要

・出前講座
各種団体企業等の依頼に応じ、サポー
ター講師やソーレ職員が講師として、男
女共同参画に関する講座を実施

・団体企業等のニーズ把握
・ニーズに合致した講座内容の充
実
・事業内容の企業・団体等への周
知
・体制の強化

ソーレ

90

・各研修会や高知県公民館研究大会
（中央地区大会）においては、公民館
関係者だけでなく、連合婦人会等へも
積極的に案内を行い、様々な団体から
の参加を促す。

・館長や市町村教育委員会の担当
者だけでなく、公民館運営審議会
委員など、地域住民の参加がより
図られるよう働きかけをする。
・研修会や大会を通して、各公民
館職員の実践につながるような適
切な熟議テーマ等の設定をする。

・９月開催の公民館研修会参加者25名中7名
が女性であった。（全参加者の女性の割合
28％）また、高知県連合婦人会からの出席も
あった。
・高知県公民館研究大会（10月開催中央地
区大会）では93名中24名の女性の参加
（26％）。

･公民館長は男性の比率が高い中、研
修会・研究会の参加者に中に女性の占
める割合はおよそ４分の１と比較的高
い。
・本年度の高知県公民館連絡協議会
表彰（多年に渡り公民館活動に従事し
た方への表彰）の対象者は10名中の
内5名が女性であった。
　公民館活動における女性の活躍は必
要不可欠であると言える。

・高知県社会教育実践交流会へ公民館
関係者の参加を促すことで、他団体との
ネットワーク構築の契機が得られるように
する。
・公民館関係の研修会には、公民館運営
審議会委員など、地域住民の参加がより
図られるよう働きかけをする。
・託児サービスを実施することで新規利
用者の開拓を呼びかける。

・館長や市町村教育委員会の担当
者等、研修会参加者の固定化。
・公民館における学校・講座で託児
を実施している件数が少ない。

生涯学習課
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男女共同参画に関する情報
の提供（情報誌、ホームペー
ジ、メールマガジン等による
広報）

・情報紙「ソーレ・スコープ」
・ホームページやメールマガジン、SNS
の活用による啓発・広報
・啓発誌の改訂・活用や啓発パネル展
示・貸出し
・出前講座事業の実施
・図書等利用PR事業の実施
・公共交通機関での啓発広告
・地域イベント等での啓発

効果的な啓発・広報の検討

・情報紙「ソーレ・スコープ」発行(4月、7月)
・ホームページやメールマガジン(毎月発行)、
フェイスブック（H29開始）による啓発・広報
・啓発誌「ぐーちょきぱー」の改訂及び活用や
啓発パネルの館内展示・貸出しによる啓発
・ソーレ登録のサポーター講師やソーレ職員
による出前講座の実施
・図書等利用PR事業としてテーマを決めた図
書の企画展示（毎月）
・男女共同参画推進月間に公共交通機関
（路面電車）で啓発広告

・情報紙、啓発誌の配布先が団体・企
業中心であることからより広範囲な啓
発・広報が可能
・これまで男女共同参画について学ぶ
機会のなかった県民への啓発・広報の
ため、様々な方法や媒体で啓発・広報
を実施

・情報紙「ソーレ・スコープ」
・ホームページやメールマガジン、SNSの
活用による啓発・広報
・啓発誌の改訂・活用や啓発パネル展
示・貸出し
・出前講座事業の実施
・図書等利用PR事業の実施
・地域イベント等での啓発

・効果的な啓発・広報の検討 ソーレ

Ⅰ
　
意
識
を
変
え
る

(

2

)

　
さ
ま
ざ
ま
な
場
で
の
意
識
を
変
え
る

④
地
域
で
の
意
識
啓
発

男女共同参画に関する県民
への研修の実施（出前講座
事業、公民館活動等）
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室
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市町村が行う男女共同参画
への意識啓発に対する支援

事例に応じて随時対応
こうち男女共同参画センターと連携
した対応

事例なし - 事例に応じて随時対応 -
県民生活・男女共
同参画課

93
市町村人権啓発担当者研修
の実施（再掲）

【人権啓発研修事業－市町村人権啓
発担当者連絡協議会開催事業】
対象：市町村人権啓発担当者
内容：県内３ブロック（いの町、四万十
市、田野町）で実施予定。啓発企画力
の向上、担当者間のネットワークの形
成を図る。

　[東部]平成30年5月14日
　[西部]　　〃　 　5月17日
　[中央]　　〃　　 5月21日　　
　[全体会]平成31年2月1日　

[次年度に向けて]
・３日程で参加可能な日を選択でき
るようにする。
・視聴覚教材の活用を検討する。

【人権啓発研修事業－市町村人権啓発担当
者連絡協議会開催事業】　　合計63名
（H29=57名）
[東部] 5月14日(月)　田野町
　　参加者：15名（11市町村中7市町村）
　　満足度：71%
　　「新しい発見や気づき、仕事に活かせる」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：100%
[中央] 5月21日(月)　いの町
　　参加者：32名（17市町村中16市町村）
　　満足度：52％
　　「新しい発見や気づき、仕事に活かせる」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：94%
[西部] 5月21日(木)　四万十市
　　参加者：16名（6市町村すべて参加）
　　満足度：71％　　
　　「新しい発見や気づき、仕事に活かせる」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：100%

●参加市町村について
全体（34市町村＋１学校組合）のうち
29市町村が参加（H29＝31市町村）
で前年度より減少したが、参加者人数
では、前年度より6名増加している。
　用務の重複により、当日欠席が3町村
あったこともあるが、欠席市町村には
別ブロックへの参加をさらに促す必要
がある。

●内容について
アンケートから、当該協議会が担当者
が一同に会し、取組について話し合う
貴重な機会となっていることもあり、話
し合いの時間や話を引き出す工夫（グ
ループを市町村の規模別にする等）を
求める意見が多い。

【人権啓発研修事業－市町村人権啓発
担当者連絡協議会開催事業】
対象：市町村人権啓発担当者
内容：県内３ブロック（いの町、四万十
市、田野町）で実施予定。啓発企画力の
向上、担当者間のネットワークの形成を
図る。

　日程は未定　　

[次年度に向けて]
・３日程で参加可能な日を選択でき
るようにする。
・視聴覚教材の活用を検討する。

人権課

94

【人権啓発研修事業－講師派遣等事
業】
対象：一般県民
内容：、あらゆる人権問題に対する理
解と認識を深めるため、自治体や企業
等、各種団体が行う人権啓発研修に
専任研修講師や登録講師を講師として
派遣し、研修を行う。

受講者がより理解しやすいよう参
加体験型の研修内容を充実させて
いく必要がある。

【講師派遣等事業】
派遣回数（9月末現在）：170回
受講者数6，986回
うち「女性の人権」
派遣回数：4回
受講者数：160人

派遣４回のうち，２回が南国市男女共
同参画推進中学校出前講座（香南中
35人、北陵中79人）で、生徒及び教員
を対象に「デートＤＶ」等について積極
的に啓発している。

【人権啓発研修事業－講師派遣等事業】
対象：一般県民
内容：、あらゆる人権問題に対する理解
と認識を深めるため、自治体や企業等、
各種団体が行う人権啓発研修に専任研
修講師や登録講師を講師として派遣し、
研修を行う。

受講者がより理解しやすいよう参
加体験型の研修内容を充実させて
いく必要がある。

人権課

95

・出前講座
各種団体企業等の依頼に応じ、サポー
ター講師やソーレ職員が講師として、
男女共同参画に関する講座を実施

・団体企業等のニーズ把握
・ニーズに合致した講座内容の充
実
・事業内容の企業・団体等への周
知

・出前講座
　県外・県内講師派遣
　　１件（１回）50名参加
　ｻﾎﾟｰﾀｰ講師派遣
　　17件（25回）1,319名参加
　ｿｰﾚ職員講師派遣
　　３件（３回）69名参加

・昨年同期と比較して、企業・団体等か
ら依頼も増加しつつあり、出前講座の
認知度も向上してきたが、さらなる上積
みを求め、関係機関との連携を図りな
がら、体制の強化を進めていくことが必
要

・出前講座
各種団体企業等の依頼に応じ、サポー
ター講師やソーレ職員が講師として、男
女共同参画に関する講座を実施

・団体企業等のニーズ把握
・ニーズに合致した講座内容の充
実
・事業内容の企業・団体等への周
知
・体制の強化

ソーレ
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企業等への外部講師派遣事業の実施
（出前講座事業等）

◆効果的な広報、啓発の実施

〇子育て応援の店HPのリニューアル
（11/19）
　・GPS機能を用いた店舗検索機能の強化
　・HPリニューアルの周知
　　チラシ作成15000枚→配布（1月以降）

〇子育て応援の店登録数　460店舗
　 ・H30年度新規登録8件
　　　　　　　　　　　　　　（H31.10末現在）

〇登録の更新を機に再登録をしない店
舗がある一方で、全国展開の動きに合
わせ、チェーン店などの登録が増えて
いる傾向

〇HPの活用の促進とともに認知度を上
げる必要あり

○HPの活用促進

○新規協賛事業所の開拓
　　好事例集を活用

利用者を増やすため、取組の認知
度の向上 児童家庭課
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企業等への外部講師派遣事
業の実施（出前講座事業等）
（再掲）
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
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マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室
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（人権啓発活動市町村委託事業）
対象：市町村
内容：人権尊重思想の普及啓発を図
り、基本的人権の擁護に資するため、
住民を対象とする講演会や研修会など
の啓発活動を委託する。

継続して実施する必要がある。
人権啓発活動市町村委託事業を34市町村で
実施。そのうち17市町村が講演会や研修を
実施予定。

（人権啓発活動市町村委託事業）
対象：市町村
内容：人権尊重思想の普及啓発を図り、
基本的人権の擁護に資するため、住民を
対象とする講演会や研修会などの啓発
活動を委託する。

継続して実施する必要がある。 人権課

98

市町村の人権教育・啓発に関する取組
において、男女共同参画や女性の人
権をテーマにした内容を組み込むこと
と、人権問題についての研修の機会を
増やすことを、市町村人権教育・啓発
担当者連絡協議会等を通じて働きか
ける。

男女共同参画や女性の人権につ
いての研修の場の設定と市町村の
ニーズとの調整。

・市町村人権教育・啓発担当者連絡協議会
（中部・高知市地区5/21　西部地区5/24　東
部地区5/14）
・社会教育主事等研修及び市町村人権教
育・啓発担当者の参加（9/7）

・計画の実施とＰＤＣＡの進め方を研修
し、好評であった。
・研修参加者が短時間のプレゼンテー
ションを体験し、実践的な内容で研修で
きた。

啓発用資料を活用し、体験的な研修を充
実させていく。

一人一人の体験を確保するために
は、研修時間の確保が課題であ
る。

人権教育課

99
女性のチャレンジ・エンパ
ワーメント支援

男女共同参画の視点を持った人材、地
域の中核的リーダーとなる女性育成の
ため、職場及び防災のプログラム実施
とスキルアップのための講座を実施
・女性の活躍応援
・女性防災プロジェクト
・エンパワメント講座
・就労支援パソコン講座（6コース）

・参加者に対する職場の協力
・関係機関との連携

職場及び防災の２分野におけるリーダーとな
る女性の育成を行うための事業を行うととも
に、次年度以降の継続実施に向けたリー
ダー育成プログラムを策定
・女性の活躍応援塾（35名）１回開催
・女性防災プロジェクト（延べ114名）３回開催
　　　※公開講座を含む。

女性の就業・起業支援事業として
・就労支援パソコン講座　４コース79名参加

・企業や参加者のニーズを把握し、プロ
グラム内容の十分な検証が必要
・年間で複数回の開催すべてに全員が
参加するのは困難

・パソコン講座は申込も多く、講座受講
後のアンケート調査から、受講者の満
足度は高いなど十分なニーズがある。

男女共同参画の視点を持った人材、地
域の中核的リーダーとなる女性育成のた
め、職場及び防災のプログラム実施とス
キルアップのための講座を実施
・女性の活躍応援
・女性防災プロジェクト

・就労支援パソコン講座（4コース）

・参加者に対する職場の協力
・関係機関との連携

ソーレ

100 女性リーダーの育成（再掲）

男女共同参画の視点を持った人材、地
域の中核的リーダーとなる女性を育成
するため、職場及び防災のプログラム
実施とスキルアップのための講座を実
施
・女性の活躍応援
・女性防災プロジェクト
・エンパワメント講座

・参加者に対する職場の協力
・関係機関との連携

職場及び防災の２分野におけるリーダーとな
る女性の育成を行うための事業を行うととも
に、次年度以降の継続実施に向けたリー
ダー育成プログラムを策定
・女性の活躍応援塾（35名）１回開催
・女性防災プロジェクト（延べ114名）３回開催
　　　※公開講座を含む。

・企業や参加者のニーズを把握し、プロ
グラム内容の十分な検証が必要
・年間で複数回の開催すべてに全員が
参加するのは困難

男女共同参画の視点を持った人材、地
域の中核的リーダーとなる女性育成のた
め、職場及び防災のプログラム実施とス
キルアップのための講座を実施
・女性の活躍応援
・女性防災プロジェクト

・参加者に対する職場の協力
・関係機関との連携

ソーレ

Ⅰ
　
意
識
を
変
え
る

(

2

)

　
さ
ま
ざ
ま
な
場
で
の
意
識
を
変
え
る

④
地
域
で
の
意
識
啓
発

人権（女性）に関する講座・
研修会開催支援
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【様式１】 【こうち男女共同参画プラン　平成30年度事業進捗管理表】

実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

101
県の審議会等の委員への女
性の参画促進

審議会等委員への女性の登用促進の
取組の徹底

庁内への女性委員の登用の必要性
の啓発

全庁に、要綱に基づく協議の早期実施の勧奨
とともに女性委員リストを送付

要綱に基づく協議の実施14件
審議会等委員への女性の登用促進の取
組の徹底

庁内への女性委員の登用の必要性
の啓発

県民生活・男女共
同参画課ほか審
議会等設置所属

102 人材リストの整備と活用促進
政策方針決定の場への女性の参画を
促進する為、女性の人材情報を引き続
き収集・整備

正確な情報の把握 女性委員リストの整備 活用方法のさらなる検討
政策方針決定の場への女性の参画を促
進する為、女性の人材情報を引き続き収
集・整備

正確な情報の把握
県民生活・男女共
同参画課

103 女性リーダーの育成（再掲）

男女共同参画の視点を持った人材、地
域の中核的リーダーとなる女性を育成
するため、職場及び防災のプログラム
実施とスキルアップのための講座を実
施
・女性の活躍応援
・女性防災プロジェクト
・エンパワメント講座

・参加者に対する職場の協力
・関係機関との連携

職場及び防災の２分野におけるリーダーとな
る女性の育成を行うための事業を行うととも
に、次年度以降の継続実施に向けたリーダー
育成プログラムを策定
・女性の活躍応援塾（35名）１回開催
・女性防災プロジェクト（延べ114名）３回開催
　　　※公開講座を含む。

・企業や参加者のニーズを把握し、プロ
グラム内容の十分な検証が必要
・年間で複数回の開催すべてに全員が
参加するのは困難

男女共同参画の視点を持った人材、地域
の中核的リーダーとなる女性を育成する
ため、職場及び防災のプログラム実施と
スキルアップのための講座を実施

・女性の活躍応援
・女性防災プロジェクト

・参加者に対する職場の協力
・関係機関との連携

ソーレ

104

県職員の採用や管理職員への登用に
ついて男女共同参画の観点からも各人
の能力や実績に応じ、均等な機会を提
供する。

- - -

県職員の採用や管理職員への登用につ
いて男女共同参画の観点からも各人の能
力や実績に応じ、均等な機会を提供す
る。

- 人事課

105

県職員の採用や管理職員への登用に
ついて男女共同参画の観点からも各人
の能力や実績に応じ、均等な機会を提
供する。

- - -

県職員の採用や管理職員への登用につ
いて男女共同参画の観点からも各人の能
力や実績に応じ、均等な機会を提供す
る。

- 教育政策課

106

・女性警察官の活躍の場の拡大

・講演等による職員の意識改革

・女性用施設・装備を順次整備

・仕事と家庭の両立支援制度の充実及
び利用推進

・職員のワークライフバランスの推
進

・女性警察官の活躍できる職種の拡大　

・女性用宿直室の計画的な整備を実施
　　南国署香美警察庁舎（平成30年度内新築
予定）、長浜交番（設計委託）

・育児休業からの職場復帰支援制度利用の
推進

・配偶者が出産予定の男性職員に対し、仕事
と家庭の両立支援制度の説明を実施

・ポスト拡大や専門分野への積極的な
配置により、女性警察官の活躍の場が
拡大

・育児休業からの職場復帰支援制度の
利用を推進することにより、「職場復帰
前実地研修」を受けた職員が、スムーズ
に職場へ復帰

・女性警察官の活躍の場の拡大と、能力
に応じた適正配置

・講演等による職員の意識改革

・女性用施設・装備を順次整備

・職員のワークライフバランスの推
進

・職員の意識改革

警務課

107
学校現場における女性教職
員の登用促進

・教頭等任用候補者選考審査制度の改
正を行い、受審者の割合が増加したの
で、新たな制度のもと、引き続き女性管
理職の増加につなげる。

・大量退職により、依然として小学
校の教頭職について、人材の確保
が難しい現状がある。
・市町村教育委員会等へ制度を周
知し、女性を含め、優秀な人材の受
審の拡大につなげること。

・教頭任用については、立候補制に加えて、
H29年度から市町村（学校組合）教育長、教育
事務所長、県立学校長及び国立大学法人高
知大学の附属学校長による推薦制を取り入
れて、女性を含め、優秀な人材の受審の拡大
につなげた。

(成果）
・受審者数における女性の割合
Ｈ29実施21.5％⇒H30実施25.8%（校長）
Ｈ29実施41.3％⇒H30実施29%（教頭）

・校長任用については、登用できる候補
者の層が広がり、受審者数が増加した。

・教頭等任用候補者選考審査受審者に
ついては、全体の受審者数が減少傾向
にあり、女性の受審者の割合も減少して
た。

・教頭等任用候補者選考審査の受審者が
減少傾向にあるので、管理職を希望する
教員を増やしていくよう管理職が魅力ある
職であることをアピールするとともに、引き
続き女性管理職の増加につなげる。

・大量退職により、依然として小学
校の教頭職について、人材の確保
が難しい現状がある中で、教員に管
理職への任用を希望しない傾向も
ある。
・市町村教育委員会等へ制度を周
知し、女性を含め、優秀な人材の受
審の拡大につなげること。

教職員・福利課

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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し
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号
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マ
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題

取
組

取組の内容 担当課室

108
女性活躍推進法に基づく事
業主行動計画策定

・県庁インターンシップにおいて女子学
生に向けたキャリア形成等を説明
・女性のキャリアプラン研修、キャリアサ
ポート研修の実施
・若手職員を中心とした意見交換会の
実施（子育て期等の職員をメインとす
る）
・イクボスやWLBに係る職員の意識を向
上に努める
・子育て等に係る情報を随時発信して
いく

・子育てに関する制度の周知徹底

・県庁インターンシップにおいて、子育てサ
ポートプランの概要等の説明及び若手職員と
の意見交換を実施
・女性のキャリアプラン研修（参加者24名）及
びキャリアサポート研修（参加者36名）を実施
・イクボスに関するリーフレット「イクボスのス
スメ」を作成・配付
・各所属において、子育てサポート面談を実
施

・女性の活躍への理解を高め、キャリア
アップへの意欲を増進する研修は、キャ
リア形成の意識醸成に有効であり、今
後も引き続き実施していく。
・子育てサポート面談等の取組をこれか
らも着実に実施し、職員誰もが子どもを
産み育てやすい環境づくりを進めていく

・県庁インターンシップにおいて女子学生
に向けたキャリア形成等を説明
・女性のキャリアプラン研修、キャリアサ
ポート研修の実施
・若手職員を中心とした意見交換会の実
施（子育て期等の職員をメインとする）
・イクボスやWLBに係る職員の意識を向上
に努める
・子育て等に係る情報を随時発信していく

・子育てに関する制度の周知徹底
人事課

108
女性活躍推進法に基づく事
業主行動計画策定

・優秀な女性警察官の採用に向けた人
材確保のための継続的な取組

・育児休業からの職場復帰支援制度の
利用促進

・受験者数の低下

・優秀な女性警察官の採用に向けた人材確保
のための継続的な取組
　☆就職説明会を実施
　　（4月：女性31人、7月：女性9人）

・育児休業からの職場復帰支援制度の利用
促進

・育児・介護等の事情により、警察学校への入
校に支障のある職員を支援する通学制度の
利用を推進

・女性採用担当者及び女性支援担当者
が就職説明会に参加・説明したことによ
り、受験者を獲得

・育児休業からの職場復帰支援制度の
利用を促進し、「職場復帰前実地研修」
を受けた職員がスムーズに職場へ復帰

・育児等の事情により、警察学校への入
校に支障のある職員が、通学制度を利
用
(女性利用者：9人）

・優秀な女性警察官の採用に向けた人材
確保のための継続的な取組

・女性警察官の職務能力向上を図るため
の、教養を実施

・育児休業からの職場復帰支援制度の利
用推進

・受験率の低下 警務課

108
女性活躍推進法に基づく事
業主行動計画策定

・平成30年度の育児休業等の取得状況
の把握及び公表
・管理職員の人事評価に加えた次世代
育成、ワークライフバランスに関する視
点の徹底
・「活力ある学校づくり」リーフレット（改
訂版）」を管理職員の研修等で活用し、
制度のさらなる周知を図る。
・管理職員による子どもが生まれる教職
員に対する面談報告の検証

・制度を活用しやすい職場環境づく
りを引き続き行う必要がある。
・管理職員を含めた教職員に制度
への理解の推進を継続的に行うこ
と。

育児休業及び配偶者出産休暇は、前年度よ
り取得率が増加しているが、育児参加休暇は
取得率が減少した。

・男性の育児休業取得率　H28（0%）⇒H29
（1.7%）
・男性の配偶者出産休暇取得率　H28（60%）
⇒H29（75%）
・男性の育児参加休暇取得率　H28（26.2%）⇒
H29（13.3%）
・管理職による面談報告数　H29（85回）うち男
性31回

・制度の周知により、一部の項目で若干
ではあるが男性の育児休業等の取得率
が増加しており、引き続き管理職員によ
る面談や制度の周知を継続していく。

・平成30年度の育児休業等の取得状況の
把握及び公表。
・管理職員の人事評価に加えた次世代育
成、ワークライフバランスに関する視点の
徹底
・「活力ある学校づくり」リーフレット（改訂
版）」を管理職員の研修等で活用し、制度
のさらなる周知を図る。
・管理職員による子どもが生まれる教職員
に対する面談報告の検証

・制度を活用しやすい職場環境づく
りを引き続き行う必要がある。
・管理職員を含めた教職員に制度
への理解の推進を継続的に行うこ
と。

教職員・福利課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
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取
組

取組の内容 担当課室

109

男女共同参画の取り組みに
関する広報、啓発、情報の提
供（情報誌、ホームページ、
メールマガジン等による広
報）

・情報紙「ソーレ・スコープ」
・ホームページやメールマガジン、SNS
の活用による啓発・広報
・啓発誌の改訂・活用や啓発パネル展
示・貸出し
・出前講座事業の実施
・図書等利用PR事業の実施
・公共交通機関での啓発広告
・地域イベント等での啓発

・効果的な啓発・広報の検討

・情報紙「ソーレ・スコープ」発行(4月、7月)
・ホームページやメールマガジン(毎月発行)、
フェイスブック（H29開始）による啓発・広報
・啓発誌「ぐーちょきぱー」の改訂及び活用や
啓発パネルの館内展示・貸出しによる啓発
・ソーレ登録のサポーター講師やソーレ職員
による出前講座の実施
・図書等利用PR事業としてテーマを決めた図
書の企画展示（毎月）
・男女共同参画推進月間に公共交通機関（路
面電車）で啓発広告

・情報紙、啓発誌の配布先が団体・企業
中心であることからより広範囲な啓発・
広報が可能
・これまで男女共同参画について学ぶ
機会のなかった県民への啓発・広報の
ため、様々な方法や媒体で啓発・広報を
実施

・情報紙「ソーレ・スコープ」
・ホームページやメールマガジン、SNSの
活用による啓発・広報
・啓発誌の改訂・活用や啓発パネル展示・
貸出し
・出前講座事業の実施
・図書等利用PR事業の実施
・地域イベント等での啓発

・効果的な啓発・広報の検討 ソーレ

110

【人権啓発研修事業－市町村人権啓発
担当者連絡協議会開催事業】
対象：市町村人権啓発担当者
内容：県内３ブロック（いの町、四万十
市、田野町）で実施予定。啓発企画力
の向上、担当者間のネットワークの形
成を図る。

　[東部]平成30年5月14日
　[西部]　　〃　 　5月17日
　[中央]　　〃　　 5月21日　　
　[全体会]平成31年2月1日　　

[次年度に向けて]
・３日程で参加可能な日を選択でき
るようにする。
・視聴覚教材の市長を検討する。

【人権啓発研修事業－市町村人権啓発担当
者連絡協議会開催事業】　　合計63名
（H29=57名）
[東部] 5月14日(月)　田野町
　　参加者：15名（11市町村中7市町村）
　　満足度：71%
　　「新しい発見や気づき、仕事に活かせる」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：100%
[中央] 5月21日(月)　いの町
　　参加者：32名（17市町村中16市町村）
　　満足度：52％
　　「新しい発見や気づき、仕事に活かせる」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：94%
[西部] 5月21日(木)　四万十市
　　参加者：16名（6市町村すべて参加）
　　満足度：71％　　
　　「新しい発見や気づき、仕事に活かせる」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：100%

●参加市町村について
全体（34市町村＋１学校組合）のうち
29市町村が参加（H29＝31市町村）
で前年度より減少したが、参加者人数
では、前年度より6名増加している。
　用務の重複により、当日欠席が3町村
あったこともあるが、欠席市町村には別
ブロックへの参加をさらに促す必要があ
る。

●内容について
アンケートから、当該協議会が担当者
が一同に会し、取組について話し合う貴
重な機会となっていることもあり、話し合
いの時間や話を引き出す工夫（グルー
プを市町村の規模別にする等）を求める
意見が多い。

【人権啓発研修事業－市町村人権啓発担
当者連絡協議会開催事業】
対象：市町村人権啓発担当者
内容：県内３ブロック（いの町、四万十市、
田野町）で実施予定。啓発企画力の向
上、担当者間のネットワークの形成を図
る。

　日程は未定　　

[次年度に向けて]
・３日程で参加可能な日を選択でき
るようにする。
・視聴覚教材の活用を検討する。

人権課

111

市町村の人権教育・啓発に関する取組
において、男女共同参画や女性の人権
をテーマにした内容を組み込むことと、
人権問題についての研修の機会を増や
すことを、市町村人権教育・啓発担当者
連絡協議会等を通じて働きかける。

男女共同参画や女性の人権につい
ての研修の場の設定と市町村の
ニーズとの調整。

・市町村人権教育・啓発担当者連絡協議会
（中部・高知市地区5/21　西部地区5/24　東
部地区5/14）
・社会教育主事等研修及び市町村人権教育・
啓発担当者の参加（9/7）

・計画の実施とＰＤＣＡの進め方を研修
し、好評であった。
・研修参加者が短時間のプレゼンテー
ションを体験し、実践的な内容で研修で
きた。

啓発用資料を活用し、体験的な研修を充
実させていく。

一人一人の体験を確保するために
は、研修時間の確保が課題であ
る。

人権教育課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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112
市町村職員の女性管理職へ
の登用促進

・引き続き「こうち人づくり広域連合」が
実施する男女共同参画関係の研修等
に協力していく。

【H30研修予定】
①セクシャルハラスメント研修（階層別
基本研修の中で実施）　864名
②男女共同参画セミナー　56名
③受講予定者計：920名

・市町村職員に急な業務が入ること
などにより、研修に参加しづらい状
況にある中で、いかに参加者を増
加していくかが課題。

【H30研修実績】（H30.11末時点）
①セクシャルハラスメント研修（階層別基本研
修、講師派遣研修）　1,031名
②男女共同参画セミナー（H31.1.16に実施予
定）
③合計　1,031名

・研修を通じて、行政への女性の参画につい
て市町村職員の理解が深まった。

・現段階では、すべての研修が終了して
いないが、「①セクシャルハラスメント研
修」は、計画よりも多くの参加があった。

・引き続き「こうち人づくり広域連合」が実
施する男女共同参画関係の研修等に協
力していく。

【H31研修予定】
①セクシャルハラスメント研修（階層別基
本研修の中で実施）　約900名
②男女共同参画セミナー　約60名
③受講予定者計：960名

・市町村職員に急な業務が入ること
などにより、研修に参加しづらい職
員もいる。

市町村振興課

113
市町村の審議会等委員への
女性の参画促進

市町村の審議会等委員への女性の参
画促進のために助言、周知を行う

女性活躍推進法を活用した市町村
へのさらなる働きかけ

女性活躍推進法に定める女性活躍推進計画
の策定働きかけ

ｰ
市町村の審議会等委員への女性の参画
促進のために指導、周知を行う

女性活躍推進法を活用した市町村
へのさらなる働きかけ

県民生活・男女共
同参画課

114
経済団体等と連携した女性
の登用・継続就業の促進（女
性登用等促進事業）（再掲）

・男女がともに働きやすい職場づくりセ
ミナー開催（管理職・人事担当者向け、
働く男性・女性向け、キャリアデザイン）

･セミナー参加者の確保
・関係先との連携強化

・啓発リーフレットを県内企業等に配布

＜成果＞
・ミドルセミナー参加者　35名
・キャリアアップセミナー参加者　29名

・今年度より研修対象者を男性にも広げ
たが、リーダー育成研修への申込者は
圧倒的に男性が多い
・女性の登用に向けて引き続き啓発が
必要

・男女がともに働きやすい職場づくりセミ
ナー開催（管理職・人事担当者向け、働く
男性・女性向け、キャリアデザイン）

･セミナー参加者の確保
・関係先との連携強化

県民生活・男女共
同参画課

115

・男女がともに働きやすい職場づくりセ
ミナー開催（管理職・人事担当者向け、
働く男性・女性向け、キャリアデザイン）
・関係機関と連携した女性活躍推進法
に定める事業主行動計画策定へのアプ
ローチ

･セミナー参加者の確保
・関係先との連携強化

・高知家の女性しごと応援室が主催する企業
向けのイベントにおいて、企業に対して労働
局や雇用労働政策課と連携して女性活躍推
進法に定める事業主行動計画策定に関する
説明を行った。
　イベント参加者：17社22名

・女性活躍推進法に定める事業主行動
計画について、企業に周知することがで
きた。

・関係機関と連携した女性活躍推進法に
定める事業主行動計画策定へのアプロー
チ

・関係先との連携強化
県民生活・男女共
同参画課

116

○結婚や子育てを支援する機運の醸成
　・従業員への周知を図る「応援団通
信」の情報の充実
　・応援団の取組の紹介（新聞広告や
パネルを活用した広報の実施）
　・応援団交流会の開催
　・少子化対策の中で重点的に進めて
いるテーマでのフォーラムの開催

○応援団と協働した取組の充実
　・県の施策を企業に取り入れてい
ただくためのアプローチ
　・他団体の取り組み事例を参考に
した企業の取り組みの横展開

○応援団の登録数の増加による取り組みの
拡大
    ・応援団登録数  559団体　・訪問企業数 
330団体　　　　
○応援団と協働した取組の充実
　　・「高知家 出会い・結婚・子育て応援フォー
ラム2018」
　　　育休取得促進宣言ほか/宣言企業303社 
(7/20 164名） 
　　・企業の取組を情報収集（対象企業100社） 
9月～11月
　　・応援団交流会の開催
　　　（第１回 5/30 39名）
　　　  育休取得取組、グループ検討、働き方
改革推進
　　　　支援センター出張相談 他
　　　（第2回 7/20 164名）
　　　　「高知家出会い結婚子育て応援フォー
ラム」（再掲）
　　　（第3回 8/21  20名）
　　　　地域の出会いイベント情報交換
   ・応援団通信の発行
　　   （臨時号） 育休取得メリット（企業団体向
け）他
　　　（4-5月号）子育て支援（歯の健康・口腔
検診）他
　　　（6-7月号）育休ハンドブック、宣言企業募
集他
　　　（8-9月号）子育て支援機関、育休取得
How-To他 　　

○応援団と協働した取組の充実
　 ・応援団の取組の横展開に向けた一
層の支援が必要

○応援団登録数の増加
○応援団と協働した取組の充実
　 ・広報
　 ・県民運動の推進力を高める官民の勉
強会
　 ・応援団通信の発行
○応援団と連携した取組の促進

－
少子対策課

117
商工会議所女性会・商工
会女性部の育成と活動支
援

（若手後継者育成事業費）
商工会・商工会議所の女性のため
の各種セミナー、研修会等の開催
費の他、地域振興事業に対して助
成する。

女性部として、商工会・商工会
議所の取組への協力体制はと
れているので、今後、地域振興
の担い手として、女性部員の意
識改革へ取組みを推進する。

・商工会女性部員活動事例発表及び講
演会を開催（4月25日）
・商工会議所女性会連合会県連大会研
修会を開催（6月20日）

（成果）
・商工会女性部員活動事例発表及び講
演会に77名、商工会議所女性会連合会
県連大会研修会に48名が参加

・商工会・会議所の女性のための各
種セミナー、研修会等の開催を通じ
て、女性部の育成が図られている
が、研修会参加人数については、
対前年比で共に減少している。
　「商工会女性部員活動事例発表
及び講演会」
　（H29）119名→（H30）77名【対前年
比△42名】
　「商工会議所女性会連合会県連
大会研修会」
　（H29）59名→（H30）48名【対前年
比△11名】

（若手後継者育成事業費）
商工会・商工会議所の女性のための
各種セミナー、研修会等の開催費の
他、地域振興事業に対して助成す
る。

・適切なテーマの選定を行う。
・開催時期を調整するなど、参
加人数の確保に努める。

経営支援課
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民間企業等における女性の
活躍を促進するための啓発
や表彰制度の実施（再掲）

29



実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
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実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等
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118
農業協同組合女性部の育成
と活動支援

JAグループが策定した、女性部の活性
化方策と農協の支援策を一体化した
「JA女性部活性化プラン」の取り組みに
ついて、支援していく。

高齢化した部員がリタイアする一方
で、若年層を中心に新規部員の加
入が進まず、部員の減少が続いて
いる。

各農協の状況を把握し、必要に応じてヒアリン
グの際に、女性役員の状況を確認するなどと
している。

引き続き、各農協に対してヒアリング等
を実施し、状況の把握、取り組みへの支
援を行う。

JA大会で決議された取り組み（女性組織
とＪＡの連携、目的別組織の設置、次代の
女性活動を担う層との関係作りに向けた
講座やイベントの開催、ニーズの把握）に
ついて、支援していく。

高齢化した部員がリタイアする一方
で、若年層を中心に新規部員の加
入が進まず、部員の減少が続いて
いる。

協同組合指導
課

119
漁業協同組合女性部の育成
と活動支援

・常例検査時に啓発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・常例検査実施漁協箇所数＝10か
所

啓発機会をとらえる取組
・常例検査時に啓発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・常例検査実施漁協箇所数＝４か所

正組合員に対する女性の割合は
10.8％で、組合員数は過去５年間で
846人減少しているものの、女性の
割合は1.2％増加している。

・常例検査時に啓発
（常例検査実施漁協箇所数＝13か
所）

啓発機会をとらえる取組 水産政策課

120

JAグループが策定した、女性部の活性
化方策と農協の支援策を一体化した
「JA女性部活性化プラン」の取り組みに
ついて、支援していく。

女性部が様々な活動を行っていな
がら、その取り組みがJA内外で正し
い評価をうけていないという現状が
みられる。

各農協の状況を把握し、必要に応じてヒアリン
グの際に、女性役員の状況を確認するなどと
している。

引き続き、各農協に対してヒアリング等
を実施し、状況の把握、取り組みへの支
援を行う。

JA大会で決議された取り組み（女性組織
とＪＡの連携、目的別組織の設置、次代の
女性活動を担う層との関係作りに向けた
講座やイベントの開催、ニーズの把握）に
ついて、支援していく。

女性部が様々な活動を行っていな
がら、その取り組みがJA内外で正し
い評価をうけていないという現状が
みられる。

協同組合指導
課

121
・常例検査時に啓発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・常例検査実施漁協箇所数＝10か
所

啓発機会をとらえる取組
・常例検査時に啓発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・常例検査実施漁協箇所数＝４か所

正組合員に対する女性の割合は
10.8％で、組合員数は過去５年間で
846人減少しているものの、女性の
割合は1.2％増加している。

・常例検査時に啓発
（常例検査実施漁協箇所数＝13か
所）

啓発機会をとらえる取組 水産政策課

122
女性による地域防災活動の
育成と支援

・引き続き消防団員定数確保協議会の
開催（須崎市、越知町）や消防団を訪問
など、各消防団の現状を把握すると共
に、女性消防団員の入団促進方法の検
討や活動内容の検討を行う。

・また、地域防災フェスティバル（高知
市）に出席し、来場者に向け、女性消防
団員のＰＲを実施する。

住民に対する女性消防団員の認知
度は市町村によって差があるので、
住民等に対する効果的なＰＲが必
要

・消防団定数確保協議会を須崎市で１回、越
知町で１回開催し、併せてその他市町村の団
事務担当者と面談し、団員定数確保について
の実態調査や、女性団員の現場活動を行うう
えでの課題等の検討を行った。

・地域防災フェスティバル（高知市）に出展し、
来場者に向け、女性消防団員のPRを実施し
た。

＜実施中＞

・引き続き消防団員定数確保協議会の開
催や、各消防団の現状を把握すると共
に、女性消防団員の入団促進方法の検
討や活動内容の検討を行う。
・これまでは２地区を支援地区とし単年度
で取り組んできたが、３１年度からは１地
区を支援地区とし、複数年での支援を
行っていく。

・地域防災フェスティバルに出席し、来場
者に向け、女性消防団員のPRを実施す
る。

住民に対する女性消防団員の認知
度は市町村によって差があるため、
住民等に対する効果的なPRが必
要。

消防政策課

123 女性リーダーの育成（再掲）

男女共同参画の視点を持った人材、地
域の中核的リーダーとなる女性を育成
するため、職場及び防災のプログラム
実施とスキルアップのための講座を実
施
・女性の活躍応援
・女性防災プロジェクト
・エンパワメント講座

・参加者に対する職場の協力
・関係機関との連携

職場及び防災の２分野におけるリーダーとな
る女性の育成を行うための事業を行うととも
に、次年度以降の継続実施に向けたリーダー
育成プログラムを策定
・女性の活躍応援塾（35名）１回開催
・女性防災プロジェクト（延べ114名）３回開催
　　　※公開講座を含む。

・企業や参加者のニーズを把握し、プロ
グラム内容の十分な検証が必要
・年間で複数回の開催すべてに全員が
参加するのは困難

男女共同参画の視点を持った人材、地域
の中核的リーダーとなる女性を育成する
ため、職場及び防災のプログラム実施と
スキルアップのための講座を実施

・女性の活躍応援
・女性防災プロジェクト

・参加者に対する職場の協力
・関係機関との連携

ソーレ

124
大学生に向けたキャリア形成
支援事業（男女共同参画に
関する講演・講座）

・高知大学及び高知県立大学等におい
てキャリア形成支援事業を実施

・県内大学との連携強化・拡大
大学生向けキャリア形成支援事業

・高知大学　51名参加
・高知県立大

・大学と連携を強化すると共にもに、実
施する大学を拡大することが必要

・高知大学及び高知県立大学等において
キャリア形成支援事業を実施

・県内大学との連携強化・拡大
ソーレ

各組織に対する広報啓発、
情報提供
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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125
経済団体等と連携した女性
の登用・継続就業の促進（女
性登用等促進事業）（再掲）

・男女がともに働きやすい職場づくりセ
ミナー開催（管理職・人事担当者向け、
働く男性・女性向け、キャリアデザイン）

･セミナー参加者の確保
・関係先との連携強化

・啓発リーフレットを県内企業等に配布

＜成果＞
・ミドルセミナー参加者　35名
・キャリアアップセミナー参加者　29名

・今年度より研修対象者を男性にも広げ
たが、リーダー育成研修への申込者は
圧倒的に男性が多い
・女性の登用に向けて引き続き啓発が
必要

・男女がともに働きやすい職場づくりセミ
ナー開催（管理職・人事担当者向け、働く
男性・女性向け、キャリアデザイン）

･セミナー参加者の確保
・関係先との連携強化

県民生活・男女共
同参画課

126

・男女がともに働きやすい職場づくりセ
ミナー開催（管理職・人事担当者向け、
働く男性・女性向け、キャリアデザイン）
・関係機関と連携した女性活躍推進法
に定める事業主行動計画策定へのアプ
ローチ

･セミナー参加者の確保
・関係先との連携強化

・高知家の女性しごと応援室が主催する企業
向けのイベントにおいて、企業に対して労働
局や雇用労働政策課と連携して女性活躍推
進法に定める事業主行動計画策定に関する
説明を行った。
　イベント参加者：17社22名

・関係機関と連携した女性活躍推進法に
定める事業主行動計画策定へのアプロー
チ

・関係先との連携強化
県民生活・男女共
同参画課

127

○結婚や子育てを支援する機運の醸成
　・従業員への周知を図る「応援団通
信」の情報の充実
　・応援団の取組の紹介（新聞広告や
パネルを活用した広報の実施）
　・応援団交流会の開催
　・少子化対策の中で重点的に進めて
いるテーマでのフォーラムの開催

○応援団と協働した取組の充実
　・県の施策を企業に取り入れてい
ただくためのアプローチ
　・他団体の取り組み事例を参考に
した企業の取り組みの横展開

○応援団の登録数の増加による取り組みの
拡大
    ・応援団登録数  559団体　・訪問企業数 
330団体　　　　
○応援団と協働した取組の充実
　　・「高知家 出会い・結婚・子育て応援フォー
ラム2018」
　　　育休取得促進宣言ほか/宣言企業303社 
(7/20 164名） 
　　・企業の取組を情報収集（対象企業100社） 
9月～11月
　　・応援団交流会の開催
　　　（第１回 5/30 39名）
　　　  育休取得取組、グループ検討、働き方
改革推進
　　　　支援センター出張相談 他
　　　（第2回 7/20 164名）
　　　　「高知家出会い結婚子育て応援フォー
ラム」（再掲）
　　　（第3回 8/21  20名）
　　　　地域の出会いイベント情報交換
   ・応援団通信の発行
　　   （臨時号） 育休取得メリット（企業団体向
け）他
　　　（4-5月号）子育て支援（歯の健康・口腔
検診）他
　　　（6-7月号）育休ハンドブック、宣言企業募
集他
　　　（8-9月号）子育て支援機関、育休取得
How-To他 　　

○応援団と協働した取組の充実
　 ・応援団の取組の横展開に向けた一
層の支援が必要

○応援団登録数の増加
○応援団と協働した取組の充実
　 ・広報
　 ・県民運動の推進力を高める官民の勉
強会
　 ・応援団通信の発行
○応援団と連携した取組の促進

－
少子対策課
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民間企業等における女性の
活躍を促進するための啓発
や表彰制度をの実施（再掲）
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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〇ワークライフバランス推進企業認証
制度
・認証推進にかかる訪問件数目標300
件
・認証企業数H31年3月末目標：300社

〇認証制度の周知啓発
〇事業主の意識の向上

○ワークライフバランス推進企業認証制度
　・認証推進にかかる訪問件数：163件
　・認証企業数H30.9月末件数：200社

〇ワークライフバランス推進企業認証制
度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・県委託事業による社会保険労務士の
企業訪問が、認証制度の周知、認証企
業数の増加につながっている。

〇ワークライフバランス推進企業認証制
度
・認証推進にかかる訪問件数目標300件
・認証企業数H31年3月末目標：400社

〇認証制度の周知啓発
〇事業主の意識の向上

雇用労働政策
課

129

〇こうちプレマnetの活用促進
　県民への広報（市町村を通じて、妊産
婦等にもチラシを配布）
　子育てサークル等の活動やイベント情
報の提供・充実等
　掲載内容の見直し
○子育て応援情報紙「大きくなあれ」の
発行
→廃止
〇子育て出前講座　７回

○応援団と協働した取組の充実に向け
た支援
・従業員への周知を図る「応援団通信」
の情報の充実
・県民に対して応援団が行う自らの取組
を紹介するため、新聞広告やパネルを
活用しての広報
・応援団交流会の開催（（具体的に進め
る取組）
・高知家「出会い・結婚・子育て応援」
フォーラムの開催
・男性の育児休暇・育児休業の促進（企
業・団体における「育児休業・育児休暇
の取得促進宣言」）

◆ターゲット層に繋がる効果的な広
報・啓発の取り組み
◆企業への積極的な周知
◆高知家の出会い・結婚・子育て応
援団との協調活動

○応援団と協働した取組のさらなる
充実
・県の施策を企業に取り入れていた
だくためのアプローチ
・他団体の取組事例を参考にした企
業の取組の横展開

〇こうちプレマnetリニューアル（11/19）
　・スマートフォンでの利用にも対応改善
　・コンテンツの見直し及び情報の更新
  ・子育て支援に関する取り組み情報を
　　随時掲載　186件（H30.10末）
　・サイトアクセス数　136,494件
　　　（H30年度月平均アクセス数19,499件）

〇子育て出前講座
　・４回実施（6/24（2回）　7/14　7/21）
　　23名参加

〇高知県版父子手帳「パパの本」の作成
　・11/19いい育児の日に合わせてプレマ
　　net上に掲載（→H31年度配布開始予定）

〇11月19日いい育児の日のPR活動
　　ラジオでの啓発
　　プレマnet　児童家庭課Facebook等
　　による周知
　　高知県版父子手帳への掲載

○応援団と協働した取組の充実に向けた支
援
・応援団通信による情報発信
　（2か月に1回発行）
・応援団交流会の開催  （第1回5月：1箇所）
・高知家「出会い・結婚・子育て応援」フォーラ
ムの開催（7/20）及び新聞広報（開催報告）
・「育児休業・育児休暇の取得促進宣言」
　303の企業・団体が宣言(9月末現在)　　

〇こうちプレマnetのアクセス数は増加
傾向。さらに活用の促進をはかり、認知
度をあげることで、子育て家庭と子育て
支援の取り組みをつなげていく機会を作
る。

〇いい育児の日の啓発などにより、社
会全体で仕事と家庭（育児を含む）の両
立について考える啓発を行うとともに、
父子手帳の配布などにより男性の育児
参画などを考える機会を持っていただく
ことで気運が高まっていくことをねらいと
する。

○応援団と協働した取組のさらなる充実
が必要
・県の施策を企業に取り入れていただく
ためのアプローチ
・他団体の取組事例を参考にした企業
の取組の横展開

〇こうちプレマnetの活用促進
　・県民への広報（市町村を通じて、妊産
婦等にもチラシを配布）
　・SNSなどによる周知を併用した周知
　・子育てサークル等の活動やイベント情
報の提供・充実等
　・高知家の出会い結婚子育て応援コー
ナーの相談業務をとおした紹介等

〇子育て出前講座　７回

〇父子手帳「パパの本」の配布
　母子手帳発行時に市町村窓口をとおし
て配布

○応援団と協働した取組の充実に向けた
支援
・従業員への周知を図る「応援団通信」の
情報の充実
・県民に対して応援団が行う取組を紹介
するため、新聞広告やパネル等を活用し
ての広報
・応援団交流会の開催（（具体的に進める
取組）
・高知家「出会い・結婚・子育て応援」
フォーラムの開催
・育児休暇・育児休業の促進（企業・団体
における「育児休業・育児休暇の取得促
進宣言」の拡大や取組の横展開）

〇ターゲット層に繋がる効果的な広
報・啓発の取り組み
〇企業への積極的な周知
〇高知家の出会い・結婚・子育て応
援団との協調活動

○応援団と協働した取組のさらなる
充実
・県の施策を企業に取り入れていた
だくためのアプローチ
・他団体の取組事例を参考にした企
業の取組の横展開

児童家庭課
少子対策課

130
機会を通じてさらに配布し、啓発を図
る。

-
男性の家事・育児・介護の啓発冊子の内容を
男女共同参画月間（６月）にあわせて路面電
車内に掲示した。

路面電車内に掲示することで、冊子の
内容について啓発することができた。

機会を通じて啓発を図る。 -
県民生活・男女共
同参画課

131
労働関係法令等の広報・啓
発・周知（再掲）

○働き方改革セミナーの開催
　関係機関と連携し企業等へのワーク・
ライフ・バランス等働き方改革の周知・
啓発を目的にセミナーを開催

○ワーク・ライフ・バランスの周知啓
発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○中小企業においてのワーク・ライ
フ・バランスの浸透

○働き方改革セミナー
　四万十市会場　　H30.9.26・H30.11.19 　実施
　高知市会場　　　　H30.9.27・H30.11.26　実施

○働き方改革ミニセミナー
　室戸市会場　　　H30.8.22　　実施
　須崎市会場　　  H30.10.23　実施
　香南市会場　　　H30.11.21  実施
   高知市会場　　　H30.11.21　実施

参加者数　 　延べ２９６人
参加企業数　延べ２２０社

○働き方改革セミナーの開催
　関係機関と連携し企業等へのワーク・ラ
イフ・バランス等働き方改革の周知・啓発
を目的にセミナーを開催

○ワーク・ライフ・バランスの周知啓
発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○中小企業においてのワーク・ライ
フ・バランスの浸透

雇用労働政策
課
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仕事と家庭の両立のための
広報・啓発促進（再掲）
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実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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人権啓発に関する企業リー
ダー養成講座の実施（再掲）

【人権啓発事業－人権啓発研修企業
リーダー養成講座開催事業】
●　ヒューマンパワー育成講座：２回
内容：CSRに関する基調講演、事例発
表等

●　ハートフルセミナー：5回
内容：映画上映や講演会、人権落語等

・効果的な広報を実施し、参加を広
く呼びかける必要がある。

●ヒューマンパワー育成講座
①講演会「働き方の鍵は個性の尊重にあり～
働き方から生き方まで～」
講師：青野慶久（サイボウズ(株)代表取締役
社長）
7月23日（月）　高知市　人権啓発センター　
受講者：77人
「男女共同参画や働き方の多様性への理解
は深まったか」大いに深まった：70％、深まっ
た30％

②講演会「ハラスメント最新情報ーあなたの理
解で大丈夫ですか？ー」
講師：金子雅臣（（一社）職場のハラスメント研
究所代表理事・労働ジャーナリスト）
１１月７日（水）　高知市人権啓発センター
受講者１０１名
「様々なハラスメントへの理解は深まったか」
大いに深まった28％、深まった59％

●ハートフルセミナー
５回開催のうち「女性の人権」は４回目映画上
映会（予定）、また、５回目として「ＬＧＢＴ」を
テーマに映画上映を予定している。

●ヒューマンパワー育成講座
①講師の青野氏自ら、育児休暇を取得
し、多様な働き方を実践しており、企業
の立場から男女共同参画社会の実現に
資する内容であり、受講者からも既成観
念にとらわれない、広い視野と柔軟な発
想に驚いた、「働き方」と「人権」の関係
に気づかされた、職場の実践につなげ
ていきたいといった感想が寄せられてい
た。

②パワハラの問題は、企業でも大変関
心が高く、多くの受講者を集めることが
できた。
「パワハラ」と「セクハラ」の判断基準や
違いをわかりやすく学ぶことができ、す
ぐに職場で実践ができる内容だったなど
の感想が寄せられていた。

【人権啓発事業－人権啓発研修企業リー
ダー養成講座開催事業】
●　ヒューマンパワー育成講座：２回
内容：CSRに関する基調講演、事例発表
等

●　ハートフルセミナー：5回
内容：映画上映や講演会、人権落語等

・効果的な広報を実施し、参加を広
く呼びかける必要がある。 人権課

133
就職支援相談センター（ジョ
ブカフェ）事業

就職基礎力養成講座、業界研究、
企業見学など、職場体験講習受講
前の就労支援の充実を図り、ミス
マッチのない就職と職場定着につ
なげていく。また、就職後もアフター
フォローとして定着の確認や在職
者相談等への案内を行う。（｢しごと
体験講習｣を｢職場体験講習｣に名
称変更）

・就職までに時間を要する求職者等
への就職支援

○仕事力パワーアップ事業の実施
　・就職基礎力養成講座：47人
　・業界研究：35人
　・企業見学：51人
　・少人数セミナー：138人
　・職場体験講習
　　　受講：60人
　　　就職：28人（内、正規雇用：11人）

○職場体験講習受講者の就職率：
46.7％
　　内、正規雇用率：39.3％
・就職決定までに時間を要する方への
支援メニューを拡充し、きめ細やかな支
援ができた。
・一方で、職場体験講習事項に至る人
が想定よりも少なかったため、就職率、
正規雇用率ともに目標達成が厳しい状
況である。

○相談体制の再構築を図り、少人数セミ
ナーをトレーニングスタイルの内容にブ
ラッシュアップすることで求職者のスキル
アップと職場体験講習による就職決定を
めざす。
目標（H30年度の目標値と同じ）
・職場体験講習受講者の就職率：70％
・内、正規雇用率：50％

○キャリアカウンセリングに対応す
る有資格者の確保
○求職者が希望する職場体験講習
受入れ企業（正規雇用求人）の開拓

雇用労働政策
課

134

（産業人材育成事業費）
ビジネスに必要な幅広い分野の基礎知
識から応用・実践力まで、受講者のレベ
ルに応じて体系的に習得できる研修
「土佐まるごとビジネスアカデミー（土佐
MBA）」の継続実施により産業振興の担
い手となる人材育成に取り組む。

・ニーズのある方に的確に必要な情
報を届けるための情報発信の強
化、学びを体験できる機会の提供

・講座内容への受講者ニーズの反
映

・高知市以外での地域の学びの機
会の拡充

受講実績者数4,129人（11月9日時点）
計画どおり進行中

（産業人材育成事業費）
ビジネスに必要な幅広い分野の基礎知識
から応用・実践力まで、受講者のレベルに
応じて体系的に習得できる研修「土佐まる
ごとビジネスアカデミー（土佐MBA）」の継
続実施により産業振興の担い手となる人
材育成に取り組む。

・ニーズのある方に的確に必要な情
報を届けるための情報発信の強
化、学びを体験できる機会の拡充

・課題解決と事業成長につながる学
びの場を充実

・地域の学びの機会の拡大

産学官民連携セ
ンター（ココプラ）

135
〇事業の対象を、専門学科で学ぶ者として
限定し、さらに県内企業との連携強化を図
る。

〇専門高校、専門学科と県内企業
との連携強化

〇技術指導
　参加生徒 352人　38社（11月末）
〇デュアルシステム
　参加生徒　246人　85社（11月末）　
○共同研究
　参加生徒　90人　10社（11月末 研究継続
中）

　地元企業と連携した取組が行われて
おり、就業体験を通して、職業理解や勤
労観の醸成につながった。　
　また、専門学科等の生徒が、専門性を
高めることができるような技術指導や就
業訓練、共同研究を実施することができ
た。

次年度については、事業廃止（予定）
各学校の様々な取組の中で、県内企業と
の連携強化を図る。

－－－－－－－－－－－
高等学校課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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136
高知家の女性しごと応援室に
よる決きめ細かな就労支援
（女性就労支援事業）

・子育て支援センター等へのPRや再就
職支援イベントの開催による求職者の
掘り起こし

・東部、西部地域への出張相談による
相談窓口の拡大

・働きやすい職場づくりに向けた企業へ
のアドバイスの実施

・長く働き続けてもらうためのアフター
フォロー、キャリア形成支援

・応援室の機能強化に向けた、関係
先との連携強化

・企業、求職者への広報

・キャリアコンサルティング・相談、関係機
関からの情報収集（随時）
・職業紹介、求人開拓（随時）
・県広報紙、求人誌等への広告掲載（随
時）
・就職支援セミナー（6/16：21名、9/1：25
名）
・子育て支援センター等への訪問　87回
・再就職支援イベントの開催（7/21,22）
　セミナー受講者数：44名
　個別相談件数：26件
・東部、西部への出張相談　12回、相談
件数：17件
・働きやすい職場づくりに向けた企業へ
のアドバイス　21件、19事業所
・女性活用のための異業種ワークショッ
プの開催（9/13、17社22名参加)
・アンケート、電話等による就職者へのア
フターフォロー等の実施　149件

＜成果＞（９月末時点）
・新規相談者数　235人（累計1,738人）
・相談件数　726件（累計5,197件）
・就職者数　70人（累計577人）
・就職率　63.1％

・応援室の認知度はまだ決して高く
なく、認知度向上のための広報の
強化が必要

・さらなる女性労働力の確保に向け
て、幅広い年齢層を対象とした掘り
起こしが必要

・働きやすい職場づくりや定着支援
に向けて、企業への支援メニューの
周知や就職者へのアフターフォロー
が必要

・求職者の掘り起こしに向けた広報等
の強化
・ホームページのリニューアル
・東部、西部地域に加え、中部地域に
おける量販店での出張相談の実施
・企業向けリーフレットの作成

・応援室の機能強化に向けた、
関係先との連携強化

・企業、求職者への広報

県民生活・男女共
同参画課

137
福祉人材センター運営事業、
福祉研修センター事業

・事業所向けセミナーの開催やパンフ
レット配布を通じた事業の周知による実
施事業所の増

・事業所の受け入れ体制の整備お
よび求職者への周知

・事業所向けパンフレット作成、配布（5～6月）
・事業所向けセミナー（7/26、40事業所60人）
・4法人6事業所が事業に参加
・求職者向け説明会開催（11～12月）

事業所向けパンフレットと併せたセミ
ナー開催案内の配布により、昨年度を
上回るセミナー参加者数となった。

事業所に働きかけて介護助手の求人情
報を収集・整理するとともに、求職者向け
に広く広報を実施することにより、マッチン
グを強化

・事業所への働きかけ
・効果的な求職者向けの広報

地域福祉政策
課

138
介護福祉士等修学資金貸付
事業

介護福祉士等養成施設貸付利用者や
介護福祉士資格取得希望者、有資格
者の再就職のための貸付金の利用を
増やし、介護福祉士の増加と定着を図
る

・再就職準備金貸付利用者の増加

9月末時点　貸付金利用者：157名
（内訳：介護福祉士等養成施設等35名、
　　　　 実務者研修120名、
           再就職準備金貸付2名）

介護福祉士等養成施設貸付利用者、実
務者研修貸付は昨年並、再就職準備金
貸付利用者が減少

介護福祉士養成施設や実務者研修実施
施設と連携した利用者数の確保、広報等
の強化による再就職準備金の増加

関係機関との連携の取り組み
地域福祉政策
課

139 福祉・介護職場体験事業

・県外大学訪問やガイダンス実施を通じ
た事業の周知
・旅費支援を活用した県外大学生によ
る職場体験の増

職場体験を実施した県外大学生に
よる就職の増

（9月末時点）
・県外大学への訪問（2校）
・ガイダンスでの説明実施（1校）
・県内事業所での職場体験等に係る旅費支援　
の実施　4名（うち1名が採用内定）

・県外大学生への高知県の事業所の紹
介
・県外大学生の職場体験先での就職内
定

・県外大学訪問やガイダンス実施を通じた
県内事業所の周知
・旅費支援を通じた県外大学生による職
場体験の増

県外大学生に対する県内事業所の
さらなる周知

地域福祉政策
課

140
潜在的有資格者等再就職支
援事業

潜在的有資格者等再就職支援事業とし
ては終了廃止。

地域福祉政策
課

141
中山間地域等ホームヘル
パー養成事業

事業を継続し、特に人手不足感の強い
中山間地域での人材確保を進める。

受講者数の減による実施市町村の
減

・9月末時点　申請４市町
　（研修実施市町村…7市町/合同開催含む）
・研修修了予定者37名

前年度（39名）並みの研修修了予定者
を確保

関係機関との連携を図り、特に人手不足
感の強い中山間地域での人材確保を進
める。

参加者数の増加に向けた周知活動
の強化

地域福祉政策
課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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142 職業能力開発訓練の充実

定員753名の計画でIT系、介護系、事務
系の職業訓練を実施予定。
今年度より長期高度人材育成コースを
新設。

ニーズの把握に対応した訓練科目
の設定。
労働局及び職業安定所との連携。

入校者　27コース　297名
（内訳）
IT系　16コース　203名
事務系　3コース　42名
介護系　3コース　31名
サービス系　1コース　15名
長期（介護）　2コース　4名
長期（その他）　2コース　2名

介護系の訓練については昨年度より
コース数を減らしたが、３コース中止。
IT系も1コース中止となったが、その時期
に訓練の募集が集中しており、他の訓
練においても、定員充足率が低い状況
となった。
雇用情勢が好調であることが影響して
いると考えられるが、介護については人
手不足な状態が続いていることから、訓
練の実施は継続する。

定員数995名の計画で30年度と同様程度
の訓練を設定。

介護系については1コース減として
いるが、ニーズを考慮した訓練数の
調整。
訓練時期の重複による定員未充足
を防ぐための日程調整。

雇用労働政策
課

143

（産業人材育成事業費）
ビジネスに必要な幅広い分野の基礎知
識から応用・実践力まで、受講者のレベ
ルに応じて体系的に習得できる研修
「土佐まるごとビジネスアカデミー（土佐
MBA）」の継続実施により産業振興の担
い手となる人材育成に取り組む。

・ニーズのある方に的確に必要な情
報を届けるための情報発信の強
化、学びを体験できる機会の提供

・講座内容への受講者ニーズの反
映

・高知市以外での地域の学びの機
会の拡充

受講実績者数4,129人（11月9日時点）
計画どおり進行中

（産業人材育成事業費）
ビジネスに必要な幅広い分野の基礎知識
から応用・実践力まで、受講者のレベルに
応じて体系的に習得できる研修「土佐まる
ごとビジネスアカデミー（土佐MBA）」の継
続実施により産業振興の担い手となる人
材育成に取り組む。

・ニーズのある方に的確に必要な情
報を届けるための情報発信の強
化、学びを体験できる機会の拡充

・課題解決と事業成長につながる学
びの場を充実

・地域の学びの機会の拡大

産学官民連携セ
ンター（ココプラ）

144
〇事業の対象を、専門学科で学ぶ者として
限定し、さらに県内企業との連携を強化を
図る。

〇専門高校、専門学科と県内企業
との連携強化

〇技術指導
　参加生徒 352人　38社（11月末）
〇デュアルシステム
　参加生徒　246人　85社（11月末）　
○共同研究
　参加生徒　90人　10社（11月末 研究継続
中）

　地元企業と連携した取組が行われて
おり、就業体験を通して、職業理解や勤
労観の醸成につながった。　
　挨拶、礼儀、コミュニケーションの向上
につながることはもちろん、仕事の厳し
さも体験でき、自分の役割に責任を持つ
ことの重要さを学べぶことにより、今後
の進路実現に大きく役立つことが予想さ
れる。

次年度については、事業廃止（予定）
各学校の様々な取組の中で、就労支援を
実施

－－－－－－－－－－－ 高等学校課

告知時期の早期化を行うとともに、年2
回の事業周知を実施。

周知活動の強化
・私立高等学校での職業講話の実施
実施校：1校、参加生徒数：約50名

・私立高校の進学率の高さが実施校増
加に至っていない要因と考えられるが、
引き続き就職に関する意識醸成の必要
性と事業活用について進路担当教員へ
呼びかけていく。

告知時期の早期化を実施。 県内企業理解に関する意識醸成 商工政策課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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145
公共職業訓練（委託訓練事
業）

（母子枠）
・20名

（託児サービス）
・県が直接民間託児サービス提供事業
者と契約締結し、全ての訓練コースで
託児サービスが利用できる環境を整え
る。

（母子枠）
・労働局や職業安定所と引き続きの
連携
（託児サービス）
・民間託児サービス提供事業者の
確保。

（母子枠）
9月までに12名の設定で取り組み、周知とニー
ズの調査等、労働局及び職業安定所と連携
を図ったが、利用はなかった。

（託児サービス）
・利用者数（前年度からの繰越者及び予定者
含む）：1名（児童：1名）
・就職率：100％

（母子枠）
雇用情勢が良いことも影響して、利用状
況が０％となっている。随時の状況把握
とともに、今後とも利用を想定して制度
としては維持していきたい。

（託児サービス）
・子育て中の方に対し、職業訓練を受講
しやすくするための支援ができた。

（母子枠）
30年度と同数の設定。

（託児サービス）
・県が直接民間託児サービス提供事業者
と契約締結し、全ての訓練コースで託児
サービスが利用できる環境を整える。

（母子枠）
周知とニーズの調査等、労働局及
び職業安定所との連携。

（託児サービス）
・民間託児サービス提供事業者の
確保。

雇用労働政策
課

146
出産後の女性再就職促進事
業

子育て中の女性を対象に再就職を支援
するためのイベントを実施

効果的な広報による参加者の増

お母さんのための再就職準備イベントの開催
・7/21、7/22（子育てイベント「すこやか2018」
で実施）
セミナー：延べ44名参加、相談件数：延べ26件

（今後の予定）
・10/30　ちより街テラス
・2/23　フジグラン高知

・子育てイベントのメイン会場と異なる会
場で実施したことから、集客には苦戦し
たが、イベント参加者の満足度は高かっ
た。
（アンケートで「大変よかった」または、
「よかった」と回答した方は85％）

子育て中の女性を含む幅広い年齢層を対
象とした女性の再就職を支援するための
イベントを実施

効果的な広報による参加者の増

雇用労働政策
課
（子育て女性～
事業はH30から
県民生活・男女
共同参画課）

147 女性のための就業支援講座

・女性の就業支援のためのパソコン講
座6コース（エクセル2コース、ワード2
コース、パワーポイント2コース）を実施

・各講座の基礎講座については、ひとり
親家庭等就業・自立支援センターと共
催で開催

・関係機関との連携
・事業内容の県民への周知
・就労効果等の検証

・就労支援パソコン講座
エクセル基礎　20名
エクセル検定　19名
ワード基礎　　　20名
ワード検定　　　20名

就労支援の講座であるが、未就業者よ
りも就業者が受講するケースが増加し
てきている。

・女性の就業支援につながるようパソコン
講座４コース（エクセル2コース、ワード2
コース）を実施

・各講座の基礎講座については、ひとり親
家庭等就業・自立支援センターと共催で
開催

必ずしも就業支援につなっていると
は言い難く、事業の再構築が必要と
なってきた。

ソーレ

148
ひとり親家庭等自立支援事
業

○ひとり親家庭等就業・自立支援セン
ターにおいて自立に向けた支援
・ひとり親家庭等就業・自立支援セン
ター、高知労働局（ハローワーク）、高知
家の女性しごと応援室との間で定期的
に連絡会を行い、連携方法を具体化さ
せる。
・ひとり親家庭等就業・自立支援セン
ターと連携し、市町村・関係機関への訪
問による制度の説明・周知を実施する。
・ハローワークでの出張相談等、関係機
関と連携した相談機会の拡大など情報
提供・相談体制を強化する。
○各種給付金制度等（高等職業訓練促
進給付金、自立支援教育訓練給付金、
高卒認定試験合格支援事業、高等職
業促進資金貸付事業）の周知を強化す
る。　

○ひとり親家庭の支援機関としての
専門性を高めるため、相談対応職
員のスキル向上、相談者への継続
的なフォロー体制の構築
○SNS等の媒体も活用した適宜、頻
回な情報発信

○ひとり親家庭等就業・自立支援センター
・相談件数：358件　（H29年度同時期：563件）
・就職決定者数：23人（同：16人）
・移動相談件数：15回（同：12回）
・センター、労働局、応援室による連絡会：８月
30日
※役割分担に関しては、就業支援の対象者
は全て応援室につなぐ取組を行って行く
・市町村・関係機関への訪問：市町村等と日
程調整中
・ハローワークでの出張相談等：ハローワーク
と日程調整中

○各種給付金制度等の周知強化
・リーフレット作成・配布：3,500部

○ひとり親家庭等就業・自立支援セン
ター
・相談件数が減少傾向にあることから、
広報の強化等を図る必要がある。
・移動相談における相談者数が14市町
で０人～２人と少数であることから、実施
方法の見直し等を図る必要がある。

◆ひとり親家庭等就業・自立支援センター
において自立に向けた支援
○訪問活動による周知
・市町村の母子保健や子育て支援を所管
する部署等を訪 問し、センターの情報提
供やひとり親等の対象者への支援制度周
知を依頼
○移動相談の実施方法の見直し
・児童扶養手当現況届提出時期に合わせ
た移動相談開設の他、事前予約制によ
り、利用者の希望する日時や場所で実施

◆高等職業訓練促進給付金等の周知を
強化する。　
○訪問活動による周知
・看護師や介護福祉士等を養成する専門
学校等を訪問し、センターの情報提供を
行うとともに、ひとり親等の学生への支援
制度周知を依頼　（※ひとり親支援の給付
金の広報は、専門学校等にとって入学者
数の増加につながる）

◆ひとり親家庭等就業・自立支援セ
ンター
○訪問活動による周知
訪問活動の効果を把握することが
困難であること
○移動相談の実施方法の見直し
事前予約受付中の事実を知っても
らうための方法を確立すること
（候補）
➀課HP、フェイスブック等SNS
②センターチラシ
③市町村（訪問活動における訪問
先配布資料へ記載）
④福祉保健所

◆高等職業訓練促進給付金等
○訪問活動による周知
訪問活動の効果を把握することが
困難であること

児童家庭課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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し
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組

取組の内容 担当課室

149
母子父子寡婦福祉資金貸付
事業

○母子家庭の母、父子家庭の父、寡婦
に各種資金を貸付
○ひとり親家庭等福祉のしおりをひとり
親家庭及び関係機関へ配布し制度の
周知を図る
○ラジオ、SNSにて制度の周知を図る

ニーズへの対応及び制度の周知

○母子家庭の母、父子家庭の父に各種資金
を貸付
平成30年度９月末現在貸付件数：58件（新規
32件、継続26件）
○ひとり親家庭等福祉のしおりをひとり親家
庭及び関係機関へ配布（22,500部作成）

○貸付人数は、対前年同期比116％で
増加している（前年同期：50件）。
→引き続き制度の周知に取り組む必要
がある。

○母子家庭の母、父子家庭の父、寡婦に
各種資金を貸付
○ひとり親家庭等福祉のしおりをひとり親
家庭及び関係機関へ配布し制度の周知を
図る。
○SNS等を活用し、広報媒体を拡大する。

ニーズへの対応及び制度の周知の
ための関係機関との連携

児童家庭課

150 保育士等人材確保事業

・保育士人材確保連絡協議会におい
て、各関係団体等と連携を模索し、退
職者へのアプローチを検討していく
・潜在保育士および子育て支援員に対
して人材センターへの登録の誘導や広
報の強化
・ホームページでの求人情報の提供お
よびＰＲを引き続き実施する。

・潜在保育士の発掘および情報収
集

・紹介人数　７人
・就職人数　１２人
・保育所等訪問　４２か所
・保育士等業務の説明会
　　　　　１４回　延べ参加者１７４名

・前年度と比べて紹介人数、就職人数と
もに横ばいであり、マッチング数が少な
い

・社会福祉協議会と連携し、潜在保育士
等へのアプローチを検討
・各関係団体等と連携し、退職者へアプ
ローチをしていく
・潜在保育士および子育て支援員に対し
て人材センターへの登録の誘導や広報の
強化
・ホームページでの求人情報の提供およ
びＰＲを引き続き実施する。

・潜在保育士の発掘及び情報収集 幼保支援課

151 保育士修学資金貸付事業

①貸付：継続37人（1名減）　新規30人
②保育補助者雇上費貸付：5件
③未就学児をもつ保育士に対する保育
料の一部貸付：5人
④潜在保育士の再就職支援事業（就職
準備金）：19人
⑤未就学児をもつ保育士の子どもの預
かり支援事業利用料金の一部貸付事
業：5人

①貸付を受け、県内に保育士として
就職する人数は増えるが、正規雇
用が厳しい中、安心して働き続けら
れるよう継続的な支援が必要であ
る。
②～⑤潜在保育士の再就職支援の
ため、貸付事業の受託者である社
会福祉協議会とともにPRを行う必
要があるが、潜在保育士の把握が
十分に出来ておらず、アプローチの
方法が難しい。

①貸付：継続３７人　新規３８人
③未就学児を持つ保育士に対する保育料の
一部貸付：４人
④潜在保育士の再就職支援事業
（就職準備金）：１人
②⑤は利用者なし

①貸付予定枠（30人）を広げ、貸付（38
人）を行った。
②～⑤については、予定者数に達して
いない状況。

①貸付：継続38人　新規30人
②保育補助者雇上費貸付：5件
③未就学児をもつ保育士に対する保育料
の一部貸付：5人
④潜在保育士の再就職支援事業（就職準
備金）：19人
⑤未就学児をもつ保育士の子どもの預か
り支援事業利用料金の一部貸付事業：5
人

①安心して働き続けられるよう継続
的な支援が必要である。
②～⑤潜在保育士の再就職支援の
ため、貸付事業の受託者である社
会福祉協議会とともにPRを行う必
要があるが、潜在保育士の把握が
十分に出来ておらず、アプローチの
方法が難しい。

幼保支援課

152
看護の心普及・ナースセン
ター強化事業

・看護フェア、ふれあい看護体験は継続
実施
・ナースセンター機能強化事業について
は、　マスコミ（新聞等）による事業紹介

・委託先である高知県看護協会で
開催される看護フェアで進路説明会
等実施しているが、当課との事業と
も重なるところがあるため事業調整
が必要

　高校生とその保護者を対象に看護フェアを
開催。進学や職業選択のアドバイス、進路相
談に対応。
　高校生の夏休みを利用して、各医療機関に
看護師の1日体験を行う催しを開催。
　ナースセンターの機能強化事業として、離職
者の登録制度が努力義務化された。ナースセ
ンター担当職員3名が、県全域の病院を訪問
し、普及啓発活動継続。

・看護フェアの参加者（199）人
・ふれあい看護体験（466）人

＜成果＞
・求職応募率：84.8%（全国：30.1％）
・求職就職率：82.9%（全国：17.9%）
・応募就職率：97.8%（全国：59.6%）

　看護の心普及事業については、看護
に興味をもつ高校生等に看護の魅力や
進路・進学相談活動を通じて普及出来
てきた。
　看護フェア参加者は、前年から増加
し、ふれあい看護体験参加者は、前年と
比べて横ばいであった。
　離職時のナースセンターへの登録実
績は伸びが悪いが、H30年2月に初めて
実施した再就職説明会では、当日５名
の就職が決まり、１～２ヶ月以内には４
名の就職が決まるなど成果が出てい
る。

・看護フェア、ふれあい看護体験は継続実
施

・ナースセンター機能強化事業では、届出
制度について当課で実施する事業等でも
呼びかけを行うなど周知に取り組む。　
・再就職説明会・復職支援研修会等の継
続実施。

・委託先である高知県看護協会で
開催される看護フェアで進路説明会
等実施しているが、当課との事業と
も重なるところがあるため事業調整
が必要
・届出制度について周知を行ってい
るが、登録件数が微増であり、更な
る工夫が必要。

医療政策課

153 女性医師復職支援事業費

・高知医療再生機構に相談窓口を設
置。
・復職を希望する女性医師への研修機
会の提供。

・対象者だけでなく、学生や研修医
に対しても、事前に本事業を周知す
ることが必要。

・高知医療再生機構に相談窓口を設置。
・復職を希望する女性医師への研修支援事業
について、高知医療再生機構のHPや高知大
学医学部外科医師が実施する女性医師の活
躍を支援するセミナーにおいて、学生や研修
医に対して当事業のPRを行った。
・産休・育休中の医師に対して復職支援事業
を説明し活用を促した。
・高知医療再生機構の担当者が県内の医師
のキャリア形成を支援する高知地域医療支援
センターや県外大学の担当者と事業に関する
情報交換を行った。

・相談件数は、10件（4名）、研修支援事
業の活用は0件で、引き続き事業の周
知を図る必要がある。
・対象者はいるものの、支援事業に付随
する事務の負担があることで活用に繋
がっていない。

・高知医療再生機構に相談窓口を設置。
・復職を希望する女性医師への研修機会
の提供。

・全国医学部長病院長会議におい
て、今年度中に全国の女性医師支
援の取り組みの紹介や新たな取組
の提案がある予定であり、その結果
を踏まえて今後の取り組みにつな
げていく必要がある。

医師確保・育成
支援課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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女性のための起業支援講座
深い内容の講座が実施できたが、29年
度で廃止。

起業ステップの初期段階にある女
性を主な対象に講座を実施し、ロー
ルモデル等からステップアップする
ための具体的な情報の提供を行っ
てきたが、今後は女性起業家等を
支援するネットワークが行うプロジェ
クトの構成機関としての役割を担っ
ていくことで、他機関等との類似事
業を整理した、

－ － － － ソーレ

155 女性農力向上支援事業

・農業機械講座の開催回数増、
内容の充実　

・引き続き労務管理、新技術を
テーマに内容をワンランクアップ
した講座の開催

・受講生の交流促進

・女性農業者のニーズや県政
策に沿った講座、講師の検討
・女性が参加しやすい機会や
交流の場の創出

・はちきん農業大学での県域及び地
域講座年間開催計画作成（4～5月：
88講座）
・はちきん農業大学始業式（6/11：出
席者145名、入校者98名）
・経営改善目標作成支援（7月～9月）
・各種講座・先進事例調査実施（6月
～12月：60講座）
　　【県域】農業機械講座（7/18､
25,8/29：20名）、先進事例研修
（11/12：香川県　43名）
    【地域】経営管理、新技術、農業施
策講座など（6～12月：9地域で開催）

・農業者の関心の高い労務管理
（ｶｲｾﾞﾝ）をテーマに講演会、先進
事例調査を開催した。座学だけ
でなく、実践事例を出席者自身
が確認したことで、効率化（作業
動線の見直し、作業工程毎の労
働時間の把握等）が経営をかえ
るという理解が深まった。

　・労務管理や新技術の実践を目
的とした講座の開催及び実践

　・受講生の交流促進

女性農業者のニーズや県政
策に沿った講座の開催
・女性が働きやすい環境整備
に向けた検討
⇒ニーズと施策に応じた講座
テーマ、開催方法検討

環境農業推進
課

156

（若手後継者育成事業費）
商工会・商工会議所の女性のため
の各種セミナー、研修会等の開催
費の他、地域振興事業に対して助
成する。

女性部として、商工会・商工会
議所の取組への協力体制はと
れているので、今後、地域振興
の担い手として、女性部員の意
識改革へ取組みを推進する。

・商工会女性部員活動事例発表及び講
演会を開催（4月25日）
・商工会議所女性会連合会県連大会研
修会を開催（6月20日）

（成果）
・商工会女性部員活動事例発表及び講
演会に77名、商工会議所女性会連合会
県連大会研修会に48名が参加

・商工会・会議所の女性のための各
種セミナー、研修会等を通じた経営
への参加は進んでいると思われる
が、研修会参加人数については対
前年比で共に減少している。
　「商工会女性部員活動事例発表
及び講演会」
　（H29）119名→（H30）77名【対前年
比△42名】
　「商工会議所女性会連合会県連
大会研修会」
　（H29）59名→（H30）48名【対前年
比△11名】

（若手後継者育成事業費）
商工会・商工会議所の女性のための
各種セミナー、研修会等の開催費の
他、地域振興事業に対して助成す
る。

・適切なテーマの選定を行う。
・開催時期を調整するなど、参
加人数の確保に努める。

経営支援課

157

総合的な監督指針において、目標とさ
れている役員に占める女性の割合を早
期に10%、平成32年度までに15%を目指
すことに向けて、各農協での取組が進
められているかどうかなどについて、指
導を継続していく。

地域が男性主導となっている中で
の人材確保

各農協の状況を把握し、必要に応じてヒアリン
グの際に、女性役員の状況を確認するなどと
している。

引き続き、各農協に対してヒアリング等
を実施し、状況の把握、取り組みへの支
援を行う。

総合的な監督指針において、目標とされ
ている役員に占める女性の割合を早期に
10%、平成32年度までに15%を目指すこと
に向けて、各農協での取組が進められて
いるかどうかなどについて、指導を継続し
ていく。

・高齢化等により女性部員が減少す
る中での人材確保
・地域が男性主導となっている中で
の人材確保

協同組合指導
課

158
・常例検査時に啓発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・常例検査実施漁協箇所数＝10か
所

啓発機会をとらえる取組
・常例検査時に啓発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・常例検査実施漁協箇所数＝４か所

正組合員に対する女性の割合は
10.8％で、組合員数は過去５年間で
846人減少しているものの、女性の
割合は1.2％増加している。

・常例検査時に啓発
（常例検査実施漁協箇所数＝13か
所）

啓発機会をとらえる取組 水産政策課
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商工団体等（商工会議所・商
工会、農業協同組合、漁業協
同組合）の女性組織の育成と
経営への参加促進
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・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画
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159 創業のための融資制度

中小企業制度金融貸付事業費（創
業等支援融資）
県内で開業しようとする方及び開業
して5年以内の中小企業者を対象と
する融資制度により、創業を資金
面から支援する。（高知県信用保証
協会に支払う保証料の一部を補給
する）

制度の周知に努める。
・融資実績　49件　279,310千円
（11月末現在の保証承諾額ベース、年度
目標の81.7%)

・昨年度同期比で件数117%、金額
150%と融資実績が大きく伸びている

中小企業制度金融貸付事業費（創業
等支援融資）
県内で開業しようとする方及び開業し
て5年以内の中小企業者を対象とす
る融資制度により、創業を資金面か
ら支援する。（高知県信用保証協会
に支払う保証料の一部を補給する）

制度の周知に努める。 経営支援課

160
女性のための起業支援講座
（再掲）

深い内容の講座が実施できたが、29年
度で廃止。

起業ステップの初期段階にある女
性を主な対象に講座を実施し、ロー
ルモデル等からステップアップする
ための具体的な情報の提供を行っ
てきたが、今後は女性起業家等を
支援するネットワークが行うプロジェ
クトの構成機関としての役割を担っ
ていくことで、他機関等との類似事
業を整理した、

－ － － － ソーレ

161

・郷土料理の伝承活動の一層の強化

・郷土料理の観光客へのアピール機会
の増加（特に土佐田舎寿司のＰＲを強
化）

・郷土料理の技術・知識を持った人
材の育成
・郷土料理の広報
・飲食店での郷土料理のメニュー化

・高知城歴史博物館で開催されている郷土料
理講習会へ、農漁村女性グループ研究会及
び土佐の料理伝承人に講師を依頼

・土佐寿司を盛り上げる会（5/31設立総会）で
の田舎寿司の展示品の作成を依頼

・郷土料理伝承に係る情報収集

〈成果〉（9月末時点）
・高知城歴史博物館郷土料理教室協力３回
（６月～８月：協力グループ３、教室参加者：75
名）
・土佐寿司を盛り上げる会の設立総会で、農
家の女性が作った田舎寿司を展示し、報道各
社の取材を受け、テレビ、新聞紙上など広く取
り上げられたことで、あらためて田舎寿司の存
在をアピールできた。

・高知城歴史博物館料理講習会は毎月
１回開催しており、県内の郷土料理の知
識・技術を有する農家女性の活動の場
として定着した。

・土佐寿司を盛り上げる会の中で、県内
各地域の郷土寿司の情報発信の取組
を強化することにより、各地域の農家女
性の活動の活性化につなげる。

・郷土料理の伝承活動の一層の強化
・郷土料理伝承するための担い手の技術
の資料化
・郷土料理の観光客へのアピール機会の
増加

・郷土料理の担い手確保

・土佐寿司のＰＲ活動を実施するた
めに関係先との連携強化

地域農業推進
課

162
地域イベントで、地域の食材を提供す
る。

部員の高齢化による体力面や家庭
の事情から、活動時間が限られる。

○視察、研修
　・久万林業まつりを視察（10/20）
○草花を使った押し花作り
　・物部地区文化展で押し花教室、展示を
　　実施（11/17、11/18）
○取材対応
　・京都女子大の教授による林業に関する
　　インタビューへの対応（9/12、9/13）

・上半期は、７月の豪雨により活動を自
粛したが、下半期は、例年どおりの活動
を継続して実施する予定。

地域イベントで、地域の食材を提供する。
部員の高齢化による体力面や家庭
の事情から、活動時間が限られる。

森づくり推進課

163

○地域加工グループの持続的な活動
の支援
・経営感覚を伴った持続的な取組
・催事や商談会への参加
・新商品開発
・食育授業の実施
・漁獲物の付加価値向上

○販路の確保や取引の継続
○加工グループメンバーの高齢化
に対する労働力の確保
○加工原魚の安定的な仕入れ
○活動継続に必要な地域ぐるみの
協力体制の構築

（アウトプット）
・県内のイベントに出展及び販売（11回）
・商談会への参加（0件）
・小学校等での食育活動（9回）

（アウトカム）
・県内の地域加工グループの活動の継続によ
る雇用の確保に貢献
・地域水産物や郷土料理に関する知識の習
得
・安心安全な食品の提供及び漁家所得の向
上

・イベント販売に参加することで売上向
上に貢献した
・小学校等での食育授業等の開催で地
域の魚食文化を若い世代につなぐこと
が出来た
・商談会に参加し、販路の拡大に取り組
んだ
・値の付かない魚介類を利用することに
より、漁業者及び加工グループの双方
に利益を生み出すことができた

○地域加工グループの持続的な活動の
支援
・経営感覚を伴った持続的な取組
・催事や商談会への参加
・新商品開発
・食育授業の実施
・漁獲物の付加価値向上

漁業振興課
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農業女性グル―プ、林業女
性グループ、漁業女性グ
ループの自主研修や交流活
動の支援
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164
女性のチャレンジ・エンパ
ワーメント支援

男女共同参画の視点を持った人材、地
域の中核的リーダーとなる女性育成の
ため、職場及び防災のプログラム実施
とスキルアップのための講座を実施
・女性の活躍応援
・女性防災プロジェクト
・エンパワメント講座
・就労支援パソコン講座（6コース）

・参加者に対する職場の協力
・関係機関との連携

職場及び防災の２分野におけるリーダーとな
る女性の育成を行うための事業を行うととも
に、次年度以降の継続実施に向けたリーダー
育成プログラムを策定
・女性の活躍応援塾（35名）１回開催
・女性防災プロジェクト（延べ114名）３回開催
　　　※公開講座を含む。

女性の就業・起業支援事業として
・就労支援パソコン講座　４コース79名参加

・企業や参加者のニーズを把握し、プロ
グラム内容の十分な検証が必要
・年間で複数回の開催すべてに全員が
参加するのは困難

男女共同参画の視点を持った人材、地域
の中核的リーダーとなる女性を育成する
ため、職場及び防災のプログラム実施と
スキルアップのための講座を実施

・女性の活躍応援
・女性防災プロジェクト

・参加者に対する職場の協力
・関係機関との連携

ソーレ

165
人材の育成（地域産業の担
い手）（再掲）

（産業人材育成事業費）
ビジネスに必要な幅広い分野の基礎知
識から応用・実践力まで、受講者のレベ
ルに応じて体系的に習得できる研修
「土佐まるごとビジネスアカデミー（土佐
MBA）」の継続実施により産業振興の担
い手となる人材育成に取り組む。

・ニーズのある方に的確に必要な情
報を届けるための情報発信の強
化、学びを体験できる機会の提供

・講座内容への受講者ニーズの反
映

・高知市以外での地域の学びの機
会の拡充

受講実績者数4,129人（11月9日時点）
計画どおり進行中

（産業人材育成事業費）
ビジネスに必要な幅広い分野の基礎知識
から応用・実践力まで、受講者のレベルに
応じて体系的に習得できる研修「土佐まる
ごとビジネスアカデミー（土佐MBA）」の継
続実施により産業振興の担い手となる人
材育成に取り組む。

・ニーズのある方に的確に必要な情
報を届けるための情報発信の強
化、学びを体験できる機会の拡充

・課題解決と事業成長につながる学
びの場を充実

・地域の学びの機会の拡大

産学官民連携セ
ンター（ココプラ）

166
市町村における男女共同参
画状況の把握及び市町村と
の情報交換

女性活躍推進法で市町村に女性活躍
推進計画の策定が義務づけられ、男女
共同参画計画との一体的な策定も可と
されていることから、両計画の一体的な
策定も含め、計画策定を働きかける。

市町村における男女共同参画の取
り組みの優先度を上げる働きかけ

・男女共同参画週間の周知
・国等からの通知について適宜情報提供
・男女共同参画職員研修の実施
・男女共同参画推進状況調査の実施

県民生活・男女共
同参画課

167
市町村が行う男女共同参画
の取り組み支援

男女共同参画に関する各種統計データ
の収集及び提供等を行う

市町村における男女共同参画の取
り組みの優先度を上げる働きかけ

・男女共同参画週間の周知
・国等からの通知について適宜情報提供
・男女共同参画職員研修の実施
・男女共同参画推進状況調査の実施

機会を通じて情報提供等ができた
男女共同参画に関する各種統計データの
収集及び提供等を行う

市町村における男女共同参画の取
り組みの優先度を上げる働きかけ

県民生活・男女共
同参画課

168 引き続き、情報提供を行う。
ＮＰＯ活動の拡大はもとより、その質
の向上についても取組む必要があ
る。

H30年９月末認証数：331
社会貢献活動促進法施行後20年を迎え、社
員の高齢化などで解散する団体がある一方
で、現在の地域社会の状況に対応しようとす
る新規団体も出てきている。

予算規模を大きくしている団体がある一
方で、活動が停滞している団体もあり、
二極化しているように思われる。

引き続き、情報提供を行う。
ＮＰＯ活動が活性化するような、
ニーズに細かく沿った情報提供のあ
り方を検討していくこと。

県民生活・男女共
同参画課

169

（バーチャルボランティアセンター事業）
・HPの管理運営
・広報グッズ活用等によるピッピネットの
周知
・新規登録団体の開拓

ピッピネットの広報、周知

H28.9末649団体、H29.9末514団体、H30.9末
488団体
・ボランティア情報の発信（24件）
・掲載イベント84件
・新規7団体

・ボランティア活動紹介を充実させるな
ど、ボランティア活動の推進が図られて
いる。

（バーチャルボランティアセンター事業）
・HPの管理運営
・広報グッズ活用等によるピッピネットの周
知
・新規登録団体の開拓

ピッピネットの広報、周知
地域福祉政策
課
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ＮＰＯやボランティア活動に関
する情報の提供（ピッピネット
/広報誌など）

40



実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

170
引き続き各種セミナー等において、参加
者ニーズを把握した取組を実施する。

それぞれの事業の広報活動につい
て引き続き検討する必要がある。

　各種セミナー等において、参加人数の増加
という点では引き続き課題があるが、講座内
容については参加者ニーズに答えられてい
る。ＮＰＯフォーラム（12月１日開催）において
は、「20年の歩みとこれから」をテーマに行い、
準備段階から、これまでと同様に性別年齢を
超えた柔軟な協働が行われた。フォーラム当
日もワールドカフェにおいて、性別年齢、社会
的立場を超えて、テーマに応じたフレキシブル
でフラットな議論と協働が行われた。
　年齢性別や社会的立場を超えて、様々な
人々が、テーマに応じて適宜柔軟に連携する
という、市民社会における協働のモデルを引
き続き示すことができた。

　各団体のニーズを踏まえた効率的な
組織運営につながるセミナーや、ＮＰＯ
らしい、年齢性別・社会的立場を超えた
柔軟さをもったの取組はできている。
　しかし、特定非営利活動促進法の施
行から20年経って、ＮＰＯ活動そのもの
に絶対的な価値をおくのではなく、これ
から地域社会にとって必要なＮＰＯのあ
り方、存在意義を考えた取組をすること
が必要となっていると思われる。

　引き続き各種セミナー等において、参加
者ニーズを把握した取組を実施するととも
に、NPOの地域課題解決力が高まるよう
に支援する。

ＮＰＯと大学や企業など他のセク
ターとの創造的・発展的なネット
ワークの構築

県民生活・男女共
同参画課

171

（ボランティアセンター事業）
・福祉教育・ボランティア学習実践講座
の開催
・ボランティアコーディネーター研修事業
の実施

・学校現場における福祉教育の継
続的実施
・ボランティア受入団体のコーディ
ネート機能の強化

・福祉教育基礎研修
　４月２７日（金）13:00-16:00
　１６名参加
・ボランティアコーディネーター研修
　５月１５日（火）13:30-16:30　対象：施設
　　　１５名参加
　５月１６日（水）9:30-12:30　対象：社協
　　　２２名参加

・福祉教育・ボランティア学習に関わる
者が、その学習を進めるための知識や
技術を習得することができた。
・ボランティアを受け入れるためのコー
ディネートの知識・技術の向上を図っ
た。

（ボランティアセンター事業）
・福祉教育・ボランティア学習実践講座の
開催
・ボランティアコーディネーター研修事業の
実施

・学校現場における福祉教育の継
続的実施
・ボランティア受入団体のコーディ
ネート機能の強化

地域福祉政策
課

172

各種のイベントを開催する際に、女性に
焦点を当てた取り組みや情報発信を行
う。
オリパラ関連事業と併せて、女性のス
ポーツ参加機会の拡大をめざす。

女性に焦点を当てた取り組みや情
報発信が少なく、さらなる機運の醸
成が必要。
女性の社会進出が進んでいるもの
の、子育て世代の女性がスポーツ
をする時間は少ない。

・「全国レクリエーション大会in 高知」では、「３
B体操」や「フォークダンス」が開催され、県内
からも多くの女性が参加した。
・「高知龍馬マラソン2019」では、女性を大きく
全面に押し出したデザインのポスターを作成
した。
・エリア協議会事業では「フラダンス教室」や
「ヨガ教室」が開催され多くの女性が参加し、
地域独自で継続する事業となった。

・女性の運動・スポーツへの参画に対す
る機運の高まりが見られた。
・健康増進・美容を目的とした取組の
ニーズが高い。
・身近なきっかけを提供することによっ
て、活動が広まっていく。また、複数回
開催することで、効果を実感できたり、コ
ミュニティーが形成されることから、より
定着しやすくなる。

・地域のニーズに基づいた、身近な教室
や気軽に参加できるスポーツイベントな
ど、スポーツ実施のきっかけ作りとなる取
組の実施。
・各種イベントを行う際に、女性に焦点を
当てた情報発信を行う。

・女性に焦点を当てた取組や情報
発信が少なく、さらなる機運の醸成
が必要。
・女性の社会進出が進んでいるもの
の、子育て世代の女性がスポオー
ツをする時間は少ない。

スポーツ課

173
企業等への外部講師派遣事
業の実施（出前講座事業等）
（再掲）

・出前講座
各種団体企業等の依頼に応じ、サポー
ター講師やソーレ職員が講師として、男
女共同参画に関する講座を実施

・団体企業等のニーズ把握
・ニーズに合致した講座内容の充実
・事業内容の団体企業等への周知

・出前講座
　県外・県内講師派遣
　　１件（１回）50名参加
　ｻﾎﾟｰﾀｰ講師派遣
　　17件（25回）1,319名参加
　ｿｰﾚ職員講師派遣
　　３件（３回）69名参加

・昨年同期と比較して、企業・団体等か
ら依頼も増加しつつあり、出前講座の認
知度も向上してきたが、さらなる上積み
を求め、関係機関との連携を図りなが
ら、体制の強化を進めていくことが必要

・出前講座
各種団体企業等の依頼に応じ、サポー
ター講師やソーレ職員が講師として、男女
共同参画に関する講座を実施

・団体企業等のニーズ把握
・ニーズに合致した講座内容の充実
・事業内容の企業・団体等への周知
・体制の強化

ソーレ
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ＮＰＯ、ボランティア団体、自
治会、スポーツ団体、女性活
動団体等の育成・支援（再
掲）
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

174
人材の育成（地域産業の担
い手）（再掲）

（産業人材育成事業費）
ビジネスに必要な幅広い分野の基礎知
識から応用・実践力まで、受講者のレベ
ルに応じて体系的に習得できる研修
「土佐まるごとビジネスアカデミー（土佐
MBA）」の継続実施により産業振興の担
い手となる人材育成に取り組む。

・ニーズのある方に的確に必要な情
報を届けるための情報発信の強
化、学びを体験できる機会の提供

・講座内容への受講者ニーズの反
映

・高知市以外での地域の学びの機
会の拡充

受講実績者数4,129人（11月9日時点）
計画どおり進行中

（産業人材育成事業費）
ビジネスに必要な幅広い分野の基礎知識
から応用・実践力まで、受講者のレベルに
応じて体系的に習得できる研修「土佐まる
ごとビジネスアカデミー（土佐MBA）」の継
続実施により産業振興の担い手となる人
材育成に取り組む。

・ニーズのある方に的確に必要な情
報を届けるための情報発信の強
化、学びを体験できる機会の拡充

・課題解決と事業成長につながる学
びの場を充実

・地域の学びの機会の拡大

産学官民連携セ
ンター（ココプラ）

175
団体等の自主活動支援及び
相互交流の促進（ソーレえい
ど事業等）

【ソーレ・えいど事業】
事業主体：男女共同参画を推進するグ
ループ・団体等
対象事業：広く県民を対象として実施さ
れる事業で、男女共同参画社会の推進
に資する講演会や講座、調査研究等
内容：１企画上限２０万円以内

・ソーレまつり2019の開催

関係グループ・団体への事業内容
の周知

・ソーレ・えいど事業
①高知県母親運動連絡会
②「夜間もやってる保育園」上映委員会
③こうち男女共同参画ポレール
④ママの働き方応援隊高知校
⑤デルタ・カッパ・ガンマ・ソサエティ・インター
ナショナル　ジャパンステイト

・ソーレまつり2019（１月実施）

・ソーレ・えいど事業には６団体から応募
があり、うち５団体が採択となった。対象
事業が高知市以外で実施されるものに
対して別に助成枠を設けているが、応
募はなかった。

【ソーレ・えいど事業】
事業主体：男女共同参画を推進するグ
ループ・団体等
対象事業：広く県民を対象として実施され
る事業で、男女共同参画社会の推進に資
する講演会や講座、調査研究等
内容：１企画上限２０万円以内

・ソーレまつり2020の開催

関係グループ・団体への事業内容
の周知

ソーレ

176
観光ガイド育成事業による人
材育成

・県内各地域の観光ガイド団体の連携
と質の高いガイド技術の習得を目的と
する研修の実施を委託する。
・観光客の満足度向上、地域での消費
拡大のため、アドバイザーを派遣し地域
事業者と連携したガイドコースの設定な
どに取り組む。

・幕末維新博の開催に併せた、専門
知識の習得など各団体のレベル
アップ。
・新規立ち上げ団体への支援。
・各ガイド団体の相互連携、情報共
有の充実
・市町村や観光協会との連携強化

<アウトプット（結果）>
高知県観光ガイド連絡協議会
・西部地区研修交流会の開催
　　参加者数34名
・個別勉強会の開催
　　開催団体1団体
　　参加者数28名
・避難訓練の実施10団体
・アドバイザー派遣1団体

<アウトカム（成果）>
・西部地区研修交流会の開催により、各団体
間や市町村、観光協会等との連携強化ができ
た。
・個別勉強会により、新人ガイドの養成を行
い、磨き上げを行うことができた。
・避難訓練の実施により、地震発生時等の避
難経路の確認等ができた。
・アドバイザーの派遣により、消費拡大に向け
た既存まちあるきコースの見直しの検討を始
めた。

・市町村や観光協会など関係機関との
連携強化が図られた。
・観光ガイドのレベルアップが図られた。

・県内各地域の観光ガイド団体の連携と
質の高いガイド技術の習得を目的とする
研修の実施を委託する。
・観光客の満足度向上、地域での消費拡
大のため、アドバイザーを派遣し地域事業
者と連携したガイドコースの設定などに取
り組む。

・新規立ち上げ団体への支援
・各ガイド団体の相互連携、情報共
有の充実
・市町村や観光協会との連携強化

おもてなし課

177

②
防
災
分
野
で
の
男
女
共
同
参
画

の
拡
大

高知県防災会議等への女性
の参画

引き続き委員の交代があった場合に
は、その後任者について可能な限り女
性を指名するよう働きかける。

委員はその多くが法定の機関・団体
であり、その代表や役職員が就任し
ている。（委員には、防災会議構成
機関の代表として意見を述べてもら
うため、委員の選定については、各
構成機関に委ねられている。）

女性委員の退任に伴い、後任者にも女性委
員就任の働きかけを実施した。

女性委員の総数は変わっていないが、
現状維持ができた。

引き続き委員の交代があった場合には、
その後任者について可能な限り女性を指
名するよう働きかける。

委員はその多くが法定の機関・団体
であり、その代表や役職員に女性
が少ないことが課題。（委員には、
防災会議構成機関の代表として意
見を述べてもらうため、委員の選定
については、各構成機関に委ねら
れている。）

危機管理・防災
課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの
変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

178
女性防火クラブなど女性によ
る地域防災活動への支援

・女性防火クラブへの継続的な支援（訓
練の充実、補助事業の継続）

・女性防火クラブの更なる活性化が
必要

・中四国ブロックの研修会（H30広島県）及び
全国規模の研修会（東京）に防火クラブ員を
派遣
・出席者は習得した知識を各自の地域の防火
クラブ員へ還元

〈実施中〉
・女性防火クラブへの継続的な支援（訓練
の充実、補助事業の継続）

・女性防火クラブの更なる活性化が
必要

消防政策課

179 引き続き、情報提供を行う。
ＮＰＯ活動の拡大はもとより、その質
の向上についても取組む必要があ
る。

H30年９月末認証数：331
社会貢献活動促進法施行後20年を迎え、社
員の高齢化などで解散する団体がある一方
で、現在の地域社会の状況に対応しようとす
る新規団体も出てきている。

予算規模を大きくしている団体がある一
方で、活動が停滞している団体もあり、
二極化しているように思われる。

引き続き、情報提供を行う。
ＮＰＯ活動が活性化するような、
ニーズに細かく沿った情報提供のあ
り方を検討していくこと。

県民生活・男女共
同参画課

180

（バーチャルボランティアセンター事業）
・HPの管理運営
・広報グッズ活用等によるピッピネットの
周知
・HPのリニューアル
・ＮＰＯ紹介動画の作成
・新規登録団体の開拓

ピッピネットの広報、周知

H28.9末649団体、H29.9末514団体、H30.9末
488団体
・ボランティア情報の発信（24件）
・掲載イベント84件
・新規7団体

・ボランティア活動紹介を充実させるな
ど、ボランティア活動の推進が図られて
いる。

（バーチャルボランティアセンター事業）
・HPの管理運営
・広報グッズ活用等によるピッピネットの周
知
・新規登録団体の開拓

ピッピネットの広報、周知
地域福祉政策
課

181
引き続き各種セミナー等において、参加
者ニーズを把握した取組を実施する。

それぞれの事業の広報活動につい
て引き続き検討する必要がある。

　各種セミナー等において、参加人数の増加
という点では引き続き課題があるが、講座内
容については参加者ニーズに答えられてい
る。ＮＰＯフォーラム（12月１日開催）において
は、「20年の歩みとこれから」をテーマに行い、
準備段階から、これまでと同様に性別年齢を
超えた柔軟な協働が行われた。フォーラム当
日もワールドカフェにおいて、性別年齢、社会
的立場を超えて、テーマに応じたフレキシブル
でフラットな議論と協働が行われた。
　年齢性別や社会的立場を超えて、様々な
人々が、テーマに応じて適宜柔軟に連携する
という、市民社会における協働のモデルを引
き続き示すことができた。

　各団体のニーズを踏まえた効率的な
組織運営につながるセミナーや、ＮＰＯ
らしい、年齢性別・社会的立場を超えた
柔軟さをもったの取組はできている。
　しかし、特定非営利活動促進法の施
行から20年経って、ＮＰＯ活動そのもの
に絶対的な価値をおくのではなく、これ
から地域社会にとって必要なＮＰＯのあ
り方、存在意義を考えた取組をすること
が必要となっていると思われる。

　引き続き各種セミナー等において、参加
者ニーズを把握した取組を実施するととも
に、NPOの地域課題解決力が高まるよう
に支援する。

ＮＰＯと大学や企業など他のセク
ターとの創造的・発展的なネット
ワークの構築

県民生活・男女共
同参画課

182

（ボランティアセンター事業）
・福祉教育・ボランティア学習実践講座
の開催
・ボランティアコーディネーター研修事業
の実施

・学校現場における福祉教育の継
続的実施
・ボランティア受入団体のコーディ
ネート機能の強化

・福祉教育基礎研修
　４月２７日（金）13:00-16:00
　１６名参加
・ボランティアコーディネーター研修
　５月１５日（火）13:30-16:30　対象：施設
　　　１５名参加
　５月１６日（水）9:30-12:30　対象：社協
　　　２２名参加

・福祉教育・ボランティア学習に関わる
者が、その学習を進めるための知識や
技術を習得することができた。
・ボランティアを受け入れるためのコー
ディネートの知識・技術の向上を図っ
た。

（ボランティアセンター事業）
・福祉教育・ボランティア学習実践講座の
開催
・ボランティアコーディネーター研修事業の
実施

・学校現場における福祉教育の継
続的実施
・ボランティア受入団体のコーディ
ネート機能の強化

地域福祉政策
課
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ＮＰＯやボランティア活動に関
する情報の提供（ピッピネット
/広報誌など）（再掲）

ＮＰＯ、ボランティア団体、自
治会、女性活動団体等の育
成・支援

43



【様式１】 【こうち男女共同参画プラン　平成30年度事業進捗管理表】

実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

183

民間企業等におけるワーク・
ライフ・バランスの推進（高知
家の出会い・結婚・子育て応
援団の創設・取組み支援）
（再掲）

○応援団の登録数増加に向けた取組
　・県職員の企業訪問及び民間団体が持
つネットワークを生かした勧誘

○応援団と協働した取組の充実
　・従業員への周知を図る「応援団通信」
の情報の充実
　・応援団の取組の紹介（新聞広告やパ
ネルを活用した広報の実施）
　・応援団交流会の開催
　・少子化対策の中で重点的に進めてい
るテーマでのフォーラムの開催
　・男性の育児休暇・育児休業の促進（企
業・団体における「育児休業・育児休暇の
取得促進宣言」）

○応援団の登録数増加に向けた
取組
　・平成31年度末目標値（770団
体）登録数獲得に向けた官民一体
による勧誘（継続）

○応援団と協働した取組の充実
　・県の施策を企業に取り入れてい
ただくためのアプローチ
　・他団体の取り組み事例を参考
にした企業の取り組みの横展開

○応援団の登録数の増加による取り組みの
拡大
    ・応援団登録数  559団体　・訪問企業数 
330団体　　　　
○応援団と協働した取組の充実
　　・「高知家 出会い・結婚・子育て応援
フォーラム2018」
　　　育休取得促進宣言ほか/宣言企業303
社 (7/20 164名） 
　　・企業の取組を情報収集（対象企業100
社） 9月～11月
　　・応援団交流会の開催
　　　（第１回 5/30 39名）
　　　  育休取得取組、グループ検討、働き方
改革推進
　　　　支援センター出張相談 他
　　　（第2回 7/20 164名）
　　　　「高知家出会い結婚子育て応援フォー
ラム」（再掲）
　　　（第3回 8/21  20名）
　　　　地域の出会いイベント情報交換
   ・応援団通信の発行
　　   （臨時号） 育休取得メリット（企業団体
向け）他
　　　（4-5月号）子育て支援（歯の健康・口腔
検診）他

○応援団と協働した取組の充実
　 ・応援団の取組の横展開に向けた一
層の支援が必要

○応援団登録数の増加
○応援団と協働した取組の充実
　 ・広報
　 ・県民運動の推進力を高める官民の勉
強会
　 ・応援団通信の発行
○応援団と連携した取組の促進

－

少子対策課

184
経済団体等と連携した女性
の登用・継続就業の促進（女
性登用等促進事業）（再掲）

・男女がともに働きやすい職場づくりセミ
ナー開催（管理職・人事担当者向け、働く
男性・女性向け、キャリアデザイン）

･セミナー参加者の確保
・関係先との連携強化

・啓発リーフレットを県内企業等に配布

＜成果＞
・ミドルセミナー参加者　35名
・キャリアアップセミナー参加者　29名

・今年度より研修対象者を男性にも広
げたが、リーダー育成研修への申込者
は圧倒的に男性が多い
・女性の登用に向けて引き続き啓発が
必要

・男女がともに働きやすい職場づくりセミ
ナー開催（管理職・人事担当者向け、働く
男性・女性向け、キャリアデザイン）

･セミナー参加者の確保
・関係先との連携強化

県民生活・男
女共同参画課

185

・男女がともに働きやすい職場づくりセミ
ナー開催（管理職・人事担当者向け、働く
男性・女性向け、キャリアデザイン）
・関係機関と連携した女性活躍推進法に
定める事業主行動計画策定へのアプロー
チ

･セミナー参加者の確保
・関係先との連携強化

・高知家の女性しごと応援室が主催する企業
向けのイベントにおいて、企業に対して労働
局や雇用労働政策課と連携して女性活躍推
進法に定める事業主行動計画策定に関する
説明を行った。
　イベント参加者：17社22名

・女性活躍推進法に定める事業主行動
計画について、企業に周知することが
できた。

・関係機関と連携した女性活躍推進法に
定める事業主行動計画策定へのアプロー
チ

・関係先との連携強化
県民生活・男
女共同参画課

186

○応援団と協働した取組の充実
　・従業員への周知を図る「応援団通信」
の情報の充実
　・応援団の取組の紹介（新聞広告やパ
ネルを活用した広報の実施）
　・応援団交流会の開催
　・少子化対策の中で重点的に進めてい
るテーマでのフォーラムの開催

○応援団と協働した取組の充実
　・県の施策を企業に取り入れてい
ただくためのアプローチ
　・他団体の取り組み事例を参考
にした企業の取り組みの横展開

○応援団の登録数の増加による取り組みの
拡大
    ・応援団登録数  559団体　・訪問企業数 
330団体　　　　
○応援団と協働した取組の充実
　　・「高知家 出会い・結婚・子育て応援
フォーラム2018」
　　　育休取得促進宣言ほか/宣言企業303
社 (7/20 164名） 
　　・企業の取組を情報収集（対象企業100
社） 9月～11月
　　・応援団交流会の開催
　　　（第１回 5/30 39名）
　　　  育休取得取組、グループ検討、働き方
改革推進
　　　　支援センター出張相談 他
　　　（第2回 7/20 164名）
　　　　「高知家出会い結婚子育て応援フォー
ラム」（再掲）
　　　（第3回 8/21  20名）
　　　　地域の出会いイベント情報交換
   ・応援団通信の発行
　　   （臨時号） 育休取得メリット（企業団体
向け）他
　　　（4-5月号）子育て支援（歯の健康・口腔
検診）他
　　　（6-7月号）育休ハンドブック、宣言企業
募集他

○応援団と協働した取組の充実
　 ・応援団の取組の横展開に向けた一
層の支援が必要

○応援団登録数の増加
○応援団と協働した取組の充実
　 ・広報
　 ・県民運動の推進力を高める官民の勉
強会
　 ・応援団通信の発行
○応援団と連携した取組の促進

－

少子対策課

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
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号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室
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民間企業等における女性の
活躍を促進するための啓発
や表彰制度の実施（再掲）
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

187
イクボスの県内普及による
意識啓発

・男女がともに働きやすい職場づくりセミ
ナー開催（管理職・人事担当者向け、働く
男性・女性向け、キャリアデザイン）
・関係機関と連携した女性活躍推進法に
定める事業主行動計画策定へのアプロー
チ

･セミナー参加者の確保
・関係先との連携強化

・高知家の女性しごと応援室が主催する企業
向けのイベントにおいて、企業に対して労働
局や雇用労働政策課と連携して女性活躍推
進法に定める事業主行動計画策定に関する
説明を行った。
　イベント参加者：17社22名

・女性活躍推進法に定める事業主行動
計画について、企業に周知することが
できた。

・関係機関と連携した女性活躍推進法に
定める事業主行動計画策定へのアプロー
チ

・関係先との連携強化
県民生活・男
女共同参画課

188
ワークライフバランス推進企
業証制度の広報・普及促進
（再掲）

〇ワークライフバランス推進企業認証制
度
・認証推進にかかる訪問件数目標300件
・認証企業数H31年3月末目標：300社

〇認証制度の周知啓発
〇事業主の意識の向上

○ワークライフバランス推進企業認証制度
　・認証推進にかかる訪問件数：163件
　・認証企業数H30.9月末件数：200社

〇ワークライフバランス推進企業認証
制度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・県委託事業による社会保険労務士の
企業訪問が、認証制度の周知、認証企
業数の増加につながっている。

〇ワークライフバランス推進企業認証制
度
・認証推進にかかる訪問件数目標300件
・認証企業数H31年3月末目標：400社

〇認証制度の周知啓発
〇事業主の意識の向上

雇用労働政策
課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

189
労働関係法令等の広報・啓
発・周知（再掲）

○働き方改革セミナーの開催
　関係機関と連携し企業等へのワーク・ラ
イフ・バランス等働き方改革の周知・啓発
を目的にセミナーを開催

○ワーク・ライフ・バランスの周知
啓発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○中小企業においてのワーク・ライ
フ・バランスの浸透

○働き方改革セミナー
　四万十市会場　　H30.9.26・H30.11.19 　実
施
　高知市会場　　　　H30.9.27・H30.11.26　実
施

○働き方改革ミニセミナー
　室戸市会場　　　H30.8.22　　実施
　須崎市会場　　  H30.10.23　実施
　香南市会場　　　H30.11.21  実施
   高知市会場　　　H30.11.21　実施

参加者数　 　延べ２９６人
参加企業数　延べ２２０社

○働き方改革セミナーの開催
　関係機関と連携し企業等へのワーク・ラ
イフ・バランス等働き方改革の周知・啓発
を目的にセミナーを開催

○ワーク・ライフ・バランスの周知
啓発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○中小企業においてのワーク・ライ
フ・バランスの浸透

雇用労働政策
課

190
高知県中小企業等融資制度
の周知

中小企業制度金融貸付事業費（産業活性
化融資）
「高知県次世代育成支援企業（H２９年６
月より高知県ワークライフバランス推進企
業）」認証を受けた企業等を対象とする融
資制度により、認証企業の取組を資金面
から支援する。（高知県信用保証協会に
支払う保証料の一部を補給する）

制度の周知に努める。 融資実績なし 制度の周知に務める。 H30年度と同等の融資枠を確保予定 制度の周知に努める。 経営支援課

191

H27.3に策定した高知県職員子育てサポートプ
ラン（次世代育成支援行動計画）に基づき、子
育て世代が安心して子どもを産み、育てられる
ような職場環境づくりに努めていく。

男性職員の育児休業制度等に対する
認識を高めるため、さらに周知に努め
る。

・年度当初の管理職員向け服務説明会や階層別
職員研修において、「子育てサポートプラン」の取
組について周知

・座談会の開催（6/1AM、PM）
　子育て中の職員や若手職員を中心にディスカッ
ションを実施。

・県内292企業・団体と共同して、育児休業等を取
得しやすい環境整備への支援や社会全体での機
運醸成を図ることを目的とした「育児休暇・育児休
業の取得促進宣言（育休宣言）」を実施（7月）

・イクボスに関するリーフレットを改訂し、管理職員
等に配付（7月）

・育児休業取得者（9月末時点）
　男性４名、女性30名
※母数は、現時点で未確定。
※取得者は、平成30年度に取得を開始した者（過
年度に取得を開始した者は含まない。）

男性職員、女性職員ともに、希望する職員
は、取得できている。
子育て期の職員に対して、管理職員等から
のフォロー（制度利用に関する声かけ等）を
継続して行う必要がある。

H27.3に策定した高知県職員子育てサポートプ
ラン（次世代育成支援行動計画）に基づき、子
育て世代が安心して子どもを産み、育てられる
ような職場環境づくりに努めていく。

男性職員の育児休業制度等に関する
認識を高めるため、さらに周知に努め
る。

行政管理課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

192

H27.3に策定した高知県職員子育てサポートプ
ラン（次世代育成支援行動計画）に基づき、子
育て世代が安心して子どもを生み、育てられる
ような職場環境づくりに努めていく。

・男性職員の育児休業制度等に対す
る認識を高めるため、さらに周知に努
める。

・年度当初の管理職員向け服務説明会や階層別
職員研修において、「子育てサポートプラン」の取
組について周知。

・座談会の開催（6/1AM、PM）
　子育て中の職員や若手職員を中心にディスカッ
ションを実施。

・県内292企業・団体と共同して、育児休業等を取
得しやすい環境整備への支援や社会全体での機
運醸成を図ることを目的とした「育児休暇・育児休
業の取得促進宣言（育休宣言）」を実施（7月）。

・イクボスに関するリーフレットの改訂版を管理職
員等に配付（7月）。

・育児休業取得者（9月末時点）
　男性０名、女性２名
※母数は、現時点で未確定。
※取得者は、平成30年度に取得を開始した者（過
年度に取得を開始した者は含まない）。

男性職員、女性職員ともに、希望する職員
は、取得できている。
子育て期の職員に対して、管理職員等から
のフォロー（制度利用に関する声かけ等）を
継続して行う必要がある。

H27.3に策定した高知県職員子育てサポートプ
ラン（次世代育成支援行動計画）に基づき、子
育て世代が安心して子どもを産み、育てられる
ような職場環境づくりに努めていく。

男性職員の育児休業制度等に関する
認識を高めるため、さらに周知に努め
る。

教育政策課

）

県職員の育児休業等の取得促
進
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

193

・平成29年度の育児休業等の取得状況の
把握及び公表
・管理職員の人事評価に加えた次世代育
成、ワークライフバランスに関する視点の
徹底
・「活力ある学校づくり」リーフレット（改訂
版）」を管理職員の研修等で活用し、制度
のさらなる周知を図る。
・管理職員による子どもが生まれる教職
員に対する面談報告の検証

・制度を活用しやすい職場環境づく
りを引き続き行う必要がある。
・管理職員を含めた教職員に制度
への理解の推進を継続的に行うこ
と。

・男性の育児休業取得率　H28（0.4%）⇒H29
（1.7%）
・男性の配偶者出産休暇取得率　H28
（54.2%）⇒H29（67%）
・男性の育児参加休暇取得率　H28（13%）⇒
H29（11.3%）
・管理職による面談報告数　H29（85回）うち
男性31回

・制度の周知により、一部の項目で若
干ではあるが男性の育児休業等の取
得率が増加しており、引き続き管理職
員による面談や制度の周知を継続して
いく。

・平成30年度の育児休業等の取得状況の
把握及び公表。
・管理職員の人事評価に加えた次世代育
成、ワークライフバランスに関する視点の
徹底
・「活力ある学校づくり」リーフレット（改訂
版）」を管理職員の研修等で活用し、制度
のさらなる周知を図る。
・管理職員による子どもが生まれる教職
員に対する面談報告の検証

・制度を活用しやすい職場環境
づくりを引き続き行う必要があ
る。
・管理職員を含めた教職員に制
度への理解の推進を継続的に
行うこと。

教職員・福利
課

194

・育児に対する職場の理解を深める施策
の推進

・各種休暇制度の奨励

・男性職員による育児休暇等の取得促進

・育児休業からの職場復帰支援制度の利
用促進

・制度への理解を深め、互いに協力し合
える職場環境づくりへの取組

・育児にかかわる職員に対する周
囲の理解

・育児休暇等を取得しやすい職場
づくり

・夫婦で育児に取り組む意識を醸成させるた
めの「パパ・ママ支援セミナー」を実施
・「いくじ通信」により、各種休業制度等につ
いて情報発信
・子育てに関する休暇の取得期間が一目で
分かる、「パパ・ママの子育て計画書」の作
成・活用
・男性職員の配偶者出産休暇等の取得促進
を図るため、所属長等幹部に向けた、男性職
員に対する育児に関する休暇・休業制度利
用資料の作成及び所属職員への制度利用
奨励の依頼を実施

・男性職員の育児参加休暇等の取得
率が上昇（様式２のとおり）

・育児休業からの職場復帰支援制度の
利用を促進し、「職場復帰前実地研修」
を受けた職員がスムーズに職場へ復
帰

・取得を希望する職員は、全員取得で
きている

・育児に対する職場の理解を深める施策
の推進

・育児に関する各種制度の周知

・男性職員による育児休暇等の取得促進

・育児休業からの職場復帰支援制度の利
用促進

・制度への理解を深め、互いに協力し合
える職場環境づくりへの取組

・男女が共に育児等に取り組む意
識の醸成

・育児中の職員に対する周囲の理
解

・制度を利用しやすい職場環境づく
り

警務課

195
職員に介護休暇制度を周知し、取得しや
すい環境づくりに努めていく。

介護休暇制度の職員への更なる
周知。

・介護休暇取得者数（9月末時点）
　１名

継続して制度を周知していくことが必
要。

職員に介護休暇制度を周知し、取得しや
すい環境づくりに努めていく。

職員への介護休暇制度の更なる
周知。

行政管理課

196
県職員に介護休暇制度を周知し、取得し
やすい環境づくりに努めていく。

介護休暇制度の職員への更なる
周知。

・介護休暇取得者数（9月末時点）
　０名

継続して制度を周知していくことが必
要。

職員に介護休暇制度を周知し、取得しや
すい環境づくりに努めていく。

職員への介護休暇制度の更なる
周知。

教育政策課

197

・平成29年度の介護休暇等の取得状況の
把握
・管理職員の人事評価に加えた次世代育
成、ワークライフバランスに関する視点の
徹底を図る。

・制度を活用しやすい職場環境づく
りを引き続き行う必要がある。
・管理職員を含めた教職員に制度
への理解の推進を継続的に行うこ
と。

・男性の介護休暇取得状況　H28（1名）
⇒H29（2名）
・女性の介護休暇取得状況　H28（10名）
⇒H29（5名）

・制度の周知・理解は、一定進んで
おり、介護休暇の取得を必要とされ
る方は取得できていると思われる。

・平成30年度の介護休暇等の取得状
況の把握。
・管理職員の人事評価に加えた次世
代育成、ワークライフバランスに関す
る視点の徹底を図る。

・制度を活用しやすい職場環境
づくりを引き続き行う必要があ
る。
・管理職員を含めた教職員に制
度への理解の推進を継続的に
行うこと。

教職員・福利
課

198

・介護休暇制度の周知徹底

・制度への理解を深め、互いに協力し合
える職場環境づくりへの取組

・介護にかかわる職員に対する周
囲の理解

・介護休暇等を取得しやすい職場
環境づくり

・「育児・介護のための両立支援制度ハンド
ブック」の活用促進

・「警務課レター」により、介護休暇制度等に
ついて情報発信

・介護に関する両立支援制度の認識の
向上のため、継続した周知が必要

・取得を希望する職員は取得できてい
る

・介護に関する各種制度の周知

・制度への理解を深め、互いに協力し合
える職場環境づくりへの取組

・介護中の職員に対する周囲の理
解

・制度を利用しやすい職場環境づく
り

警務課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

199 福祉介護就労環境改善事業

・研修体系の充実
・小規模事業所向け研修の開催
・福祉機器等導入支援費補助金の拡充
・広報活動の強化

関係団体を巻き込んだ効果的な普
及啓発の実施

・ノーリフティングケア基本セミナー374名参
加
・ノーリフティングケアのモデル施設づくりに
向けた研修　７～12月で計５回開催
・小規模事業所、在宅事業所、教育者向け研
修45名参加
・介護福祉機器や介護ロボット等導入支援補
助金の申請59事業所
・ふくし就職フェアや介護の日フォーラムなど
での普及啓発活動の実施

・福祉機器等の効果的な活用をはじめ
とする「ノーリフティングケア（持ち上げ
ない介護）」が普及してきており、研修
参加や機器等の導入支援へのニーズ
が高まっている。

・ノーリフティングケアの一層の推進に向
けた居宅系事業所への普及啓発
・福祉機器等導入支援事業費補助金の対
象拡充
・組織内での効果的な定着に向けた研修
ＤＶＤ等の作成
・広報活動の強化　

関係団体を巻き込んだ県全体での
取組の推進

地域福祉政策
課

200
人材定着・離職防止支援事
業

認証評価事業を活用した具体的な雇用管
理改善への取組みの推進
　・取組支援セミナーの開催
　・集合相談会の実施
　・個別コンサルティングの実施

・認証評価事業への参加啓発
・小規模事業所に対するサポート
体制の充実

・県内103法人が制度への参加を宣言
・上記のうち８法人61事業所を認証、初回認
証授与式を開催
・認証取得支援セミナーを開催
　　計181法人370名（延べ）が参加
・集合相談会（３エリア）に11法人が参加
・個別コンサルティングを11法人に実施
・認証取得法人がふくし就職フェア（8/18）や
求人票等で認証マークを使用
・特設HP制作や周知活動の実施

・参加宣言を行った法人が支援セミ
ナー等を有効に活用しながら、雇用管
理の改善による職員定着・離職防止を
目指して取り組みを進めている。
・認証法人については、ふくし就職フェ
アやその他広報媒体を通じてPR活動
を行っており、新規人材の参入につな
げている。

・参加宣言法人の掘り起こし強化
・認証取得に向けた支援策の強化（セミ
ナーや個別コンサルティングの回数増）
・認証法人のＰＲ強化、特設ウェブサイト
や広報媒体を通じた学生や一般県民へ
の普及啓発

・小規模事業所の掘り起こし及び
認証取得に向けたサポート体制の
充実

地域福祉政策
課

201
地域の支え合いによる子育
て支援の充実（ファミリー・サ
ポート・センター事業）

ファミリー・サポート・センターの充実
・高知版ファミリー・サポート・センター設置
への支援
・会員（預けたい・預かりたい）の増加に向
けたセンターのＰＲと研修の実施を拡充

・会員の確保が困難
・ニーズが顕在化していない
・委託先の確保が困難
・援助活動の安全性への懸念

・高知版ファミリー・サポート・センターの開設
（香美市8月・いの町10月）
・子育て支援員研修の実施（27名参加）
・啓発リーフレットの作成・配布
・CM放送による広報
・子育てイベント等でのPR

・引き続き新規開設に向けた市町村へ
の働きかけと、制度の周知のための広
報が必要

ファミリー・サポート・センターの充実
・高知版ファミリー・サポート・センター設置
への支援
・会員（預けたい・預かりたい）の増加に向
けたセンターのＰＲと研修の実施を拡充

・会員の確保が困難
・ニーズが顕在化していない

県民生活・男
女共同参画課

202
保護者ニーズに柔軟に対応
可能な多機能型保育事業を
推進

　・事業実施者の発掘
　　　交流事業の実施の可能性がある地区、
　　　園について情報収集。
　　　当該地区、園の代表者等と面接し、事
　　　業内容を説明し同意を得る。
　・情報発信
　　　交流事業の内容を周知し、新規事業者
　　　の開拓を図る。

H30年度実施計画
　・小規模保育等５か所
　・保育所等１０か所

事業実施の必要性について理解を
示しているが、事業実施に慎重と
なっている。（本来の業務への影
響、コーディネーターとなる人材の
発掘等）
・地域との調整役となるコーディ
ネーターを配置することを求めてい
るが、人材の確保が難しい。

・小規模保育等４カ所で実施
・保育所２カ所で実施
・保育所等１０カ所に訪問し、事業説明を実
施
・事業実施園と未実施園を交えた交流会を開
催

地域の高齢者や子育て世帯が交流で
きる様々な交流事業が積極的に展開さ
れている。その内容は広報誌やホーム
ページ等で情報発信され周知活動も活
発に行われている。

　・事業実施者の発掘
　　　交流事業の実施の可能性がある地区、
　　　園について情報収集。
　　　当該地区、園の代表者等と面接し、事
　　　業内容を説明する。
　・情報発信
　　　交流事業の内容を周知し、新規事業者
　　　の開拓を図る。

H31年度実施計画
　・小規模保育等５か所
　・保育所等２１か所

・事業実施の必要性について理解
を示しているが、事業実施に慎重
となっている。（本来の業務への影
響やコーディネータ-となる人材の
発掘等）
・地域との調整役となるコーディ
ネーターを配置することを求めてい
るが、人材の確保が難しい。

幼保支援課

203
延長保育、病児保育、一時
預かり事業への支援の充実

　延長保育　17市町村144か所
　　　　　　　（地域型保育等を含む）
　乳児保育　31市町村
　休日保育　5市15か所
　　　　　　　（地域型保育等を含む）
　病児保育　11市町村16か所
　　　　　　　（居宅訪問型含む）
　一時預かり28市町村98か所
　 　　　　　　（幼稚園型含む）

・各種保育サービスの実際の利用
の状況は少数のものもあり、継続
して実施するための人材の配置や
確保が難しい。
・病児保育事業の実施に必要な協
力医療機関の確保が難しい。

　延長保育　14市町村141か所
　　　（地域型保育等を含む）
　乳児保育　29市町村
　休日保育　5市13か所
　　　（地域型保育等を含む）
　病児保育　9市町村16か所
　　　（居宅訪問型含む）　
　一時預かり24市町村99か所
　 　（幼稚園型含む）

・多様な保護者ニーズに対応する保育
サービスの実施施設は少しずつ増えて
きている。
・子育て支援員等の活用も含め、市町
村等への周知を行っている。

　延長保育　21市町村149か所
　　　　　　　（地域型保育等を含む）
　乳児保育　34市町村
　休日保育　5市15か所
　　　　　　　（地域型保育等を含む）
　病児保育　14市町村17か所
　　　　　　　（居宅訪問型含む）
　一時預かり34市町村100か所
　 　　　　　　（幼稚園型含む）

・各種保育サービスの実際の利用
の状況は少数のものもあり、継続
して実施するための人材の配置や
確保が難しい。
・病児保育事業の実施に必要な協
力医療機関の確保が難しい。

幼保支援課

204 院内保育所運営支援事業 ・継続実施
・利用医療機関の拡大のため、広
報等強化

・活用施設数
　　民間病院：22院
　　公的病院：4病院

・制度変更による民間保育所の無
料化や別の制度で事業所内保育所
に対する支援もあることから、院内
保育所利用数は横ばい。
・看護職員等の離職防止に貢献

・継続実施 医療政策課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

205
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放課後の子どもの居場所づ
くりと学び場の充実（放課後
子ども総合プラン推進事業）

１　放課後子ども総合プラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
　子ども教室148(41)ヵ所
　児童クラブ175(94)ヵ所
○ 児童クラブ施設整備への助成 8か所
○放課後学びの場充実事業
　・学習支援者の謝金、防災対策経費、
　　教材等購入経費、発達障害児等への
　　支援者の謝金への補助
○保護者利用料の減免への助成
○児童クラブの開設時間延長への支援
○学び場人材バンクの活動
○活動内容の充実と指導員等の人材育
成
　・放課後児童支援員認定資格研修
　　4日×1回
　・子育て支援員（放課後児童ｺｰｽ）研修
　　全2日
　・推進委員会  2回
　・指導員等研修 20回
　・放課後デイサービス事業所との連携
　・全市町村訪問 9月
　・取組状況調査 9月

２　学校支援地域本部等事業
　 34市町村164本部257校（うち、県立校5
本部5校、高知市34本部34校）
○市町村等訪問
・市町村運営委員会への支援
・事業効果、課題の検証
○放課後学び場人材バンク
・地域本部で活動する人材の発掘等
○活動内容の充実と人材育成
・推進委員会　2回
・高知県地域学校協働活動研修会　1回
・高知県地域学校協働活動ブロック別研
修会　4回
・地域コーディネーター研修会　3回
・取組状況調査（9月）
○学校地域連携推進担当指導主事の配
置（4名）
・高知県版地域学校協働本部(市町村推
進校）の決定・取組支援（4月～）
・実施校状況確認票による現状確認の取

１　放課後子ども総合プラン推進事
業
　　（子ども教室、児童クラブ）
 ・児童の定員等、国が示す施設基
準を満たしていない児童クラブは、
平成31年度までに対応する必要が
ある。
・各児童クラブや子ども教室の活
動内容には差があり、充実した活
動事例の共有に加え、特別な支援
が必要な児童の受入に伴う専門知
識の向上等が求められる。

→放課後児童クラブや放課後子ど
も教室の新規開設や継続実施に
対し運営等の補助を行うとともに、
実施状況調査等による市町村等
への助言や人材育成等の支援を
行う。

２　学校支援地域本部等事業
・未実施校へのアプローチを強化
し、設置拡大の取組を更に進めて
いく必要がある。
・市町村や学校によって、地域と連
携した学校支援活動の内容に差が
ある。
・「高知県版地域学校協働本部」の
仕組みを県内各地へ展開させてい
く必要がある。
・地域コーディネーター人材の確保
や育成に課題がある。

→市町村への財政支援を継続す
るとともに、学校支援地域本部の
未設置校、設置校、高知県版地域
学校協働本部（市町村推進校）そ
れぞれに対し、働きかけと支援を
行い、設置促進と活動内容の充実
及び学校支援から連携・協働へ向

１　放課後子ども総合プラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
○運営等補助（うち高知市）
　※小学校のみ
　子ども教室 147(41)、児童クラブ 174(92)
　計 321(133)ヵ所（実施率95.8％）
○児童クラブ施設整備への助成　3市4ヵ所
○放課後学びの場充実事業
　・学習支援者の謝金、防災対策経費、
　　教材等購入経費、発達障害児等への
　　支援者の謝金への補助
○保護者利用料の減免への助成
○児童クラブの開設時間延長への支援
○学び場人材バンクの活動
○活動内容の充実と指導員等の人材育成
・ 防災対策研修会（安全・安心）　6/12,14,16
      参加者計 123名、平均満足度 88％
・ 発達障害児等支援研修　第1～2回 
6/26,9/18　
　　　参加者延べ200名、平均満足度 84.2%
・子育て支援員（放課後児童ｺｰｽ）研修 9/1,2
　　  受講者 52名、うち修了者 51名
・全市町村訪問 9～10月
・取組状況調査 9月
　　活動状況実施率（H30)
　　学習支援　98.1％、体験活動87％
（成果）
・H30調査結果では、放課後の子どもの居場
所としての活動が充実してきている。
・各種資質向上研修等において、一定の参
加者数、満足度を得るとともに、理解が深
まった。

２　学校支援地域本部等事業
　　34市町村163本部255校（うち、高知市34
本部34校、 うち、県立高校　5本部5校）
○市町村等訪問
・市町村運営委員会等への支援
○放課後学び場人材バンク
・地域本部で活動する人材の発掘等
○活動内容の充実と人材育成
・高知県地域学校協働活動研修会 7/19
     参加者 85名、満足度 83％
・地域コーディネーター研修会 6/27,8/27,9/6
     参加者計 187名、平均満足度 80.8％
・取組状況調査（9月）
○学校地域連携推進担当指導主事の配置
（4名）
・高知県版地域学校協働本部(市町村推進

１　放課後子ども総合プラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
○全小学校区の95.8％に放課後児童
クラブ又は放課後子ども教室が設置さ
れ、学習習慣の定着に向けた学習支
援や多様な体験活動への支援が行わ
れている。

・H30年度実施状況（見込）
児童クラブ　174ヵ所
子ども教室　147ヵ所
学習支援実施率　98.1%
体験活動の実施率87％

○各児童クラブや子ども教室の活動内
容には差があり、充実した活動事例の
共有に加え、特別な支援が必要な児童
の受入に伴う専門知識の向上や学校
等との情報共有が求められるため、引
き続き人材育成等の支援を行ってい
く。

２　学校支援地域本部等事業
○全市町村で学校支援地域本部事業
の取組が行われている。
・H30実施状況（見込）
154小学校、86中学校、2義務教育学校
学校支援活動（H30計画）24,055回
民生・児童委員の参画率（H30）97.8％

○高知県版地域学校協働本部（市町
村推進校）の数は46校となり、当初の
目標（28校以上）を上回った。現在各推
進校で取組が進められている。

○取組状況調査結果等をもとに事業効
果・課題を検証するとともに、各市町村
における次年度からの設置促進計画

１　放課後子ども総合プラン推進事業
　　（子ども教室、児童クラブ）
　子ども教室145(41)ヵ所
　児童クラブ180(96)ヵ所
○ 児童クラブ施設整備への助成 11か所
○放課後学びの場充実事業
　・学習支援者の謝金、防災対策経費、
　　教材等購入経費、発達障害児等への
　　支援者の謝金への補助
○保護者利用料の減免への助成
○児童クラブの開設時間延長への支援
○学び場人材バンクの活動
○活動内容の充実と指導員等の人材育
成
　・放課後児童支援員認定資格研修
　　4日×1回
　・子育て支援員（放課後児童ｺｰｽ）研修
　　全2日
　・推進委員会  2回
　・指導員等研修実施
　・放課後デイサービス事業所との連携
　・全市町村訪問 9月
　・取組状況調査 9月

２　学校支援地域本部等事業
　 34市町村1組合183本部282校（うち、県
立校6本部6校、高知市38本部38校）
○市町村等訪問
・市町村運営委員会への支援
・事業効果、課題の検証
○活動内容の充実と人材育成
・推進委員会　2回
・高知県地域学校協働活動研修会　1回
・高知県地域学校協働活動ブロック別研
修会　4回
・地域コーディネーター研修会　3回
・取組状況調査（9月）
○学校地域連携推進担当指導主事の配
置（4名）
・学校地域連携推進担当指導主事との協

１　放課後子ども総合プラン推進事
業
　　（子ども教室、児童クラブ）
 ・児童の定員等、国が示す施設基
準を満たしていない児童クラブは、
平成31年度までに対応する必要が
ある。
・各児童クラブや子ども教室の活
動内容には差があり、充実した活
動事例の共有に加え、特別な支援
が必要な児童の受入に伴う専門知
識の向上等が求められる。

→放課後児童クラブや放課後子ど
も教室の新規開設や継続実施に
対し運営等の補助を行うとともに、
実施状況調査等による市町村等
への助言や人材育成等の支援を
行う。

２　学校支援地域本部等事業
・市町村や学校によって、地域と連
携した学校支援活動の内容に差が
ある。
・「高知県版地域学校協働本部」の
仕組みを県内各地へ展開させてい
く必要がある。
・地域コーディネーター人材の確保
や育成を図っていく必要がある。

→市町村への財政支援を継続す
るとともに、学校支援地域本部の
未設置校、設置校、高知県版地域
学校協働本部それぞれに対し支援
を行い、設置促進と活動内容の充
実及び地域と学校との一層の連
携・協働へ向けて、取組の支援を
行っていく。
○活動に携わる地域コーディネー
ターや支援者等の確保、育成につ

生涯学習課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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取
組

取組の内容 担当課室

・実施校状況確認票による現状確認の取
組（5月～）
・学校地域連携推進担当指導主事との協
議（8回）
・市町村・学校等への個別訪問活動
・市町村毎の高知県版地域学校協働本部
宇設置促進計画作成の支援（12～1月）
・県全体の高知県版地域学校協働本部設
置計画策定（2月）

及び学校支援から連携・協働へ向
けて、取組の深化を図っていく。
○活動に携わる地域コーディネー
ターや支援者等の確保、育成につ
なげる研修の場を提供していく。

・高知県版地域学校協働本部(市町村推進
校）の決定・取組支援（4月～）
・実施校状況確認票による現状確認の取組
（5月～）
・学校地域連携推進担当指導主事との協議
（4回）
・市町村・学校等への個別訪問活動（～9月）
　　高知県版地域学校協働本部（市町村推
進校）の設定をした市町村： 28市町村46校
（成果）
・学校支援地域本部の設置状況は、教育振
興基本計画の目標値を上回る設置数となっ
ている。

における次年度からの設置促進計画
の作成支援や事業実施にかかる個別
支援等を行っていく。

・学校地域連携推進担当指導主事との協
議（8回）
・市町村等の設置計画に基づく市町村・学
校等への個別訪問活動（通年）

ターや支援者等の確保、育成につ
なげる研修会の開催や、役割や心
得、一般的なコーディネートの流れ
等を示したハンドブックを作成し円
滑で効果的な協働活動の推進に
つなげていく。
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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206 広報誌による啓発推進

（こうち男女共同参画センター管理運営
費)
・啓発誌の改訂や講演、研修会の開催等
啓発事業の他、図書等利用ＰＲ事業、
ホームページやメールマガジン、SNSの活
用による啓発・広報

効果的な啓発・広報の検討

・啓発誌「ぐーちょきぱー」活用や啓発パネル
貸出しによる啓発
・男女共同参画に関する情報、ソーレ事業や
暮らしに関するコーナー掲載による広報・啓
発のため、情報誌「ソーレ・スコープ」vol84～
85発行。
・「セミナー・ガイド」発行（4月、10月）による、
ソーレでの男女共同参画・女性問題に関する
講演会、研修会開催の広報
・ホームページやメールマガジンによる広報
・様々な媒体による広範囲な啓発・広報が可
能

・啓発誌、情報誌の配布先が団体・企
業中心であることからより広範囲な啓
発・広報が可能
・これまで男女共同参画について学ぶ
機会のなかった県民への啓発
・男女共同参画の視点での実践的な災
害への備えを学び、今後の日常生活や
防災活動に活用

（こうち男女共同参画センター管理運営
費）
・啓発誌の改訂や講演、研修会の開催等
開発事業の他、図書等利用PR事業、ホー
ムページやメールマガジン、SNSの活用に
よる啓発・広報

効果的な啓発・広報の検討
県民生活・男
女共同参画課

207
ひとり親家庭等自立支援事
業（再掲）

○ひとり親家庭等就業・自立支援センター
において自立に向けた支援
・ひとり親家庭等就業・自立支援セン
ター、高知労働局（ハローワーク）、高知
家の女性しごと応援室との間で定期的に
連絡会を行い、連携方法を具体化させ
る。
・ひとり親家庭等就業・自立支援センター
と連携し、市町村・関係機関への訪問によ
る制度の説明・周知を実施する。
・ハローワークでの出張相談等、関係機
関と連携した相談機会の拡大など情報提
供・相談体制を強化する。
○各種給付金制度等（高等職業訓練促進
給付金、自立支援教育訓練給付金、高卒
認定試験合格支援事業、高等職業促進
資金貸付事業）の周知を強化する。　

○ひとり親家庭の支援機関として
の専門性を高めるため、相談対応
職員のスキル向上、相談者への継
続的なフォロー体制の構築
○SNS等の媒体も活用した適宜、
頻回な情報発信

○ひとり親家庭等就業・自立支援センター
・相談件数：件　358（H29年度同時期：563件）
・就職決定者数：23人（同：16人）
・移動相談件数：15回（同：12回）
・センター、労働局、応援室による連絡会：８
月30日
※役割分担に関しては、就業支援の対象者
は全て応援室につなぐ取組を行って行く
・市町村・関係機関への訪問：市町村等と日
程調整中
・ハローワークでの出張相談等：ハローワー
クと日程調整中

○各種給付金制度等の周知強化
・リーフレット作成・配布：3,500部

○ひとり親家庭等就業・自立支援セン
ター
・相談件数が減少傾向にあることから、
広報の強化等を図る必要がある。
・移動相談における相談者数が14市町
で０人～２人と少数であることから、実
施方法の見直し等を図る必要がある。

◆ひとり親家庭等就業・自立支援センター
○訪問活動による周知
・市町村の母子保健や子育て支援を所管
する部署等を訪 問し、センターの情報提
供やひとり親等の対象者への支援制度周
知を依頼
○移動相談の実施方法の見直し
・児童扶養手当現況届提出時期に合わせ
た移動相談開設の他、事前予約制によ
り、利用者の希望する日時や場所で実施

◆高等職業訓練促進給付金等
○訪問活動による周知
・看護師や介護福祉士等を養成する専門
学校等を訪問し、センターの情報提供を
行うとともに、ひとり親等の学生への支援
制度周知を依頼　（※ひとり親支援の給付
金の広報は、専門学校等にとって入学者
数の増加につながる）

◆ひとり親家庭等就業・自立支援
センター
○訪問活動による周知
→訪問活動の効果を把握すること
が困難であること
○移動相談の実施方法の見直し
→事前予約受付中の事実を知って
もらうための方法を確立すること
（候補）
➀課HP、フェイスブック等SNS
②センターチラシ
③市町村（訪問活動における訪問
先配布資料へ記載）
④福祉保健所

◆高等職業訓練促進給付金等
○訪問活動による周知
→訪問活動の効果を把握すること
が困難であること

児童家庭課
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実
母子父子寡婦福祉資金貸付
事業（再掲）

○母子家庭の母、父子家庭の父、寡婦に
各種資金を貸付
○ひとり親家庭等福祉のしおりをひとり親
家庭及び関係機関へ配布し制度の周知
を図る
○ラジオ、SNSにて制度の周知を図る

ニーズへの対応及び制度の周知

○母子家庭の母、父子家庭の父に各種資金
を貸付
平成30年度９月末現在貸付件数：58件（新規
32件、継続26件）
○ひとり親家庭等福祉のしおりをひとり親家
庭及び関係機関へ配布（22,500部作成）

○貸付人数は、対前年同期比116％で
増加している（前年同期：50件）。
→引き続き制度の周知に取り組む必要
がある。

○母子家庭の母、父子家庭の父、寡婦に
各種資金を貸付
○ひとり親家庭等福祉のしおりをひとり親
家庭及び関係機関へ配布し制度の周知
を図る。
○SNS等を活用し、広報媒体を拡大する。

ニーズへの対応及び制度の周知
のための関係機関との連携

児童家庭課
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子育て支援に係る広報・啓
発等の推進

〇こうちプレマnetの活用促進
　県民への広報（市町村を通じて、妊産婦
等にもチラシを配布）
　子育てサークル等の活動やイベント情
報の提供・充実等
　掲載内容の見直し
○子育て応援情報紙「大きくなあれ」の発
行
→廃止
〇子育て出前講座　７回

○応援団と協働した取組の充実に向けた
支援
・従業員への周知を図る「応援団通信」の
情報の充実
・県民に対して応援団が行う自らの取組を
紹介するため、新聞広告やパネルを活用
しての広報
・応援団交流会の開催（（具体的に進める
取組）
・高知家「出会い・結婚・子育て応援」
フォーラムの開催
・男性の育児休暇・育児休業の促進（企
業・団体における「育児休業・育児休暇の
取得促進宣言」）

◆ターゲット層に繋がる効果的な
広報・啓発の取り組み
◆企業への積極的な周知
◆高知家の出会い・結婚・子育て
応援団との協調活動

○応援団と協働した取組のさらな
る充実
・県の施策を企業に取り入れてい
ただくためのアプローチ
・他団体の取組事例を参考にした
企業の取組の横展開

〇こうちプレマnetリニューアル（11/19）
　・スマートフォンでの利用にも対応改善
　・コンテンツの見直し及び情報の更新
  ・子育て支援に関する取り組み情報を
　　随時掲載　186件（H30.10末）
　・サイトアクセス数　136,494件
　　　（H30年度月平均アクセス数19,499件）

〇子育て出前講座
　・４回実施（6/24（2回）　7/14　7/21）
　　23名参加

〇高知県版父子手帳「パパの本」の作成
　・11/19いい育児の日に合わせてプレマ
　　net上に掲載（→H31年度配布開始予定）

〇11月19日いい育児の日のPR活動
　　ラジオでの啓発
　　プレマnet　児童家庭課Facebook等
　　による周知
　　高知県版父子手帳への掲載

○応援団と協働した取組の充実に向けた支
援
・応援団通信による情報発信
　（2か月に1回発行）
・応援団交流会の開催  （第1回5月：1箇所）
・高知家「出会い・結婚・子育て応援」フォーラ
ムの開催（7/20）及び新聞広報（開催報告）
・「育児休業・育児休暇の取得促進宣言」
　303の企業・団体が宣言(9月末現在)

〇こうちプレマnetのアクセス数は増加
傾向。さらに活用の促進をはかり、認
知度をあげることで、子育て家庭と子
育て支援の取り組みをつなげていく機
会を作る。

〇いい育児の日の啓発などにより、社
会全体で仕事と家庭（育児を含む）の
両立について考える啓発を行うととも
に、父子手帳の配布などにより男性の
育児参画などを考える機会を持ってい
ただくことで気運が高まっていくことを
ねらいとする。

○応援団と協働した取組のさらなる充
実が必要
・県の施策を企業に取り入れていただく
ためのアプローチ
・他団体の取組事例を参考にした企業
の取組の横展開

〇こうちプレマnetの活用促進
　・県民への広報（市町村を通じて、妊産
婦等にもチラシを配布）
　・SNSなどによる周知を併用した周知
　・子育てサークル等の活動やイベント情
報の提供・充実等
　・高知家の出会い結婚子育て応援コー
ナーの相談業務をとおした紹介等

〇子育て出前講座　７回

〇父子手帳「パパの本」の配布
　母子手帳発行時に市町村窓口をとおし
て配布

○応援団と協働した取組の充実に向けた
支援
・従業員への周知を図る「応援団通信」の
情報の充実
・県民に対して応援団が行う取組を紹介
するため、新聞広告やパネル等を活用し
ての広報
・応援団交流会の開催（（具体的に進める
取組）
・高知家「出会い・結婚・子育て応援」
フォーラムの開催
・育児休暇・育児休業の促進（企業・団体
における「育児休業・育児休暇の取得促
進宣言」の拡大や取組の横展開）

〇ターゲット層に繋がる効果的な
広報・啓発の取り組み
〇企業への積極的な周知
〇高知家の出会い・結婚・子育て
応援団との協調活動

○応援団と協働した取組のさらな
る充実
・県の施策を企業に取り入れてい
ただくためのアプローチ
・他団体の取組事例を参考にした
企業の取組の横展開

児童家庭課
少子対策課

210 子育て家庭応援事業の促進

○HPの検索機能の見直し

○新規協賛事業所の開拓
　　好事例集を活用

利用者を増やすため、取組の認知
度の向上

〇子育て応援の店HPのリニューアル
（11/19）
　・GPS機能を用いた店舗検索機能の強化
　・HPリニューアルの周知
　　チラシ作成15000枚→配布（1月以降）

〇子育て応援の店登録数　460店舗
　 ・H30年度新規登録8件
　　　　　　　　　　　　　　（H31.10末現在）

〇登録の更新を機に再登録をしない店
舗がある一方で、全国展開の動きに合
わせ、チェーン店などの登録が増えて
いる傾向

〇HPの活用の促進とともに認知度を上
げる必要あり

○HPの活用促進

○新規協賛事業所の開拓
　　好事例集を活用

利用者を増やすため、取組の認知
度の向上 児童家庭課

211
・子育て世代向けの防災教室
・主催する講座・講演会等での託児サー
ビス

・関係グループ・団体への・事業内
容の周知

・親子防災教室（６月実施）　35家族71名参
加
・子育て世代と男性のソーレへ来館する機会
を確保するとともに子育てを支援。

・小さな子供を持つ子育て世帯にとっ
て、災害から身を守るための知恵や、
災害時に実践できる工夫に関する知識
のニーズは高い。広報に関しても、工
夫を凝らし様々なアプローチを行うこと
で、多くの世帯に受講いただいた。

・子育て世代向けの防災教室
・主催する講座・講演会等での託児サー
ビス

・関係グループ・団体への・事業内
容の周知

ソーレ
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

212

○HPの検索機能の見直し

○新規協賛事業所の開拓
　　好事例集を活用

利用者を増やすため、取組の認知
度の向上

〇子育て支援拠点の設置状況
　・24市町村1広域連合51ヶ所
　　　　　　　　　　　　　（H30.10末現在）

〇高知家の出会い結婚子育て応援コーナー
　専門相談員による子育て拠点等への支援
　・延37ヶ所：相談件数153件　（H31.10末現
在）

〇子育て講座全　　60回実施（予定）

〇子育て支援拠点の設置については、
市町村が策定する子ども子育て支援事
業計画に基づき設置が進んでいる。

〇妊娠期から子育て期までの切れ目
のない支援体制（高知版ネウボラ）の
構築にむけ、市町村とともに取り組見
ながら県内への拡充を図っていく必要
がある。

〇地域子育て支援拠点の適切な設置促
進及び機能強化

○高知家の出会い・結婚・子育て応援
コーナーの相談機能を活かした子育て支
援拠点のバックアップ

〇子育て家庭のニーズに応じた講座の開
催

身近な地域で多様な子育て家庭の
ニーズに対応できる支援体制の確
保及び拠点の機能強化

児童家庭課

境
の
整
備

充実（男女共同参画に関す
る講演・講座、地域子育て支

援拠点等運営事業等）
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

213 子育て短期支援事業
○全市町村訪問による子育て短期支援
事業の周知実施（H30.5-7月）
○里親等を活用した新たな委託先の開拓

○新たな委託先の開拓にあたって
里親制度そのものの周知が必要

○全市町村訪問による子育て短期支援事業
の活用状況の把握（H30.5-7月）

○児童養護施設や里親等の委託先が
近隣にないため、活用に至っていな
い。

○市町村訪問により子育て短期支援事業
の周知と活用に向けた協議
○里親制度の周知

○児童養護施設や里親等の委託
先が近隣にないため、事業の活用
に至っていない。
○新たな委託先の開拓にあたって
里親制度そのものの周知が必要

児童家庭課

214 乳児家庭全戸訪問事業

○全市町村訪問による乳児家庭全戸訪
問事業の周知及び本事業を活用した地域
での見守り及び支援体制の構築に向けた
支援

○全市町村訪問による乳児家庭全戸訪問事
業の活用状況や本事業を活用した地域でに
見守り支援体制の把握（H30.5-7月）

○母子保健部署と情報共有が実施さ
れており、ケースに応じて児童福祉部
署と母子保健部署が同行訪問を実施
する等、連携した対応がなされている。

○乳児家庭全戸訪問事業を活用した市
町村における見守り支援体制の充実に向
けた協議

○出生数が少なく保健師業務
で対応可能であったり、事務手
続きの負担等から事業の活用
に至っていない。

児童家庭課

215 養育支援訪問事業

○全市町村訪問による養育支援訪問事
業の周知及び本事業を活用した地域での
見守り及び支援体制の構築に向けた支
援

○全市町村訪問による養育支援訪問事業の
活用状況や本事業を活用した地域でに見守
り支援体制の把握（H30.5-7月）

○母子保健部署と情報共有が実施さ
れており、ケースに応じて児童福祉部
署と母子保健部署が同行訪問を実施
する等、連携した対応がなされている。

○養育支援訪問事業を活用した市町村に
おける見守り支援体制の充実に向けた協
議

○養育支援を実施できる委託
先や人材不足により、事業の活
用に至っていない。

児童家庭課

216
子育て出前講座（地域子育
て支援事業）

企業等への外部講師派遣事業の実施（出
前講座事業等）

◆効果的な広報、啓発の実施
〇子育て出前講座
　3ヶ所４回実施（11月末現在）
　12月以降2ヶ所2回実施予定

少子対策課が取り組んでいる、出会
い・結婚・子育て応援団への周知活動
から新たに取り組んでくれる企業が増
えている

企業等への外部講師派遣事業の実施（出
前講座事業等）

◆効果的な広報、啓発の実施
出会い・結婚・子育て応援団への
周知活動(継続)

児童家庭課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

217

地域包括ケアシ
ステムの構築（介
護サービスの充
実・確保）

・市町村が実施する住宅
等改造補助事業への助
成と、適切な改造を行うこ
とを目的として現地にアド
バイザーの派遣を行う。

・市町村が実施する市町
村担当者等の研修会へ
アドバイザーを講師として
派遣

・住宅等改造支援事業費補
助金
　　助成件数　16件
（高齢者用　15件
　支え合いの地域づくり用　
１件）

・住宅等改造アドバイザー
派遣事業
　　派遣件数　３件

・住宅等改造を支援する
ことで、高齢者が住み慣
れた場所で安全な在宅
生活を送れるよう住宅
のバリアフリー化の推進
を図った。

・新たに１市（須崎市）が
中山間地域介護サービ
ス確保対策事業を開始
した。中山間地域では、

・市町村が実施する住宅
等改造支援補助事業へ
の助成と、適切な改造を
行うことを目的として現地
にアドバイザーの派遣を
行う。

・市町村が実施する市町
村担当者等の研修会へ
アドバイザーを講師として
派遣する。

高齢者福
祉課

218 相談体制の充実
・高齢者総合相談窓口で
の相談受付及び相談窓
口の周知

・高齢者総合相談窓口での
相談受付
　　一般相談：254件
　　専門相談：12件　

・高齢者総合相談窓口
への相談件数が減少し
ているが、各市町村地
域包括支援センターで
の相談業務などが、地
域の相談機関として認
知されてきたことや、相
談内容に応じて適切な
関係機関につなぐことに
より、再相談が減少して
いると考えられる。

・高齢者総合相談窓口で
の相談受付及び相談窓
口の周知

高齢者福
祉課

219

・介護サービス情報の公
表制度による介護サービ
ス事業者に関する情報の
公表

・高齢者総合相談窓口で
の相談受付及び周知

・認知症高齢者及び介護
者の相談体制の確立

・介護サービス情報の公表
制度による介護サービス事
業者に関する情報の公表

・高齢者総合相談事業の実
施
　　 一般相談：254件
　　 専門相談：12件　

・認知症コールセンター相
談件数：258件

・高齢者総合相談窓口
への相談件数が減少し
ているが、各市町村地
域包括支援センターで
の相談業務などが、地
域の相談機関として認
知されてきたことや、相
談内容に応じて適切な
関係機関につなぐことに
より、再相談が減少して
いると考えられる。

・介護サービス情報の公
表制度による介護サービ
ス事業者に関する情報の
公表

・高齢者総合相談窓口で
の相談受付及び相談窓
口の周知

・認知症コールセンターに
よる認知症本人、介護者

高齢者福
祉課

220
・県広報誌等への介護支援情報の掲載
・福祉用具の常設展示による介護支援情
報の提供

・県民ニーズに対応した介護支援
情報の提供

・福祉に関する図書、DVD及び福祉機器の貸
出を行った。

・常設展示以外に、年1回県内最大規模（3日
間　　延べ約2,000名）の総合的な福祉用具
の展示会を開催した。

・新聞等に福祉機器展の情報を掲載した。

・介護や福祉に関する様々な情報や機
器を貸出という方法で、手軽に入手で
きるよう努めた。
・福祉用具を一堂に集め、実際に手に
取ったり、体験することにより、さまざま
な障害やそれに合った用具や介護方
法があることを学ぶ機会を提供するこ
とができた。

・新聞等への介護支援情報の掲載
・福祉用具の常設展示による介護支援情
報の提供

・県民ニーズに対応した介護支援
情報の提供

地域福祉政策
課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

221

（ボランティアセンター事業）
・福祉教育・ボランティア学習実践講座の
開催
・ボランティアコーディネーター研修事業の
実施

・学校現場における福祉教育の継
続的実施
・ボランティア受入団体のコーディ
ネート機能の強化

・福祉教育基礎研修
　４月２７日（金）13:00-16:00
　１６名参加
・ボランティアコーディネーター研修
　５月１５日（火）13:30-16:30　対象：施設
　　　１５名参加
　５月１６日（水）9:30-12:30　対象：社協
　　　２２名参加

・福祉教育・ボランティア学習に関わる
者が、その学習を進めるための知識や
技術を習得することができた。
・社協や学校等関係機関の連携体制
の構築、学校や地域の中での福祉教
育・ボランティア学習の協働実践事例
の創出を支援している。
・ボランティアを受け入れるためのコー
ディネートの知識・技術の向上を図っ
た。

（ボランティアセンター事業）
・福祉教育・ボランティア学習実践講座の
開催
・ボランティアコーディネーター研修事業の
実施

・学校現場における福祉教育の継
続的実施
・ボランティア受入団体のコーディ
ネート機能の強化

地域福祉政策
課

222
引き続き各種セミナー等において、参加
者ニーズを把握した取組を実施する。

それぞれの事業の広報活動につ
いて引き続き検討する必要があ
る。

　各種セミナー等において、参加人数の増加
という点では引き続き課題があるが、講座内
容については参加者ニーズに答えられてい
る。ＮＰＯフォーラム（12月１日開催）において
は、「20年の歩みとこれから」をテーマに行
い、準備段階から、これまでと同様に性別年
齢を超えた柔軟な協働が行われた。フォーラ
ム当日もワールドカフェにおいて、性別年
齢、社会的立場を超えて、テーマに応じたフ
レキシブルでフラットな議論と協働が行われ
た。
　年齢性別や社会的立場を超えて、様々な
人々が、テーマに応じて適宜柔軟に連携する
という、市民社会における協働のモデルを引
き続き示すことができた。

　各団体のニーズを踏まえた効率的な
組織運営につながるセミナーや、ＮＰＯ
らしい、年齢性別・社会的立場を超えた
柔軟さをもったの取組はできている。
　しかし、特定非営利活動促進法の施
行から20年経って、ＮＰＯ活動そのもの
に絶対的な価値をおくのではなく、これ
から地域社会にとって必要なＮＰＯのあ
り方、存在意義を考えた取組をすること
が必要となっていると思われる。

　引き続き各種セミナー等において、参加
者ニーズを把握した取組を実施するととも
に、NPOの地域課題解決力が高まるよう
に支援する。

ＮＰＯと大学や企業など他のセク
ターとの創造的・発展的なネット
ワークの構築

県民生活・男
女共同参画課

独居老人等に対するＮＰＯ
やボランティア活動の促進
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

223
（ふくし交流プラザ管理運営事業）
・県民に対する介護講座事業の開催

県民介護講座事業の周知・参加の
促進

○県民介護講座（H30年9月まで実績）
・体験入門講座
　（各コース随時開催）
　　見学コース　　　　　　　　　　５回129名
　　高齢者疑似体験コース      ９回180名
　　車イス体験コース　　　　　　４回  22名　

・家庭介護基礎講座（全５回）
　知っておきたい家庭介護の基本　２回55名
  お口のお手入れ　　　　　　　　　　 １回10名

・高齢期知っとく講座（各テーマ２回、全20回）
　介護保険施設の利用等　　　　 10回209名

・福祉用具の見学や高齢者疑似体験、
車椅子の体験を行い、介護を身近に感
じ、興味を持ってもらう機会を提供し
た。
・生活や病気、さまざまな支援制度など
身の回りの知識を学ぶことにより、介護
だけではない高齢者の生活や制度に
ついての知識を深めることができた。
・地域でも気軽に介護について学べる
環境を整えることにより、介護に対する
知識を深めたり、研修への参加意識を
高めることができた。

県民に対する介護講座事業の開催
県民介護講座事業の周知・参加の
促進

地域福祉政策
課

224 男性対象講座の開催
・ニーズの把握と講座内容の検討
・男性への周知・広報

・男性応援講座（７月）　24名参加

・男性応援講座は、子育て中の家族を
対象に、パートナー間の互いの価値観
を尊重してコミュニケーションを図る手
法を学ぶ内容であった。参加者からは
好評をいただくとともに、男性来館者の
増加につながった。

男性対象家事講座の開催
・ニーズの把握と講座内容の検討
・男性への周知・広報

ソーレ

225
労働関係法令等の広報、啓
発、周知（再掲）

○働き方改革セミナーの開催
　関係機関と連携し企業等へのワーク・ラ
イフ・バランス等働き方改革の周知・啓発
を目的にセミナーを開催

○ワーク・ライフ・バランスの周知
啓発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○中小企業においてのワーク・ライ
フ・バランスの浸透

○働き方改革セミナー
　四万十市会場　　H30.9.26・H30.11.19 　実
施
　高知市会場　　　　H30.9.27・H30.11.26　実
施

○働き方改革ミニセミナー
　室戸市会場　　　H30.8.22　　実施
　須崎市会場　　  H30.10.23　実施
　香南市会場　　　H30.11.21  実施
   高知市会場　　　H30.11.21　実施

参加者数　 　延べ２９６人
参加企業数　延べ２２０社

○働き方改革セミナーの開催
　関係機関と連携し企業等へのワーク・ラ
イフ・バランス等働き方改革の周知・啓発
を目的にセミナーを開催

○ワーク・ライフ・バランスの周知
啓発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○中小企業においてのワーク・ライ
フ・バランスの浸透

雇用労働政策
課

226

〇ワークライフバランス推進企業認証制
度
・認証推進にかかる訪問件数目標300件
・認証企業数H31年3月末目標：300社

〇認証制度の周知啓発
〇事業主の意識の向上

○ワークライフバランス推進企業認証制度
　・認証推進にかかる訪問件数：163件
　・認証企業数H30.9月末件数：200社

〇ワークライフバランス推進企業認証
制度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・県委託事業による社会保険労務士の
企業訪問が、認証制度の周知、認証企
業数の増加につながっている。

〇ワークライフバランス推進企業認証制
度
・認証推進にかかる訪問件数目標300件
・認証企業数H31年3月末目標：400社

〇認証制度の周知啓発
〇事業主の意識の向上

雇用労働政策
課

227

〇こうちプレマnetの活用促進
　県民への広報（市町村を通じて、妊産婦
等にもチラシを配布）
　子育てサークル等の活動やイベント情
報の提供・充実等
　掲載内容の見直し
○子育て応援情報紙「大きくなあれ」の発
行
→廃止
〇子育て出前講座　７回

○応援団と協働した取組の充実に向けた
支援
・従業員への周知を図る「応援団通信」の
情報の充実
・県民に対して応援団が行う自らの取組を
紹介するため、新聞広告やパネルを活用
しての広報
・応援団交流会の開催（（具体的に進める
取組）
・高知家「出会い・結婚・子育て応援」
フォーラムの開催
・男性の育児休暇・育児休業の促進（企
業・団体における「育児休業・育児休暇の
取得促進宣言」）

◆ターゲット層に繋がる効果的な
広報・啓発の取り組み
◆企業への積極的な周知
◆高知家の出会い・結婚・子育て
応援団との協調活動

○応援団と協働した取組のさらな
る充実
・県の施策を企業に取り入れてい
ただくためのアプローチ
・他団体の取組事例を参考にした
企業の取組の横展開

〇こうちプレマnetリニューアル（11/19）
　・スマートフォンでの利用にも対応改善
　・コンテンツの見直し及び情報の更新
  ・子育て支援に関する取り組み情報を
　　随時掲載　186件（H30.10末）
　・サイトアクセス数　136,494件
　　　（H30年度月平均アクセス数19,499件）

〇子育て出前講座
　・４回実施（6/24（2回）　7/14　7/21）
　　23名参加

〇高知県版父子手帳「パパの本」の作成
　・11/19いい育児の日に合わせてプレマ
　　net上に掲載（→H31年度配布開始予定）

〇11月19日いい育児の日のPR活動
　　ラジオでの啓発
　　プレマnet　児童家庭課Facebook等
　　による周知
　　高知県版父子手帳への掲載

○応援団と協働した取組の充実に向けた支
援
・応援団通信による情報発信
　（2か月に1回発行）
・応援団交流会の開催  （第1回5月：1箇所）
・高知家「出会い・結婚・子育て応援」フォーラ
ムの開催（7/20）及び新聞広報（開催報告）
・「育児休業・育児休暇の取得促進宣言」
　303の企業・団体が宣言(9月末現在)　　

〇こうちプレマnetのアクセス数は増加
傾向。さらに活用の促進をはかり、認
知度をあげることで、子育て家庭と子
育て支援の取り組みをつなげていく機
会を作る。

〇いい育児の日の啓発などにより、社
会全体で仕事と家庭（育児を含む）の
両立について考える啓発を行うととも
に、父子手帳の配布などにより男性の
育児参画などを考える機会を持ってい
ただくことで気運が高まっていくことを
ねらいとする。

○応援団と協働した取組のさらなる充
実が必要
・県の施策を企業に取り入れていただく
ためのアプローチ
・他団体の取組事例を参考にした企業
の取組の横展開

〇こうちプレマnetの活用促進
　・県民への広報（市町村を通じて、妊産
婦等にもチラシを配布）
　・SNSなどによる周知を併用した周知
　・子育てサークル等の活動やイベント情
報の提供・充実等
　・高知家の出会い結婚子育て応援コー
ナーの相談業務をとおした紹介等

〇子育て出前講座　７回

〇父子手帳「パパの本」の配布
　母子手帳発行時に市町村窓口をとおし
て配布

○応援団と協働した取組の充実に向けた 
支援
・従業員への周知を図る「応援団通信」の
情報の充実
・県民に対して応援団が行う取組を紹介
するため、新聞広告やパネル等を活用し
ての広報
・応援団交流会の開催（（具体的に進める
取組）
・高知家「出会い・結婚・子育て応援」
フォーラムの開催
・育児休暇・育児休業の促進（企業・団体
における「育児休業・育児休暇の取得促
進宣言」の拡大や取組の横展開）

〇ターゲット層に繋がる効果的な
広報・啓発の取り組み
〇企業への積極的な周知
〇高知家の出会い・結婚・子育て
応援団との協調活動

○応援団と協働した取組のさらな
る充実
・県の施策を企業に取り入れてい
ただくためのアプローチ
・他団体の取組事例を参考にした
企業の取組の横展開

児童家庭課
少子対策課
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男性対象家事（料理）・介護
の基礎講座の開催
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仕事と家庭の両立のための
広報・啓発促進（再掲）
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
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号
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ー
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課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

228
仕事と家庭の両立のための
広報・啓発促進（再掲）

機会を通じてさらに配布し、啓発を図る。 -
男性の家事・育児・介護の啓発冊子の内容
を男女共同参画月間（６月）にあわせて路面
電車内に掲示した。

路面電車内に掲示することで、冊子の
内容について啓発することができた。

機会を通じて啓発を図る。 -
県民生活・男
女共同参画課

229
女性のチャレンジ・エンパ
ワーメント支援（再掲）

男女共同参画の視点を持った人材、地域
の中核的リーダーとなる女性育成のた
め、職場及び防災のプログラム実施とス
キルアップのための講座を実施
・女性の活躍応援
・女性防災プロジェクト
・エンパワメント講座
・就労支援パソコン講座（6コース）

・参加者に対する職場の協力
・関係機関との連携

職場及び防災の２分野におけるリーダーとな
る女性の育成を行うための事業を行うととも
に、次年度以降の継続実施に向けたリー
ダー育成プログラムを策定
・女性の活躍応援塾（35名）１回開催
・女性防災プロジェクト（延べ114名）３回開催
　　　※公開講座を含む。

・企業や参加者のニーズを把握し、プロ
グラム内容の十分な検証が必要
・年間で複数回の開催すべてに全員が
参加するのは困難

男女共同参画の視点を持った人材、地域
の中核的リーダーとなる女性を育成する
ため、職場及び防災のプログラム実施と
スキルアップのための講座を実施

・女性の活躍応援
・女性防災プロジェクト

・参加者に対する職場の協力
・関係機関との連携

ソーレ

230
団体等の自主活動支援及び
相互交流の促進（ソーレえい
ど事業等）

【ソーレ・えいど事業】
事業主体：男女共同参画を推進するグ
ループ・団体等
対象事業：広く県民を対象として実施され
る事業で、男女共同参画社会の推進に資
する講演会や講座、調査研究等
内容：１企画上限２０万円以内

・ソーレまつり2019の開催

関係グループ・団体への事業内容
の周知

・ソーレ・えいど事業
①高知県母親運動連絡会
②「夜間もやってる保育園」上映委員会
③こうち男女共同参画ポレール
④ママの働き方応援隊高知校
⑤デルタ・カッパ・ガンマ・ソサエティ・インター
ナショナル　ジャパンステイト

・ソーレまつり2019（１月実施）

・ソーレ・えいど事業には６団体から応
募があり、うち５団体が採択となった。
対象事業が高知市以外で実施されるも
のに対して別に助成枠を設けている
が、応募はなかった。

【ソーレ・えいど事業】
事業主体：男女共同参画を推進するグ
ループ・団体等
対象事業：広く県民を対象として実施され
る事業で、男女共同参画社会の推進に資
する講演会や講座、調査研究等
内容：１企画上限２０万円以内

・ソーレまつり2020の開催

関係グループ・団体への事業内容
の周知

ソーレ

231

（バーチャルボランティアセンター事業）
・HPの管理運営
・広報グッズ活用等によるピッピネットの
周知
・HPのリニューアル
・ＮＰＯ紹介動画の作成
・新規登録団体の開拓

ピッピネットの広報、周知

H28.9末649団体、H29.9末514団体、H30.9末
488団体
・ボランティア情報の発信（24件）
・掲載イベント84件
・新規7団体

・ボランティア活動紹介を充実させるな
ど、ボランティア活動の推進が図られて
いる。

（バーチャルボランティアセンター事業）
・HPの管理運営
・広報グッズ活用等によるピッピネットの
周知
・新規登録団体の開拓

ピッピネットの広報、周知
地域福祉政策
課

232 引き続き、情報提供を行う。
ＮＰＯ活動の拡大はもとより、その
質の向上についても取組む必要が
ある。

H30年９月末認証数：331
社会貢献活動促進法施行後20年を迎え、社
員の高齢化などで解散する団体がある一方
で、現在の地域社会の状況に対応しようとす
る新規団体も出てきている。

予算規模を大きくしている団体がある
一方で、活動が停滞している団体もあ
り、二極化しているように思われる。

引き続き、情報提供を行う。
ＮＰＯ活動が活性化するような、
ニーズに細かく沿った情報提供の
あり方を検討していくこと。

県民生活・男
女共同参画課
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ＮＰＯやボランティア活動に
関する情報の提供（ピッピ
ネット/広報誌など）（再掲）
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号
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ー
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課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

233
引き続き各種セミナー等において、参加
者ニーズを把握した取組を実施する。

それぞれの事業の広報活動につ
いて引き続き検討する必要があ
る。

　各種セミナー等において、参加人数の増加
という点では引き続き課題があるが、講座内
容については参加者ニーズに答えられてい
る。ＮＰＯフォーラム（12月１日開催）において
は、「20年の歩みとこれから」をテーマに行
い、準備段階から、これまでと同様に性別年
齢を超えた柔軟な協働が行われた。フォーラ
ム当日もワールドカフェにおいて、性別年
齢、社会的立場を超えて、テーマに応じたフ
レキシブルでフラットな議論と協働が行われ
た。
　年齢性別や社会的立場を超えて、様々な
人々が、テーマに応じて適宜柔軟に連携する
という、市民社会における協働のモデルを引
き続き示すことができた。

　各団体のニーズを踏まえた効率的な
組織運営につながるセミナーや、ＮＰＯ
らしい、年齢性別・社会的立場を超えた
柔軟さをもったの取組はできている。
　しかし、特定非営利活動促進法の施
行から20年経って、ＮＰＯ活動そのもの
に絶対的な価値をおくのではなく、これ
から地域社会にとって必要なＮＰＯのあ
り方、存在意義を考えた取組をすること
が必要となっていると思われる。

　引き続き各種セミナー等において、参加
者ニーズを把握した取組を実施するととも
に、NPOの地域課題解決力が高まるよう
に支援する。

ＮＰＯと大学や企業など他のセク
ターとの創造的・発展的なネット
ワークの構築

県民生活・男
女共同参画課

234
引き続き各種セミナー等において、参加
者ニーズを把握した取組を実施する。

それぞれの事業の広報活動につ
いて引き続き検討する必要があ
る。

　各種セミナー等において、参加人数の増加
という点では引き続き課題があるが、講座内
容については参加者ニーズに答えられてい
る。ＮＰＯフォーラム（12月１日開催）において
は、「20年の歩みとこれから」をテーマに行
い、準備段階から、これまでと同様に性別年
齢を超えた柔軟な協働が行われた。フォーラ
ム当日もワールドカフェにおいて、性別年
齢、社会的立場を超えて、テーマに応じたフ
レキシブルでフラットな議論と協働が行われ
た。
　年齢性別や社会的立場を超えて、様々な
人々が、テーマに応じて適宜柔軟に連携する
という、市民社会における協働のモデルを引
き続き示すことができた。

　各団体のニーズを踏まえた効率的な
組織運営につながるセミナーや、ＮＰＯ
らしい、年齢性別・社会的立場を超えた
柔軟さをもったの取組はできている。
　しかし、特定非営利活動促進法の施
行から20年経って、ＮＰＯ活動そのもの
に絶対的な価値をおくのではなく、これ
から地域社会にとって必要なＮＰＯのあ
り方、存在意義を考えた取組をすること
が必要となっていると思われる。

　引き続き各種セミナー等において、参加
者ニーズを把握した取組を実施するととも
に、NPOの地域課題解決力が高まるよう
に支援する。

ＮＰＯと大学や企業など他のセク
ターとの創造的・発展的なネット
ワークの構築

県民生活・男
女共同参画課
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各種のイベントを開催する際に、女性に
焦点を当てた取り組みや情報発信を行
う。
オリパラ関連事業と併せて、女性のス
ポーツ参加機会の拡大をめざす。

女性に焦点を当てた取り組みや情
報発信が少なく、さらなる機運の醸
成が必要。
女性の社会進出が進んでいるもの
の、子育て世代の女性がスポーツ
をする時間は少ない。

・「全国レクリエーション大会in髙知」では、「３
B体操」や「フォークダンス」が開催され、県内
からも多くの女性が参加した。
・「髙知龍馬マラソン2019」では、女性を大きく
全面に押しだしたデザインのポスターを作成
した。
・エリア協議会事業では「フラダンス教室」や
「ヨガ教室」が開催され、多くの女性が参加
し、地域独自で継続する事業となった。

・女性の運動・スポーツへの参画に対
する気運の高まりが見られた。
・健康増進・美容を目的とした取組の
ニーズが高い。
・身近なきっかけを提供することによっ
て、活動が広まっていく。また、複数回
開催することで、効果を実感できたり、
コミュニティーが形成されることから、よ
り定着しやすくなる。

・地域のニーズに基づいた、身近な教室
や気軽に参加できるスポーツイベントな
ど、スポーツ実施のきっかけ作りとなる取
組の実施。
・各種イベントを行う際に、女性に焦点を
当てた情報発信を行う。

・女性に焦点を当てた取組や情報
発信が少なく、さらなる気運の醸成
が必要。
・女性の社会進出が進んでいるも
のの、子育て世代の女性がスポー
ツをする時間は少ない。

スポーツ課
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ＮＰＯ、ボランティア団体、自
治会、スポーツ団体、女性活
動団体等の育成・支援（再
掲）
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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号
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マ
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題

取
組

取組の内容 担当課室
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介護予防と生きがいづ
くりの推進
・市町村が行う介護予
防事業への支援
・老人クラブが行う社会
参加活動への支援
・高知県社会福祉協議
会等が行う健康と生き
がいづくりへの支援

・市町村への専門職の派遣による
活用の促進

・地域リーダー・サポーター養成に
向けた市町村への支援

・高齢者等の参加による新たな
サービスの担い手等の養成への支
援

・高知県社会福祉協議会や老人ク
ラブが実施する健康と生きがいづく
り活動のさらなる活性化
　　シニアスポーツ交流大会
　　オールドパワー文化展
　　ねんりんピック富山への選手団
派遣
　　元気ハツラツ交流会
　　ろうれんピック
　　若手高齢者スポーツ大会

・職能団体とのさらなる連携
が必要

・さらなる人材育成のため、
関係機関と連携した取組が
必要

・大会参加者増のため、広報
の強化や競技種目の見直
し、普及など一層の働きかけ
が必要。

・全市町村に配布している介護予防
手帳の活用促進

・市町村の介護予防事業や地域ケア
会議に関与する専門職の紹介（６市
町９名）

・市町村へのいきいき百歳体操アドバ
イザーの派遣（２市町）

・高齢者等の参加による新たなサー
ビスの担い手等の養成への支援
　　公益財団法人介護労働安定セン
ター高知支部
　※２月開催予定

・高知県社会福祉協議会や老人クラ
ブが実施する健康と生きがいづくり活
動のさらなる活性化
　　シニアスポーツ交流大会（参加者
1344名）
　　オールドパワー文化展（出品数
405点）
　　ねんりんピック富山への選手団派
遣　(選手135名）
　　元気ハツラツ交流会（参加者数
401名）
　　ろうれんピック（参加者数延べ651
名）

・リーダーや世話役の高齢化が
進み、次世代の担い手育成が困
難な地域もあるが、リハビリテー
ション専門職の関与により参加
者が活動を継続する意欲につな
がった。

・高齢者の生きがいづくりや、地
域での活動の場の広がりに繋
がっている一方、老人クラブの加
入率低下や会員の高齢化によ
り、参加者数が伸び悩むイベント
も出てきている。

・市町村の介護予防事業への専門
職派遣を支援

・高知県社会福祉協議会や老人ク
ラブが実施する健康と生きがいづく
り活動のさらなる活性化
　　シニアスポーツ交流大会
　　オールドパワー文化展
　　ねんりんピック紀の国わかやま
への選手団派遣
　　元気ハツラツ交流会
　　ろうれんピック
　　若手高齢者スポーツ大会

・地域の実情に応じた専門職
活用に向けた支援が必要

・さらなる人材育成のため、
関係機関と連携した取組が
必要

・大会参加者増のため、広報
の強化や競技種目の見直
し、普及など一層の働きかけ
が必要

高齢者福祉
課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

237

地域包括ケアシ
ステムの構築（介
護サービスの充
実・確保）（再掲）

・市町村が実施する住宅
等改造補助事業への助
成と、適切な改造を行うこ
とを目的として現地にアド
バイザーの派遣を行う。

・市町村が実施する市町
村担当者等の研修会へ
アドバイザーを講師として
派遣

・中山間地域介護サービ
ス確保対策事業を実施す
る市町村への支援

・住宅等改造支援事業費補
助金
　　助成件数　16件
（高齢者用　15件
　支え合いの地域づくり用　
１件）

・住宅等改造アドバイザー
派遣事業
　　派遣件数　３件

・中山間地域介護サービス
確保対策事業　
　21市町村で実施（新たに1
市が事業開始）

・住宅等改造を支援する
ことで、高齢者が住み慣
れた場所で安全な在宅
生活を送れるよう住宅
のバリアフリー化の推進
を図った。

・新たに１市（須崎市）が
中山間地域介護サービ
ス確保対策事業を開始
した。中山間地域では、
利用者が点在しており
訪問等の効率が悪く、
多様な介護ニーズがあ
りながらもサービスが行
き届かない状況もあるこ
とから、引き続き支援が
必要。

・市町村が実施する住宅
等改造支援補助事業へ
の助成と、適切な改造を
行うことを目的として現地
にアドバイザーの派遣を
行う。

・市町村が実施する市町
村担当者等の研修会へ
アドバイザーを講師として
派遣する。

・中山間地域介護サービ
ス確保対策事業を実施す
る市町村への支援

高齢者福
祉課

238

認知症高齢者対
策の推進
・認知症に関する
正しい知識の普
及啓発
・介護者への支
援と相談体制の
確立

・認知症に関する正しい
知識の普及・啓発
・介護者への支援と相談
体制の確立

・認知症サポーターを
増やすため、養成講
座について広く周知
する必要がある

・認知症サポーター養成講
座
　養成人数：210名
・認知症コールセンター
　相談件数：258件

認知症サポーター養成
人数が減少傾向にあ
り、さらなる認知症サ
ポーター養成のために
は、周知や日程の工夫
等が必要である。

・認知症に関する正しい
知識の普及啓発
・認知症コールセンターに
よる認知症本人、介護者
等からの相談対応及び事
業の周知

高齢者福
祉課

（安全安心まちづくり推進）
・安全安心まちづくりに関するイベントの
開催
・地域における高齢者及び高齢者周辺者
対象の出前講座の実施

（交通安全対策）
・高齢者交通事故防止キャンペーン（９～
12月）における各種啓発活動の実施

（安全安心まちづくり推進)
・特殊詐欺及び特殊詐欺予兆事案
の高齢者被害対象の割合は前年
度と比べて減少しているが、全体
件数の約4割を占めていることか
ら、引き続き広報啓発及びタイム
リーな情報提供をする必要があ
る。

（交通安全対策）
・交通死亡事故の半数以上が高齢
者であり、高齢者の交通事故防止
は依然として大きな課題であること
から、引き続き、広報・啓発を行っ
ていく必要がある。

（安全安心まちづくり推進）
○高齢者及び高齢者周辺対象の出前講座
の実施
・高知市老人クラブ連合会女性大学（9月：1
回）

（交通安全対策）
○高齢者交通事故防止キャンペーン（9～12
月）での啓発の実施
　・チラシの作成と配布（8月）
　・啓発物の配布
　（9月１日ほか、各期の安全運動も活用して
チラシを配布）

(安全安心まちづくり推進）
○高知市老人クラブ連合会の主催する
女性大学において、受講生16名に対し
て、特殊詐欺や犯罪被害防止対策、交
通安全防止対策について講義し、犯罪
被害防止や交通事故防止への意識を
向上させた。

（交通安全対策）
○高齢者交通事故防止キャンペーン期
間中、帯屋町アーケードにおける啓発
パレード、主要道路交差点における街
頭活動を行い、高齢者に限らず、幅広
い年齢層に対して交通事故防止に関
する意識向上を訴えた。

（安全安心まちづくり推進）
・安全安心まちづくりに関するイベントの
開催
・地域における高齢者及び高齢者周辺者
対象の出前講座の実施

（交通安全対策）
・高齢者交通事故防止キャンペーン（９～
12月）における各種啓発活動の実施

（安全安心まちづくり推進)
・特殊詐欺及び特殊詐欺予兆事案
の高齢者被害対象の割合は減少
傾向にあるが、手口が巧妙化して
いることから、引き続き広報啓発及
びタイムリーな情報提供をする必
要がある。

（交通安全対策）
・交通死亡事故の6割以上が高齢
者であり、高齢者の交通事故防止
は依然として大きな課題であること
から、引き続き、広報・啓発を行っ
ていく必要がある。
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239
交通安全、消費生活等に関
する情報提供と意識啓発

県民生活・男
女共同参画課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

引き続き情報発信を行うとともに、養成講
座の地域開催により、県内全域でくらしの
サポーターの養成を目指す。

・消費者問題へ関心のない方への
アプローチ
・県内の各地域におけるくらしのサ
ポーターの養成

・高齢者を対象とした消費生活出前講座の実
施　実施回数８回、受講者数359名
・地域見守り情報の発信　8回
・くらしの護身術（高知新聞）の掲載　14回
・高知県からのお知らせ（RKCラジオ）での注
意喚起　9回
・消費生活情報誌「くらしネットkochi」の発行　
２回
・くらしのサポーター養成講座の実施　３回
（県内３箇所）受講者数22名、くらしのサポー
ター養成人数12名

・高齢者を対象とした消費生活出前講
座や地域見守り情報等の発信は、消費
者トラブルを未然に防ぐため、今後も継
続的な実施が必要である。
・くらしのサポーターは高知市など中心
部に集中していたが、養成講座を東部
と西部でも実施することにより、高知市
以外のサポーターを養成することがで
きた。
・くらしのサポーターを県内全域で養成
するとともに、サポーターを高齢者等の
見守りに参画してもらうこっとにより、高
齢者の消費生活トラブルを低減させる
ことができる。

・引き続き情報発信を行うとともに、養成
講座の地域開催により、県内全域でくらし
のサポーターの養成を目指す。
・消費者安全確保地域協議会（見守りネッ
トワーク）とくらしのサポーターとの連携を
図る

・消費者問題へ関心のない方への
アプローチ
・県内の各地域におけるくらしのサ
ポーターの養成
・全市町村での見守りネットワーク
の設立促進

240
地域における相談支援体制
の充実強化と社会参加の推
進

（駐車場利用証許可制度導入事業費）
・民間事業所等に協力施設への登録依頼
を引き続き実施する。
また、協力施設向けの「対応マニュアル」
を配布し、制度が円滑に運用されるよう取
り組んでいく。

（普及啓発活動）
・県及び市町村の広報紙への掲載、テレ
ビやラジオでの広報、各種イベントでの制
度チラシの配布など、様々な機会をとらえ
て今後も情報発信を行い、周知を図って
いく。

制度が県民に正しく認知され、障
害者等用駐車場の適正利用が徹
底されるよう、制度の周知、普及啓
発を継続して実施する。

・各市町村窓口で障害者手帳や母子健康手
帳交付時に、対象者への制度周知を依頼
・母子健康手帳の別冊「お母さんと赤ちゃん
のためのサポートブック」への制度の掲載
・「さんSUNこうち１月号」へ掲載（応募多数の
ため12月高知新聞朝刊に変更）
・テレビ、ラジオでの広報（読み上げ）
・協力事業所増加(H30.9.30現在：累計1201
施設、2112台）
・利用者証発行数の増加(H30.9.30現在：累
計　15305件）

・利用証発行数は増加していることか
ら、民間事業者等に協力施設への登
録依頼を継続して実施し、台数増加に
つなげていく必要がある。
・制度の周知がまだ十分でないため、
より効果的な広報活動を実施していく
必要がある。

（駐車場利用証許可制度導入事業費）
・民間事業所等に協力施設への登録依頼
を引き続き実施する。
また、協力施設向けの「対応マニュアル」
を配布し、制度が円滑に運用されるよう取
り組んでいく。

（普及啓発活動）
・県及び市町村の広報紙への掲載、テレ
ビやラジオでの広報、各種イベントでの制
度チラシの配布など、様々な機会をとらえ
て今後も情報発信を行い、周知を図って
いく。

制度が県民に正しく認知され、障
害者等用駐車場の適正利用が徹
底されるよう、制度の周知、普及啓
発を継続して実施する。

障害福祉課
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（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
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241
障害者の就労促進と工賃
アップ
・働く場の確保

・企業ニーズの高い清掃に関する研修等
を引き続き行う。
・工賃向上アドバイザー事業は事業所の
ニーズを把握し適時実施する。

・清掃分野への就労促進を図るた
めの職業訓練等、専門研修を実施
するが、研修修了後の就職先の確
保が重要なため、関係機関と連携
し、企業等への雇用促進。

・清掃業務従事者研修は平成31年１月16日
から3月15日の期間で開催予定。現在、訓練
生募集期間中。
・工賃向上アドバイザー事業の実績は1事業
所。（H30年9月末)
 3月末までに７事業所へアドバイザーを派遣
予定。

・農福連携による6次産業化に取り組
み、新たな商品の開発が進んだ。

・企業ニーズの高い清掃に関する研修等
を引き続き行う。
・工賃向上アドバイザー事業は事業所の
ニーズを把握し適時実施する。

・清掃分野への就労促進を図るた
めの職業訓練等、専門研修を実施
するが、研修修了後の就職先の確
保が重要なため、関係機関と連携
し、企業等への雇用促進。

障害保健支援
課

242
発達障害の早期発見・早期
療育支援体制づくり

・身近な地域における児童発達支援セン
ター等の整備促進を図り、早期支援への
取組みを行う市町村や保育所への支援
体制を強化する。
・発達障害者支援センターの地域支援機
能を充実
・早期支援に関する研修会の開催
・ペアレント・プログラムの実施及び講師
の養成
・ペアレント・トレーニングの要素を取り入
れた研修の実施
・発達障害専門医養成研修
・かかりつけ医(小児科・健診医)向け研修
・地域の療育機関への支援
・療育に携わる専門職を対象とした研修
会

・児童発達支援センター等に従事
する専門人材の育成及び確保
・発達障害児の療育に携わる人材
の支援力の向上
・家族支援の充実

・早期療育教室の実施（中央西：17回、延29名　中
央東：32回、延69名）
親カウンセリング実施市町村への支援（南国市、
土佐市、香南市、香美市、いの町：計28回）
・地域支援マネージャーによる市町村支援
・乳幼児健診従事者向け研修会（保健師等52名）
・ペアレント・プログラムを理解する研修（支援者
向け）
・上手にほめて楽しい子育て講座指導者養成セミ
ナー（保健師、保育士等42名）
・ペアレント・トレーニング（全6回、6名）
・保育士等対象「ティーチャーズ・トレーニング」
（安芸市・芸西村：全6回、8名）
・発達障害児等支援スキルアップ研修（全8回、延
810名）
・「乳幼児の発達の見方と親支援」研修会（保健
師・保育士等226名）
・発達障害支援スーパーバイザー養成研修（6月
～2月、1～2日/週、3名受講中）
＜成果＞
・子育てに悩みを抱える保護者の不安の解消や
地域での保護者支援の指導者の養成
・市町村保健師、保育士の対応力の向上
・発達障害児等支援体制づくりにかかわる事業所
等の職員の支援力の向上

・児童発達支援センター及び児童発達
支援事業所の整備を引き続き促進する
必要がある。
・早期療育教室などの早期支援の取組
みを行う市町村への支援により、一部
の市町村においては、乳幼児健診後
の早期支援体制の整備が進んできて
いる。すべての市町村が早期支援に取
り組むよう支援していく必要がある。
・ペアレント・プログラムについて、市町
村への周知ができたので、養成した講
師を活用し、市町村での実施をバック
アップすることで、県内での普及を図っ
ていく。
・ペアレント・トレーニング等の指導者の
養成は進んでいるが、実際に保護者を
対象に実施している市町村や事業所
が少ない。
・発達障害児等支援スキルアップ研修
の実施により障害児支援に携わる者の
支援力の向上につながった。今後も継
続して人材育成に取り組んでいく必要
がある。

・身近な地域における児童発達支援セン
ター等の整備促進を図り、早期支援の取
組みを行う市町村や保育所への支援体
制を強化する。
・発達障害者支援センターの地域支援機
能を充実
・早期支援に関する研修会の開催
・ペアレント・プログラムの実施市町村へ
の支援
・ペアレント・トレーニングの要素を取り入
れた研修の実施
・かかりつけ医向け研修の実施
・療育に携わる事業所等の職員を対象と
した研修の実施

・児童発達支援センター等に従事
する専門人材の育成及び確保
・発達障害児の療育に携わる人材
の支援力の向上
・家族支援の充実

障害福祉課

243
外国人への日本語講座の開
催（高知県国際交流協会）

(日本語講座開催事業)
①初級Ⅰ、Ⅱ、Ⅲクラス　
日本語の不自由な県内在住外国人を対
象に、日常生活に適応できるよう基礎的
な日本語講座を開設する。

②漢字読み書きクラス
日本語が初級レベルにある在住外国人
の読み書きをレベルアップさせるための
日本語講座を開設する。

③昼間の日本語講座開催事業
家庭や仕事の事情等で、夜の日本語教
室や土曜日の日本語サロンに参加できな
い在住外国人のために、平日の昼間に日
本語講座を開設する。

・報道機関への資料提供、ウェブ
ページ以外でのＰＲなどを行うこと
により、より多くの在住外国人に情
報が届くようにする。

○初級Ⅰ，Ⅱ，Ⅲクラス
　初級Ⅰ　8月15日～　毎週水曜日
　初級Ⅱ　5月10日～　毎週木曜日
　初級Ⅲ　5月8日～　毎週火曜日

○漢字読み書きクラス
　5月7日～　毎週月曜日

○昼間の日本語講座
　5月10日～　毎週木曜日

・在住外国人の基礎的な日本語能力が向上
し、本県で生活していく上での障害が減少し
た。

・特に問題なし

(日本語講座開催事業)
①初級Ⅰ、Ⅱ、Ⅲクラス　
日本語の不自由な県内在住外国人を対
象に、日常生活に適応できるよう基礎的
な日本語講座を開設する。

②漢字読み書きクラス
日本語が初級レベルにある在住外国人
の読み書きをレベルアップさせるための
日本語講座を開設する。

③昼間の日本語講座開催事業
家庭や仕事の事情等で、夜の日本語教
室や土曜日の日本語サロンに参加できな
い在住外国人のために、平日の昼間に日
本語講座を開設する。

・報道機関への資料提供、ウェブ
ページ以外でのＰＲなどを行うこと
により、より多くの在住外国人に情
報が届くようにする。

国際交流課
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244
日本語ボランティア講師の
養成（高知県国際交流協会）

○日本語ボランティア講師養成講座開催
事業
日本語の不自由な県内在住外国人に日
本語を教えることができるボランティアの
講師を養成するための講座を開催する。
初級コースは隔年開催とする。（平成30年
度は開催しない）
・日本語ボランティア研修

・報道機関への資料提供、ウェブ
ページ以外でのＰＲなどを行うこと
により、より多くの方に情報が届く
ようにする。

・イベントの参加者に対してＰＲを
行う。

○日本語ボランティア講師養成講座in土佐市
　高知市以外の地域における日本語教室立
ち上げに向けた取組として、9月22日（土）に
土佐市にて第1回の養成講座をに実施した。
　9月22日（土）　40名受講

・日本語ボランティアに役立つ情報を提供で
きた。

・これまで開催していなかった土佐市で
講座を実施することにより、新たにボラ
ンティアをやってみようという方の参加
を促進できた。

○日本語ボランティア講師養成講座開催
事業
日本語の不自由な県内在住外国人に日
本語を教えることができるボランティアの
講師を養成するための講座を開催する。
初級コースを毎年開催に拡充するととも
に、可能であれば高知市以外の地域でも
・日本語ボランティア研修

・報道機関への資料提供、ウェブ
ページ以外でのＰＲなどを行うこと
により、より多くの方に情報が届く
ようにする。

・イベントの参加者に対してＰＲを
行う。

国際交流課

245
外国人が安心して相談でき
る体制の充実（国際交流協
会）

○在住外国人の生活相談事業
・県内在住外国人の生活相談の窓口を開
設
・市町村主催イベントでの相談ブース設置

・ニーズの多様性への対応
・生活相談事業について周知活動
に努める。

○相談件数　14件

・在住外国人からの相談を受け、解決に向け
尽力した。

・様々な分野の相談機会が提供されて
いることから、直接、事務所を訪問する
外国人は減少傾向にある。

○在住外国人の生活相談事業
・県内在住外国人の生活相談の窓口を開
設
・市町村主催イベントでの相談ブース設置

・ニーズの多様性への対応
・生活相談事業について周知活動
に努める。

国際交流課

246
ホームページやブログ、生活
情報誌などによる情報提供
（高知県国際交流協会）

○情報機関誌(ＷＩＮＤＯＷ)発行事業
国際交流･協力に関する情報誌
「WINDOW」(年2回各2300部発行)を発行
し、県民への情報提供と国際意識の向上
を図る。

○インターネット情報収集・提供事業
ホームページや携帯サイトを充実し、ま
た、インターネットにより内外の国際交流
情報や国際ボランティア活動、民間国際
交流団体の情報を広く県民や在住外国人
に提供する。

○在住外国人のための生活情報冊子
（Tosa Wave）の発行・ブログ発信事業
県内在住外国人が快適に暮らせるよう
に、高知の文化、歴史、生活等に関する
情報を提供するため、生活情報誌「Tosa 
Wave」（英語及び中国語版、日本語ルビ
付きを3ヶ月に1回、各1000部発行）を発
行、及びブログ（英語版）を発信する。

・メルマガの登録者増に向けた情
報発信

・在住外国人のための生活情報冊
子では継続して外国人の視点を取
り入れる。

・地元在住の外国人に執筆を依頼
すること等を検討する。

・幅広い層の在住外国人に対応で
きる記事内容を検討する。

○情報誌「WINDOW」
　　第69号：9月発行　2,300部

○メルマガ　4/1～9/1　毎月発行

○生活情報冊子「Tosa Wave」　6,9月発行
　各1,000部

○ブログ更新回数5回

・情報誌やメルマガの発行により、県民が県
内で実施されている国際交流に関する情報
をタイムリーに得ることができ、参加者数の
増等につながった。

・在住外国人が本県で快適に生活している
上での参考となった。

・情報機関誌やメルマガの発行により、
県民が県内で実施されている国際交流
に関する情報をタイムリーに得ることが
でき、参加者数の増等につながった。

・Tosa Waveでは、仁淀川での川遊びと
スマホアプリの紹介、土佐のはちきんと
災害時に使われる日本語やアプリの紹
介などを取り上げ、在住外国人向けに
情報を発信した。

○情報機関誌(ＷＩＮＤＯＷ)発行事業
国際交流･協力に関する情報誌
「WINDOW」(年2回各2300部発行)を発行
し、県民への情報提供と国際意識の向上
を図る。

○インターネット情報収集・提供事業
ホームページや携帯サイトを充実し、ま
た、インターネットにより内外の国際交流
情報や国際ボランティア活動、民間国際
交流団体の情報を広く県民や在住外国人
に提供する。

○在住外国人のための生活情報冊子
（Tosa Wave）の発行・ブログ発信事業
県内在住外国人が快適に暮らせるよう
に、高知の文化、歴史、生活等に関する
情報を提供するため、生活情報誌「Tosa 
Wave」（英語及び中国語版、日本語ルビ
付きを3ヶ月に1回、各1000部発行）を発
行、及びブログ（英語版）を発信する。

・メルマガの登録者増に向けた情
報発信

・在住外国人のための生活情報冊
子では継続して外国人の視点を取
り入れる。

・地元在住の外国人に執筆を依頼
すること等を検討する。

・幅広い層の在住外国人に対応で
きる記事内容を検討する。

国際交流課

247
在住外国人への防災・災害
情報提供（高知県国際交流
協会）

○災害時語学サポーターのボランティア
活動保険への加入や大学等での外国人
向け南海トラフ地震対策講座への職員派
遣、南海トラフ地震対策パンフレット及び
災害用携帯カードの活用などにより、在住
外国人を南海トラフ地震から守ると共に、
外国人の自助・共助等の取り組みを支援
する仕組みを構築する。

・災害時語学サポーターのボラン
ティア活動保険への加入促進や南
海トラフ地震対策パンフレット及び
災害用携帯カードの活用などに努
める。

○4月及び9月に高知工科大学の留学生を対
象に南海トラフ地震対策講座を実施した。

・留学生に南海トラフ地震について周知する
ことで、地震発生時にどう行動すべきかを示
すことができた。

・留学生をはじめとする在住外国人が
南海トラフ地震から命を守るための情
報提供ができた。

○災害時語学サポーターのボランティア
活動保険への加入や大学等での外国人
向け南海トラフ地震対策講座への職員派
遣、南海トラフ地震対策パンフレット及び
災害用携帯カードの活用などにより、在住
外国人を南海トラフ地震から守ると共に、
外国人の自助・共助等の取り組みを支援
する仕組みを構築する。

・災害時語学サポーターのボラン
ティア活動保険への加入促進や南
海トラフ地震対策パンフレット及び
災害用携帯カードの活用などに努
める。

国際交流課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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し
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248

①
高
齢
者
等
が
安
心
し
て

暮
ら
せ
る
環
境
の
整
備

語学ボランティアを対象とし
た通訳・翻訳講座の開催（高
知県国際交流協会）

○語学ボランティア登録者を対象に、防
災・観光・生活情報など在住外国人が本
県で生活するうえで役に立つ情報を正確
かつ誠実に翻訳できるための講座を開催
することにより、語学ボランティアのスキル
アップを図る。

・引き続き講座を開催し、より多くの
語学ボランティアのスキルアップに
努める。

○語学ボランティア登録者を対象に、防
災・観光・生活情報など在住外国人が本
県で生活するうえで役に立つ情報を正確
かつ誠実に翻訳できるための講座を開催
することにより、語学ボランティアのスキル
アップを図る。

・引き続き講座を開催し、より多くの
語学ボランティアのスキルアップに
努める。

国際交流課

249

高知家の女性しごと応援室
による決きめ細かな就労支
援（女性就労支援事業）（再
掲）

・子育て支援センター等へのPRや再就職
支援イベントの開催による求職者の掘り
起こし

・東部、西部地域への出張相談による相
談窓口の拡大

・働きやすい職場づくりに向けた企業への
アドバイスの実施

・長く働き続けてもらうためのアフターフォ
ロー、キャリア形成支援

・応援室の機能強化に向けた、関
係先との連携強化

・企業、求職者への広報

・キャリアコンサルティング・相談、関係機
関からの情報収集（随時）
・職業紹介、求人開拓（随時）
・県広報紙、求人誌等への広告掲載（随
時）
・就職支援セミナー（6/16：21名、9/1：25
名）
・子育て支援センター等への訪問　87回
・再就職支援イベントの開催（7/21,22）
　セミナー受講者数：44名
　個別相談件数：26件
・東部、西部への出張相談　12回、相談
件数：17件
・働きやすい職場づくりに向けた企業へ
のアドバイス　21件、19事業所
・女性活用のための異業種ワークショッ
プの開催（9/13、17社22名参加)
・アンケート、電話等による就職者へのア
フターフォロー等の実施　149件

＜成果＞（９月末時点）
・新規相談者数　235人（累計1,738人）
・相談件数　726件（累計5,197件）
・就職者数　70人（累計577人）
・就職率　63.1％

・応援室の認知度はまだ決して高く
なく、認知度向上のための広報の
強化が必要

・さらなる女性労働力の確保に向け
て、幅広い年齢層を対象とした掘り
起こしが必要

・働きやすい職場づくりや定着支援
に向けて、企業への支援メニューの
周知や就職者へのアフターフォロー
が必要

・潜在的な女性労働力の掘り起こしに
向けた広報の強化や幅広い年齢層を
対象とした再就職支援イベントの開催
・東部、西部地域に加え、中部地域に
おける量販店での出張相談の実施
・ホームページのリニューアル
・企業向けリーフレットの作成

・求職者の掘り起こしに向けた
広報等の強化
・ホームページのリニューアル
・東部、西部地域に加え、中部
地域における量販店での出張
相談の実施
・企業向けリーフレットの作成

県民生活・男女
共同参画課

250
職業能力開発訓練の充実
（再掲）

定員753名の計画でIT系、介護系、事務
系の職業訓練を実施予定。
今年度より長期高度人材育成コースを新
設。

ニーズの把握に対応した訓練科目
の設定。
労働局及び職業安定所との連携。

入校者　27コース　297名
（内訳）
IT系　16コース　203名
事務系　3コース　42名
介護系　3コース　31名
サービス系　1コース　15名
長期（介護）　2コース　4名
長期（その他）　2コース　2名

介護系の訓練については昨年度より
コース数を減らしたが、３コース中止。
IT系も1コース中止となったが、その時
期に訓練の募集が集中しており、他の
訓練においても、定員充足率が低い状
況となった。
雇用情勢が好調であることが影響して
いると考えられるが、介護については
人手不足な状態が続いていることか
ら、訓練の実施は継続する。

定員数995名の計画で30年度と同様程度
の訓練を設定。

介護系については1コース減として
いるが、ニーズを考慮した訓練数
の調整。
訓練時期の重複による定員未充
足を防ぐための日程調整。

雇用労働政策
課

251
就職支援相談センター（ジョ
ブカフェ）事業（再掲）

就職基礎力養成講座、業界研究、企
業見学など、職場体験講習受講前の
就労支援の充実を図り、ミスマッチの
ない就職と職場定着につなげていく。
また、就職後もアフターフォローとして
定着の確認や在職者相談等への案
内を行う。（｢しごと体験講習｣を｢職場
体験講習｣に名称変更）

・就職までに時間を要する求職者
等への就職支援

○仕事力パワーアップ事業の実施
　・就職基礎力養成講座：47人
　・業界研究：35人
　・企業見学：51人
　・少人数セミナー：138人
　・職場体験講習
　　　受講：60人
　　　就職：28人（内、正規雇用：11人）

○職場体験講習受講者の就職率：
46.7％
　　内、正規雇用率：39.3％
・就職決定までに時間を要する方への
支援メニューを拡充し、きめ細やかな支
援ができた。
・一方で、職場体験講習事項に至る人
が想定よりも少なかったため、就職率、
正規雇用率ともに目標達成が厳しい状
況である。

○相談体制の再構築を図り、少人数セミ
ナーをトレーニングスタイルの内容にブ
ラッシュアップすることで求職者のスキル
アップと職場体験講習による就職決定を
目指す。
目標（H30年度の目標値と同じ）
・職場体験講習受講者の就職率：70％
・内、正規雇用率：50％

○キャリアカウンセリングに対応す
る有資格者の確保
○求職者が希望する職場体験講
習受入れ企業（正規雇用求人）の
開拓

雇用労働政策
課

252 生活・就労相談の実施
キャリアコンサルタントによるきめ細やか
な相談体制をホームページやSNSで情報
発信

就労相談の充実により、男女共に
安心して就職活動に臨めるよう、
引き続き併設ハローワークとも連
携して周知を図る。

○H30.9月末の相談件数：2,774件

○相談件数の内、メール相談と電話相
談の合計（214件）が占める割合：7.7％
・来所への心理的ハードルが高い人が
一定数存在している。

○HPを主とした広報の強化による来所。
電話、メール等の相談の強化・促進

○ターゲット（学生、無職者等）へ
の効果的な広報

雇用労働政策
課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

253
女性のチャレンジ・エンパ
ワーメント支援（再掲）

男女共同参画の視点を持った人材、地域
の中核的リーダーとなる女性育成のた
め、職場及び防災のプログラム実施とス
キルアップのための講座を実施
・女性の活躍応援
・女性防災プロジェクト
・エンパワメント講座
・就労支援パソコン講座（6コース）

・参加者に対する職場の協力
・関係機関との連携

職場及び防災の２分野におけるリーダーとな
る女性の育成を行うための事業を行うととも
に、次年度以降の継続実施に向けたリー
ダー育成プログラムを策定
・女性の活躍応援塾（35名）１回開催
・女性防災プロジェクト（延べ114名）３回開催
　　　※公開講座を含む。

・企業や参加者のニーズを把握し、プロ
グラム内容の十分な検証が必要
・年間で複数回の開催すべてに全員が
参加するのは困難

男女共同参画の視点を持った人材、地域
の中核的リーダーとなる女性を育成する
ため、職場及び防災のプログラム実施と
スキルアップのための講座を実施

・女性の活躍応援
・女性防災プロジェクト

・参加者に対する職場の協力
・関係機関との連携

ソーレ

254
ひとり親家庭等自立支援事
業（再掲）

○ひとり親家庭等就業・自立支援センター
において自立に向けた支援
・ひとり親家庭等就業・自立支援セン
ター、高知労働局（ハローワーク）、高知
家の女性しごと応援室との間で定期的に
連絡会を行い、連携方法を具体化させ
る。
・ひとり親家庭等就業・自立支援センター
と連携し、市町村・関係機関への訪問によ
る制度の説明・周知を実施する。
・ハローワークでの出張相談等、関係機
関と連携した相談機会の拡大など情報提
供・相談体制を強化する。
○各種給付金制度等（高等職業訓練促進
給付金、自立支援教育訓練給付金、高卒
認定試験合格支援事業、高等職業促進
資金貸付事業）の周知を強化する。　

○ひとり親家庭の支援機関として
の専門性を高めるため、相談対応
職員のスキル向上、相談者への継
続的なフォロー体制の構築
○SNS等の媒体も活用した適宜、
頻回な情報発信

○ひとり親家庭等就業・自立支援センター
・相談件数：件　358（H29年度同時期：563件）
・就職決定者数：23人（同：16人）
・移動相談件数：15回（同：12回）
・センター、労働局、応援室による連絡会：８
月30日
※役割分担に関しては、就業支援の対象者
は全て応援室につなぐ取組を行って行く
・市町村・関係機関への訪問：市町村等と日
程調整中
・ハローワークでの出張相談等：ハローワー
クと日程調整中

○各種給付金制度等の周知強化
・リーフレット作成・配布：3,500部

○ひとり親家庭等就業・自立支援セン
ター
・相談件数が減少傾向にあることから、
広報の強化等を図る必要がある。
・移動相談における相談者数が14市町
で０人～２人と少数であることから、実
施方法の見直し等を図る必要がある。

◆ひとり親家庭等就業・自立支援センター
○訪問活動による周知
・市町村の母子保健や子育て支援を所管
する部署等を訪 問し、センターの情報提
供やひとり親等の対象者への支援制度周
知を依頼
○移動相談の実施方法の見直し
・児童扶養手当現況届提出時期に合わせ
た移動相談開設の他、事前予約制によ
り、利用者の希望する日時や場所で実施

◆高等職業訓練促進給付金等
○訪問活動による周知
・看護師や介護福祉士等を養成する専門
学校等を訪問し、センターの情報提供を
行うとともに、ひとり親等の学生への支援
制度周知を依頼　（※ひとり親支援の給付
金の広報は、専門学校等にとって入学者
数の増加につながる）

◆ひとり親家庭等就業・自立支援
センター
○訪問活動による周知
→訪問活動の効果を把握すること
が困難であること
○移動相談の実施方法の見直し
→事前予約受付中の事実を知って
もらうための方法を確立すること
（候補）
➀課HP、フェイスブック等SNS
②センターチラシ
③市町村（訪問活動における訪問
先配布資料へ記載）
④福祉保健所

◆高等職業訓練促進給付金等
○訪問活動による周知
→訪問活動の効果を把握すること
が困難であること

児童家庭課

255
母子父子寡婦福祉資金貸付
事業（再掲）

○母子家庭の母、父子家庭の父、寡婦に
各種資金を貸付
○ひとり親家庭等福祉のしおりをひとり親
家庭及び関係機関へ配布し制度の周知
を図る
○ラジオ、SNSにて制度の周知を図る

ニーズへの対応及び制度の周知

○母子家庭の母、父子家庭の父に各種資金
を貸付
平成30年度９月末現在貸付件数：58件（新規
32件、継続26件）
○ひとり親家庭等福祉のしおりをひとり親家
庭及び関係機関へ配布（22,500部作成）

○貸付人数は、対前年同期比116％で
増加している（前年同期：50件）。
→引き続き制度の周知に取り組む必要
がある。

○母子家庭の母、父子家庭の父、寡婦に
各種資金を貸付
○ひとり親家庭等福祉のしおりをひとり親
家庭及び関係機関へ配布し制度の周知
を図る。
○SNS等を活用し、広報媒体を拡大する。

ニーズへの対応及び制度の周知
のための関係機関との連携

児童家庭課

256 子育て短期支援事業（再掲）
○全市町村訪問による子育て短期支援
事業の周知実施（H30.5-7月）
○里親等を活用した新たな委託先の開拓

○新たな委託先の開拓にあたって
里親制度そのものの周知が必要

○全市町村訪問による子育て短期支援事業
の活用状況の把握（H30.5-7月）

○児童養護施設や里親等の委託先が
近隣にないため、活用に至っていな
い。

○市町村訪問により子育て短期支援事業
の周知と活用に向けた協議
○里親制度の周知

○児童養護施設や里親等の委託
先が近隣にないため、事業の活用
に至っていない。
○新たな委託先の開拓にあたって
里親制度そのものの周知が必要

児童家庭課

Ⅲ
　
環
境
を
整
え
る

(

2

)

高
齢
者
等
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
環
境
の
整
備

②
貧
困
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
生
活
上
の
困
難
に
直
面
す
る
男
女
へ
の
支
援

67



実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
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号
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マ

課
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取
組

取組の内容 担当課室

257
乳児家庭全戸訪問事業（再
掲）

○全市町村訪問による乳児家庭全戸訪
問事業の周知及び本事業を活用した地域
での見守り及び支援体制の構築に向けた
支援

○全市町村訪問による乳児家庭全戸訪問事
業の活用状況や本事業を活用した地域でに
見守り支援体制の把握（H30.5-7月）

○母子保健部署と情報共有が実施さ
れており、ケースに応じて児童福祉部
署と母子保健部署が同行訪問を実施
する等、連携した対応がなされている。

○乳児家庭全戸訪問事業を活用した市
町村における見守り支援体制の充実に向
けた協議

○出生数が少なく保健師業務で対
応可能であったり、事務手続きの
負担等から事業の活用に至ってい
ない。

児童家庭課

258 養育支援訪問事業（再掲）

○全市町村訪問による養育支援訪問事
業の周知及び本事業を活用した地域での
見守り及び支援体制の構築に向けた支
援

○全市町村訪問による養育支援訪問事業の
活用状況や本事業を活用した地域でに見守
り支援体制の把握（H30.5-7月）

○母子保健部署と情報共有が実施さ
れており、ケースに応じて児童福祉部
署と母子保健部署が同行訪問を実施
する等、連携した対応がなされている。

○養育支援訪問事業を活用した市町村に
おける見守り支援体制の充実に向けた協
議

○養育支援を実施できる委託先や
人材不足により、事業の活用に
至っていない。

児童家庭課

259

生活困窮家庭などで非行歴
や非行傾向のある子どもを
対象とした見守りしごと体験
講習

・希望が丘学園アフターケア連絡会開催
　　　　　　　　　　　　　　　　（5～6月・随時）
　H30.3月退園児に関する情報を共有し、
状況に応じて社協等による訪問支援を実
施

・希望が丘学園在園中に社協担当
者と顔つなぎした児童（家庭）もい
るが、支援につなげるためには、
状況を見ながらのアウトリーチが
必要

・希望が丘学園アフターケア連絡会開催
　　香美市、南国市、高知市
・見守り雇用主の開拓
　　80社164店舗　→　81社168店舗
・見守り雇用主制度の周知
　　各種会議での事業説明（9回）
・見守りしごと体験講習受講者及び見守り
　雇用主（事業所）への雇用実績
　　体験：1名

・希望が丘学園アフターケア連絡会
　開催
　→　顔合わせをしていた対象児童、保
護者からも支援を求めてこないなど、
関係性が十分でないため、支援機関か
らは積極的な声がけが難しい状況にあ
る。

・希望が丘学園アフターケア連絡会開催
　　　　　　　　　　　　　　　　（5～6月・随時）
　H31.3月退園児に関する情報を共有し、
状況に応じて社協等による訪問支援を実
施
・見守りしごと体験講習の周知

・アフターケアを行う支援機関（者）
と対象児童、保護者との関係性の
構築
・見守りしごと体験講習の受講者
増

児童家庭課

260

父子家庭の孤立、固定的性
別役割分担意識の解消に向
けた広報、啓発（情報誌、
ホームページ、メールマガジ
ン等による広報）

・情報紙「ソーレ・スコープ」
・ホームページやメールマガジン、SNSの
活用による啓発・広報
・啓発誌の改訂・活用や啓発パネル展示・
貸出し
・出前講座事業の実施
・図書等利用PR事業の実施
・公共交通機関での啓発広告
・地域イベント等での啓発

・効果的な啓発・広報の検討

・情報紙「ソーレ・スコープ」発行(4月、7月)
・ホームページやメールマガジン(毎月発行)、
フェイスブック（H29開始）による啓発・広報
・啓発誌「ぐーちょきぱー」の改訂及び活用や
啓発パネルの館内展示・貸出しによる啓発
・ソーレ登録のサポーター講師やソーレ職員
による出前講座の実施
・図書等利用PR事業としてテーマを決めた図
書の企画展示（毎月）
・男女共同参画推進月間に公共交通機関
（路面電車）で啓発広告

・情報紙、啓発誌の配布先が団体・企
業中心であることからより広範囲な啓
発・広報が可能
・これまで男女共同参画について学ぶ
機会のなかった県民への啓発・広報の
ため、様々な方法や媒体で啓発・広報
を実施

・情報紙「ソーレ・スコープ」
・ホームページやメールマガジン、SNSの
活用による啓発・広報
・啓発誌の改訂・活用や啓発パネル展示・
貸出し
・出前講座事業の実施
・図書等利用PR事業の実施
・地域イベント等での啓発

・効果的な啓発・広報の検討 ソーレ
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

262
民生委員・児童委員活動の
充実

・活動費に対する助成
・必要な知識、技術の習得のため研修を
充実・強化
・活動への住民の理解を進めるための広
報・啓発を推進

・民生委員･児童委員(主任児童委
員)の負担感の軽減
・民生委員・児童委員活動の住民
への周知、理解

・活動費に対する助成
・経験等に応じて、必要な知識、技術の習得
のため研修を実施

・研修の実施により、必要な知識・技術
の習得を支援しているが、委員活動は
多岐にわたっており、引き続きわかりや
すく示していく必要がある。

・活動費に対する助成
・必要な知識、技術の習得のため研修を
充実・強化
・活動への住民の理解を進めるための広
報・啓発を推進

・民生委員･児童委員(主任児童委
員)の負担感の軽減
・民生委員・児童委員活動の住民
への周知、理解

地域福祉政策
課

261
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社会的自立に困難を抱える
若者への支援
・若者サポートステーション
による就学や就労に向けた
支援

○若者サポートステーションによる支援の
実施(通年)
・就学、就労支援
・臨床心理士による面談
・ソーシャルスキルトレーニング
・アウトリーチ型支援（訪問支援、送迎支
援、出張相談）
・職場体験　等の実施
・高等学校と連携した早期支援（就職セミ
ナー、個別相談等）の実施

○広報啓発活動
・学校及び関係機関への周知（中学校、
高等学校、私立学校、市町村教育委員
会、民生・児童委員、その他関係機関）

○関係機関連絡会の実施
・県連絡会（5月）
・地区別連絡会(6地区・6月～7月)

○若者自立支援セミナー・相談会の実施
(8月）

○若者はばたけプログラム活用研修会の
実施
・初級講座 4回
・指導者ステップアップ講座 3回

○市町村教委への中学校卒業時進路未
定者の支援状況の確認（5月・8月・3月）

○広く事業の周知を徹底し、多方
面からの若者サポートステーション
への対象者の接続を図るととも
に、関係機関との連携強化を図
る。

○定例会や研修会を開催し、
PDCAによる支援状況の進捗管理
や若者支援員のスキルアップを図
る。

○関係部局等と連携し、情報共有
することにより対象者のニーズや
特性を踏まえた就労先の掘り起こ
しを行う。

○各市町村の中学校卒業時の進
路未定者の状況や支援内容を確
認し、切れ目のない支援を実施す
る。

○若者サポートステーションによる支援
・支援実績（H30.10月末）
　新規登録者 206名 ※（180名/H29.10月末）
　利用登録者数 240名
　累積登録者 2,563名
　進路決定者数 141名 ※（90名/H29.10月
末）
　出張相談数 246件　訪問・送迎支援 544件
全登録者を支援段階に応じて区分し、PDCA
サイクルにより支援状況を確認（通年）
定例会での情報共有　（4・7・10月）

○支援体制の周知
・県連絡会　 参加37名（5月）
・地区別連絡会・高等学校担当者会
　６地区　参加165名（6・7月）
・県立学校訪問　７校（4・5・8月）
・高等学校説明（校長会・教頭会・教務主任
会・進路指導主事会・人権教育主任会・生徒
指導主事会）（4・5月）
・マスコミによる広報 テレビ・広報誌（5・7月）
・コンビニ等へのチラシ配布（7月）
・ひきこもり地域支援センター支援員連絡会
（10月）

○多様な若者の状況に応じた支援の充実
・「若者はばたけプログラム」活用研修会の
実施
　初級講座（4回実施予定）
　講座Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 延べ92名(7・8・10月)
　指導者ステップアップ講座　2回実施予定
　講座Ⅰ・Ⅱ 延べ12名(5・9月)　
・「若者自立支援セミナー・相談会」の実施
　講演63名　セミナー34名　（8月）

○市町村教委への中学校卒業時進路未定
者の進路及び支援状況の確認
・進路未定者
　6月（H30.3月末状況）：12市町村･60名
　9月（H30.8月末状況）：9市町村･40名

○支援体制の周知や関係機関との連
携、支援内容の充実により、新規登録
者数、進路決定者数ともに増加傾向に
ある。

● 若者サポートステーションを有効に
活用するためには、より多くの厳しい状
況にある若者を若者サポートステー
ションにつなげる必要がある。

● 運営団体同士の連携や支援方法の
共通化などにより、県内どこでも同じ水
準の継続的な支援を受けられる体制を
つくる必要がある。
   また、多様な若者に対し効果的支援
を行えるよう支援関係者の質的向上に
努める必要がある。

● ニートや引きこもりなど多様な若者
の特性に応じた就職先の充実を図る必
要がある。

○若者サポートステーションによる支援
・ニートや引きこもり傾向にある若者の社
会的自立を支援する「若者サポートステー
ション」に、より多くの若者をつなげ、就学
や就労に向けた支援を行うことで若者の
社会的自立を促進する。
・出張、訪問支援等アウトリーチ型支援の
実施
・学校と連携した在校生への早期支援の
実施
・サポステ定例会の実施

○支援体制の周知
・県連絡会の実施（5月）
・地区別連絡会の実施（6～7月、6地区）
・各関係機関への周知（中学、高校、教育
委員会、民生・児童委員、関係機関など）
・県内のコンビニ等へサポステチラシの配
布
・テレビ、ラジオ等での広報活動　等

○多様な若者の状況に応じた支援の充
実
・若者自立支援セミナー・相談会の実施（8
月）
・若者はばたけプログラム活用研修会の
実施 初級講座　4回

○市町村教委への中学校卒業時進路未
定者の進路及び支援状況の確認（6・9・2
月）

○就職支援機関との連携
（ハローワーク・ジョブカフェ・女性しごと応
援室・経営者協会など）

○広く事業の周知を徹底し、多方
面からの若者サポートステーション
への対象者の接続を図るととも
に、関係機関との連携強化を図
る。

○定例会や研修会を開催し、
PDCAによる支援状況の進捗管理
や若者支援員のスキルアップを図
る。

○関係部局等と連携し、情報共有
することにより対象者のニーズや
特性を踏まえた就労先の掘り起こ
しを行う。

○各市町村の中学校卒業時の進
路未定者の状況や支援内容を確
認し、切れ目のない支援を実施す
る。

生涯学習課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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ＤＶ被害者の保護と自立支
援

民間シェルターの活動により、さまざまな
問題を抱えたDV被害者の支援に繋げる。

・民間シェルターの活動規模拡大
により活動費・運営費が増大し、継
続した被害者支援が困難になって
いる。
・県と民間の役割分担や連携の在
り方等について、第３次計画ＤＶ被
害者支援計画に基づいた検討が
必要。

・高知県民間シェルター運営費補助金
　100万円/年を限度に交付。

・民間シェルターの支援活動の増大
に伴い、事業量が増大。団体（支援
者）の負担が増えてきている状況で
ある。

民間シェルターの活動により、さまざまな
問題を抱えたDV被害者の支援に繋げる。

・民間シェルターの活動規模拡大
により活動費・運営費が増大し、継
続した被害者支援が困難になって
いる。
・県と民間の役割分担や連携の在
り方等について、第３次計画ＤＶ被
害者支援計画に基づいた検討が
必要。

県民生活・男
女共同参画課

264

（思春期相談センター事業費）
・高知県性に関する専門講師派遣事業、
性の出前講話の継続実施
・思春期ハンドブックを高校1年生等に配
布、活用を図る
・塩見記念青少年プラザ移転（6月予定）。
移転の周知、来所者(面接相談含む）へ機
会をとらえた性情報の提供、館内関係団
体との連携強化

・思春期ハンドブックの教材活用の
推進
・教育委員会、学校現場との連携
強化

・高知県性に関する専門講師派遣事業の実
施：県立高等学校等５校実施
　(４月1校、７月４校)
　※思春期ハンドブックを活用
・思春期ハンドブックを高校1年生等に配布
（６月）県内全高校1年生等　47校
　　      配布希望校、市町村等　17か所
・県立塩見記念青少年プラザへ移転（6/17）
・オープニング記念講演会の開催（8/30）

〈成果〉（9月末現在）
・思春期ハンドブックのアンケート結果では、
性に関する新たな知識が増えたという回答
が多い。　
・オープニング記念講演会をきっかけに思春
期ハンドブック配布希望が増えた。
・市町村や関係機関からの相談が増えた。

①事業活用希望校が増加し、性教育
の機会を得る生徒数の拡大につながる
と共に、思春期ハンドブックを活用した
講師による講話を実施することで、性に
関する正しい情報提供等について、直
接働きかけができている。

（思春期相談センター事業費）
・高知県性に関する専門講師派遣事業、
性の出前講話の継続実施
・思春期ハンドブックを高校1年生等に配
布、活用を図る
・塩見記念青少年プラザ移転のさらなる
周知、来所者(面接相談含む）へ機会をと
らえた性情報の提供、館内関係団体との
連携強化

・思春期ハンドブックの教材活用の
推進
・教育委員会、学校現場との連携
強化

健康対策課

265

・性に関する教育の実施状況調査の実施
（隔年）
・教員の資質向上を目的とした研修会等
を通じて、性に関する指導の年間計画（学
校保健計画への位置づけも含む）の作成
率の向上を目指す。

・学習指導要領の改訂をふまえた
取組の推進

教職員のための指導の手引き～UPDATE!エ
イズ・性感染症～（公財）日本学校保健会　
平成30年3月の配付

冊子の配布にとどまらず、教員に対す
る性教育に関する研修が必要である
（11/19実施予定）

保健体育課

266
高知県思春期相談センター
「PRINK」における性に関す
る相談・啓発の実施（再掲）

（思春期相談センター事業費）
・思春期相談センターでの相談事業の継
続
・思春期ハンドブックをホームページに掲
載し情報発信を継続
・塩見記念青少年プラザ移転（6月予定）。
移転の周知、来所者(面接相談含む）へ機
会をとらえた性情報の提供、館内関係団
体との連携強化

・思春期相談センター活動の周知
・ホームページによる情報発信の
強化

・電話・メール・面接相談の実施（随時）
・広報用名刺カードの配布
・移転広報用のリーフレットの配布

〈成果〉（9月末現在）
・電話相談　　415件
・メール相談　 1件
・面接相談　　　 1件
・広報用名刺カードの配布　
　県内高校全生徒、県立・私立・高知市中学
校や関係機関等に配布約 3.6万枚　
・移転広報用リーフレットの配布
　県内高校全生徒、県立・私立・高知市中学
校や関係機関等に配布約 3.4万枚　

・電話相談の約8割が思春期の子ども
たちで、思春期の性の相談窓口として
利用され、利用者の悩み等にも対応で
きている
・9割以上が男性の利用者で、その中で
も多い相談内容を記載した思春期ハン
ドブックをホームページに掲載し、情報
発信している。

（思春期相談センター事業費）
・思春期相談センターでの相談事業の継
続
・思春期ハンドブックをホームページに掲
載し情報発信を継続
・塩見記念青少年プラザ移転のさらなる
周知、来所者(面接相談含む）へ機会をと
らえた性情報の提供、館内関係団体との
連携強化

・思春期相談センター活動の周知
・ホームページによる情報発信の
強化

健康対策課
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こころの相談、法律相談、男
性相談等（女性問題解決・男
女共同参画推進に向けた相
談事業）

・相談員3名による一般相談と専門家によ
る専門相談の体制を維持しつつ、相談員
のスキルアップを図る

・県民への周知方法の検討
・相談員のスキルアップ
・相談対応スキルの蓄積

【女性対象】相談の実施
・一般相談
・法律相談（第2・4木曜日）
・こころの相談（第1木曜日）
【男性対象】相談の実施
・男性のための悩み相談（第1・3火曜日、第4
水曜日）

相談の実施により、女性問題の解決及び男
女共同参画の啓発・推進が図れる。

・一般相談　1,140件
・法律相談　　45件
・こころの相談　12件
・男性相談　　　24件

・相談員研修によるスキルアップを図り
ながら、専門的な研修への参加につい
ても検討する。

・相談員3名による一般相談と専門家によ
る専門相談の体制を維持しつつ、相談員
のスキルアップを図る

・県民への周知方法の検討
・相談員のスキルアップ
・相談対応スキルの蓄積
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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268 人権相談業務の実施

【人権啓発研修事業－人権相談事業】
対象：一般県民
内容：生活の様々な場面で発生する人権
問題に対応するため、県民からの相談を
受付ける

複雑化・多様化してきている人権
相談に的確に対応し、相談者の立
場に立ったより的確な助言等が行
えるようスキルアップに努める必要
がある。

相談件数（9月末現在）：10件
「女性の人権」に関する相談：実績なし

【人権啓発研修事業－人権相談事業】
対象：一般県民
内容：生活の様々な場面で発生する人
権問題に対応するため、県民からの相
談を受付ける

複雑化・多様化してきている人権相談に
的確に対応し、相談者の立場に立ったよ
り的確な助言等が行えるようスキルアップ
に努める必要がある。

人権課

269

①薬物乱用防止ポスター・標語コンテスト
   高知県薬物乱用防止推進員の協力の下、
各中学校へ出向き、コンテスト参加依頼を実
施

②６．２６ヤング街頭キャンペーン
各地区薬物乱用防止推進協議会の活動計画
の見直しを行い、それぞれの地域での啓発活
動を活性化する

③薬物乱用防止教室の実施について
　・教室実施にあたり、学校からの外部講師依
頼方法を整理（依頼先：県警、福祉保健所の
窓口を紹介）
　・学校薬剤師等を対象に薬物乱用防止教室
指導員の育成を実施

④その他
   若年層の大麻乱用拡大防止のため、成人
式で啓発資材の配布

①、②
・高知県薬物乱用防止推進員及び薬
物乱用防止推進協議会の活動の見直
しが必要

③
・学校薬剤師との連携強化

・若年層に対する大麻に関する正しい
知識の普及・啓発の強化

④
・成人式で配布する啓発資材の内容の
検討が必要

＜結果＞
①県内中学校あてに参加依頼　130校
②各地区薬物乱用防止推進協議会による６・２６
ヤング街頭キャンペーンの実施
③各学校での薬物乱用防止教室の開催

＜成果＞
①コンテスト応募数
　（ポスター部門）
　・参加中学校　　　17校
　・応募数　　　　289作品
　（標語部門）
　・参加中学校　　　 ５校
　・応募数　　　　　82作品
②６・２６ヤング街頭キャンペーン
　・開催数　10か所　
　・参加者　537名（うちヤングボランティア　171
名）
③薬物乱用防止教室の開催（９月末時点）
　・開催数　43校（小学校13校、中学校18校、高等
学校10校、その他２）
　・対象者　2,492名
　・学校薬剤師の高知県薬物乱用防止推進員を
増員
（H29年度：23名→H30年度：50名）

①、②
・昨年度より参加校等の数は増加傾向では
あるが、参加中学校数が少ない（22校/130
校）
・標語部門の応募が少ない
・キャンペーンへの参加ヤングボランティア
の確保が必要

③県教育委員会、県警、県３者の連携強化
を図りながら、薬物乱用防止教室の講師の
養成が必要

①地域毎で、高知県薬物乱用防止推進員の
協力の下、中学校に出向き、コンテスト参加の
呼びかけをする等アプローチを強化

②学校薬剤師、ライオンズクラブ等と連携し、
啓発活動を実施

③薬物乱用防止教室の実施方法の整理と教
室講師の育成

・薬物乱用防止啓発活動について高知
県薬剤師会（学校薬剤師）、ライオンズ
クラブ等との連携強化

・薬物乱用防止教室講師育成のため
の研修を継続実施

医事薬務課

270

・ＩＨＣ（インターネット・ホットライン・セン
ター）や、高知県警本部サイバー担当等と
緊密に連絡を取り合って違法情報の収集
を実施
・薬物乱用防止教室を効果的に実施する
ため、関係機関と実施方法等について協
議すると共に、教室の未実施が続いてい
る一部の私立高校での実施
・他機関と連携した薬物乱用防止教室を
実施すると共に、各種行事での積極的な
広報啓発活動を実施
・費用対効果の高い広報啓発グッズを作
成し、県下のあらゆる行事において効果
的な配布及び啓発

・全国的に薬物の若年化が深刻な
状態であり、各年齢層に沿った薬
物乱用防止教室の内容を再検討
・私立高校における薬物乱用防止
教室の未実施（実施は２校）が継
続していることから、各学校に対し
てだけではなく、県教育委員会や
私学大学支援課等への更なる働き
かけが必要
・捜査員の行政業務にかかる時間
確保が困難

・サイバーパトロールの実施（随時）
・県下小中高などの学校に対し、捜査員がス
クールサポーター等と協力して効果的な薬物
乱用防止教室を実施（随時）
・関係機関と会合を開き、緊密な協力関係を
保持するとともに情報共有を図る。
・本部組対課において税関、海上保安庁等、
他機関と連携した薬物乱用防止キャンペー
ンを実施し、広報啓発グッズを配布
（4/27、6/23）
・各警察署においては、各種行事に併せて広
報啓発薬グッズを配布し薬物乱用防止を広
報　　　
〈成果〉（平成30年４月～９月）
・薬物乱用防止教室
　　　小学校　　9回　 　  265人
　　　中学校　26回　 　1490人
　　　高校　　 15回　 　2216人
       大学生　 ０回　   　    0人
       一般　　　４回　  　   88人
       合計　   54回　　 4059人

・随時実施しているサイバーパトロール
で薬物犯罪情報の入手には至らなかっ
たものの、別事件の違法情報を入手す
る等、効果的な運用がされている

・若年層における大麻乱用事件の報道
等により、教育委員会等から実施に関
する文書が発出されたことで、例年以
上に薬物乱用防止教室の依頼があり、
幅広い年代に対応した教育を効果的に
実施

・他機関等と連携した薬物乱用防止啓
発キャンペーンを実施し、当課で独自
に作成した広報啓発グッズ（「NO！
DRUG」等と印刷されたミニハンカチ）を
配布するなどした効果的な広報啓発活
動を実施

・ＩＨＣ（インターネット・ホットライン・セン
ター）や、高知県警本部サイバー担当等と
緊密に連絡を取り合った違法情報の収集

・薬物乱用防止教育研修会において、薬
物乱用防止教室を効果的に実施するた
めの協議を継続することにより、依頼方法
の一元化等に関する項目を実現

・他機関と連携した薬物乱用防止教室を
実施するとともに、各種行事での積極的
な広報啓発活動を実施

・費用対効果の高い広報啓発グッズを作
成し、県下のあらゆる行事において効果
的に配布することによる啓発

・全国的に若年層における大麻事
件が深刻な状態であり、各年齢層
に沿った上で、大麻に特化した薬
物乱用防止教室を実施することが
必要

・薬物乱用防止教室で使用する効
果的な資料を県警本部組織犯罪
対策課で作成及び提供することが
必要

・一部の私立高校における薬物乱
用防止教室の未実施が継続してい
ることから県教育委員会等への更
なる働きかけることが必要

・捜査員の行政業務にかかる時間
確保が困難

組織犯罪対策
課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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271
薬物乱用防止に関する普
及・啓発の促進

・年度当初に、学校保健計画へ位置づけ
た計画的な実施を文書で依頼するととも
に、講師派遣の依頼できる窓口の一覧表
を添付する。
・各市町村教育委員会及び各県立学校に
対し、昨年度の薬物乱用防止教室の開催
状況結果と全国の開催状況結果を通知
し、薬物乱用防止教室の開催に向けての
更なる意識づけを行う。
・関係各課と連携し、薬物乱用防止教室
の未実施校へのアプローチ方法等を検討
する。
・各学校で薬物乱用防止教室を実施でき
る能力を取得するための実践的な内容の
研修会を開催する。

・学校保健計画に位置づけた薬物
乱用防止教室の実施

・県内高校生による大麻事犯発生を受け、薬
物乱用防止教室の徹底についての文書発出
(5/15)
・平成29年度薬物乱用防止教室実施状況調
査の結果を各市町村教育委員会及び県立学
校に送付(8/7)

若年層での大麻事犯が増加しており、
最新の薬物情勢を反映した薬物乱用
防止教室の実施が必要。

・年度当初に、学校保健計画へ位置づけ
た計画的な実施を文書で依頼する。
・薬物乱用防止教室実施状況の中間調査
を実施し、未実施校へ働きかける（７月
頃）
・各市町村教育委員会及び各県立学校に
対し、昨年度の薬物乱用防止教室の開催
状況結果と全国の開催状況結果を通知
し、薬物乱用防止教室の開催に向けての
更なる意識づけを行う。
・各学校で薬物乱用防止教室を実施でき
る能力を取得するための実践的な内容の
研修会を開催する。

・学校保健計画に位置づけた薬物
乱用防止教室の実施

保健体育課

272
・薬物相談窓口の設置の継続
・アディクション・薬物関連問題関係者会
議等への参加

・薬物相談窓口の周知を強化
・相談者への対応のための関係機
関間の連携の強化

＜結果＞
・薬物に関する電話相談窓口の設置
・平成30年度アディクション・薬物関連問題関
係者会議への参加
＜成果＞
・相談件数：0件
・各関係機関間の取組内容等の情報共有

・機会を捉えた薬物相談窓口の周知が
必要
・継続した関係機関間の情報共有が必
要

・薬物相談窓口設置の継続
・アディクション・薬物関連問題関係者会
議等への参加

・薬物相談窓口の周知
・相談者対応のための関係機関の
連携強化

医事薬務課
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・依存症相談拠点の設置
・依存症についての正しい知識や理解、
相談先の周知啓発

・正しい知識の普及や専門医療機
関、相談支援機関の周知が必要

　・アディクションフォーラムの実施、依存症
相談拠点機関の設置、依存症専門医療機関
の選定

　・アルコール以外の専門医療機関の
整備が必要。

　・アディクションフォーラムの実施により、
依存症に関する正しい知識の普及啓発に
取り組む。
　・アルコール以外の専門医療機関の選
定を目指す。

障害保健支援
課
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・県警本部に設置した薬物相談電話の周
知を図るため、あらゆる機会をとらえて広
報活動を実施すると共に、相談に対し適
切な助言指導の実施

・助言指導の効果を高めるため、相談者
に対し再乱用防止パンフレット等を交付

・未だ周知に至っていないことか
ら、あらゆる機会を通じて相談電話
番号の広報を実施

・相談者が匿名を希望することが
多く、相談に対し助言や指導まで
の回答となる

・ラジオ放送や広報誌等を媒体として、薬物
相談電話番号の積極的な広報を実施
（5/1～8/31まで県庁前等の電子掲示板で広
報、5/8ラジオ放送、広報こうち６月号への掲
載）
・関係機関と連携し、依存症に関するアディク
ションフォーラム実行委員会へ参加し、相談
電話番号の広報を実施

・専用の薬物相談電話がある中、既に
周知されている警察総合相談電話（＃
９１１０）や、各警察署に薬物相談が為
されることが多く、専用電話番号の更な
る広報が必要

・相談者が利用しやすい環境を整える
ことが必要

・県警本部に設置した薬物相談電話の周
知を図るため、あらゆる機会をとらえて広
報活動を実施すると共に、相談に対し適
切な助言指導を実施

・未だ周知に至っていないことか
ら、あらゆる機会を通じた相談電話
番号の広報を図ることが必要

・相談者が匿名を希望することが
多く、相談に対し助言や指導まで
の回答となる。

組織犯罪対策
課
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妊産婦に対する禁煙、受動
喫煙の害の啓発

・赤ちゃん会で禁煙相談及び受動喫煙防
止普及啓発

・禁煙分煙実態調査結果を活用し、対策
が不十分な施設等への啓発を強化

・受動喫煙対策法制化を見据えて県民や
サービス業経営者等を対象とした県民
フォーラムの開催

・国の法制化の動きを注視し、法制
化の状況を踏まえて県内施設の受
動喫煙防止対策の環境整備を推
進する必要がある

・第88回赤ちゃん会での禁煙相談及び受動
喫煙防止普及啓発
　4/15高知会場157名
　4/29幡多会場50名

・改正健康増進法に係る事業所等への周知
啓発
　10/10県庁内関係課説明会
　10/16市町村・福祉保健所説明会
　11/1受動喫煙防止対策フォーラム
　関係団体への訪問による周知（2団体）

・受動喫煙対策強化の改正健康増進
法が成立・公布となったため、法に基づ
く対策が必要であり、市町村や関係団
体への説明階等による周知を開始し
た。。対策強化に向け、2020年度の全
面施行までに啓発周知等の更なる対
応が必要となる。

・改正健康増進法に係る政令・省令等の
発出を待ってさらに周知啓発を進めるた
め、説明会等を実施する。

法律は公布されたが、政令・省令
の発出がまだであり、対応内容の
詳細が不明であるため、対応が行
えない。

健康長寿政策
課
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薬物乱用に関する相談・カ
ウンセリングの充実
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

276
禁煙治療につなぐ支援体制
の充実

・禁煙支援・治療指導者養成及びフォロー
アップの継続

・禁煙支援や保健指導の効果的な
実施により、禁煙実現者の増加に
つなげるため、禁煙支援・治療指
導者養成及びフォローアップを引き
続き行う必要がある。

・禁煙支援・治療指導者養成研修の実施
　12/17～3/18実施予定

・とさ禁煙サポーターズフォローアップ講習
　須崎福祉保健所　11/29
　幡多福祉保健所　11/9　　　　　　　　 

・禁煙支援・治療指導者養成研修につ
いては、多くの薬局等から申し込みを
いただいており、多くの禁煙支援・治療
指導者のスキルアップが図られる見込
み。

・平成30年度に引き続き実施予定。
健康長寿政策
課

277

・学校でエイズ・性感染症教育を実施でき
るよう啓発素材の活用で学校を支援す
る。

・学校関係に呼びかけを行い、大学祭な
どイベントを活用して、エイズ・性感染症
について啓発を行う。

・保健所と学校との連携

・学校でエイズ教育を実施できるよう啓発素
材の貸し出しをしている。
・６月のHIV検査普及週間等において、ポス
ターやパンフレット等を各高等学校に配布
し、啓発活動を実施。

・学校へは、HIV検査普及週間等にお
いてポスター等を配布し、検査啓発を
行うことができた。

・学校でエイズ教育を実施できるよう啓発
素材の活用してもらい、学校でのエイズ
教育を支援する。

・学校関係に呼びかけを行い、大学祭な
どイベントを活用して、エイズ・性感染症
について啓発を行う。

・保健所と学校との連携 健康対策課

278

・性に関する教育の実施状況調査の実施
（隔年）
・教員の資質向上を目的とした研修会等
を通じて、性に関する指導の年間計画（学
校保健計画への位置づけも含む）の作成
率の向上を目指す。

・学習指導要領の改訂をふまえた
取組の推進

教職員のための指導の手引き～UPDATE!エ
イズ・性感染症～（公財）日本学校保健会　
平成30年3月の配付

冊子の配布にとどまらず、教員に対す
る性教育に関する研修が必要である
（11/19実施予定）

保健体育課

279
HIV（エイズ）に関する相談、
検査の実施

○ホームページ等を活用したエイズに関
する正しい知識及び検査相談の情報提
供。
・ホームページ、新聞、ポスター、その他
啓発グッズを作成し、より広く県民に情報
提供を行う。
・６月の検査普及週間及び12月の世界エ
イズデーにおいて、様々なイベントに出向
いて、パンフレット等の配布を行う。
○働く世代への啓発活動を実施
・企業と連携しHIV検査・啓発への呼びか
けを行う。
○個別施策層（青少年及びMSM（男性間
で性行為を行うもの）等）への啓発活動を
実施

・企業との連携方法
・本県にはNGOがなく、他県の
NGOとの連携方法。

○県庁のホームページにエイズに関するサ
イトを更新し、正しい知識及び検査・相談に
関する情報を掲載。
・６月のHIV検査普及週間に合わせて6/1～
6/3の５日間、全福祉福祉保健所で特別夜間
検査（17:30～18:30）を実施し、ポスター、
ホームページ及び新聞等で検査普及週間の
啓発を実施。（高知市は6/18の17:30～
18:30）
・高知市では、市役所及び保健所にてエイズ
予防啓発パネル展及びパンフレットの配布を
実施。
○市町村、保健所、エイズ治療拠点病院、県
内の高等学校、大学・専門学校等にHIV検査
啓発のポスターを送付。
○検査件数：242件
　 相談件数：64件
検査普及週間中の検査件数：1件(夜間0件)

・ホームページ、ポスター、チラシの掲
示等を行い、広く県民への啓発活動が
できた。
・今後、夜間検査のニーズが高いと思
われるHIV感染者が多い20～30歳代の
働き世代への啓発について検討が必
要。

○ホームページ等を活用したエイズに関
する正しい知識及び検査相談の情報提
供。
・ホームページ、新聞、ポスター、その他
啓発グッズを作成し、より広く県民に情報
提供を行う。
・６月の検査普及週間及び12月の世界エ
イズデーにおいて、様々なイベントに出向
いて、パンフレット等の配布を行う。
○働く世代への啓発活動を実施
・企業と連携しHIV検査・啓発への呼びか
けを行う。
○個別施策層（青少年及びMSM（男性間
で性行為を行うもの）等）への啓発活動を
実施

・企業との連携方法
・本県にはNGOがなく、他県の
NGOとの連携方法。 健康対策課
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学校におけるＨＩＶ（エイズ）、
性感染症に関する教育の推
進
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

280 自殺対策の推進

●改定した第２期自殺対策行動計画に基
づく取組の推進
１.地域の特性に応じた取組の推進
・各福祉保健所でのネットワーク会議の強
化
・自殺対策推進センターを中心として、各
市町村の状況に応じた市町村計画の策
定と取組の支援を行う
２.相談支援体制の充実
・県民へのいのちの電話PRの強化
・対象ごとの啓発ツールの作成、病院等
に設置
・様々な悩みに対応できるよう多職種によ
る相談ブースの設置
３.うつ病対策の推進
・かかりつけ医と精神科医の連携の強化
・産婦人科医と精神科医の連携体制の構
築
４.依存症対策の推進
・普及啓発、相談支援体制の構築、医療
機関の整備（アルコール計画との連動）
５.自殺未遂者、自死遺族への支援
・安芸圏域の相談支援体制を他圏域へ拡
大
・高知市以外での自死遺族の集いの場の
拡大

●改定した第２期自殺対策行動計
画に基づく取組の推進
１.地域の特性に応じた取組の推進
　・自殺対策行動計画の策定が市
町村に義務づけられているが、
H29末で策定済みは５市町にとど
まっており、計画策定を促進するた
めの支援が必要
２.相談支援体制の充実
　・暮らしとこころ、つながる相談会
の相談者が少ない
３.うつ病対策の推進
　・産後うつ対策について、精神科
と産婦人科等が連携して取り組む
仕組みが必要
４.依存症対策の推進
　・アルコール健康障害を引き起こ
す飲み方をしている人が多く、正し
い知識の普及や専門医療機関、相
談支援機関の周知が必要
５.自殺未遂者、自死遺族への支援
　・安芸保健所圏域以外では、自
殺未遂者支援事業が取り組めてい
ない

●改定した第２期自殺対策行動計画に基づ
く取組の推進
１.地域の特性に応じた取組の推進
　・市町村計画の策定状況に関するヒアリン
グ実施（6～8月）
２.相談支援体制の充実
　・精神保健福祉センターにおいてリーフレッ
ト等の作成
　・多重債務者無料相談会とあわせた心の健
康相談会（相談２件）、くらしとこころつながる
相談会（相談７件）
３.うつ病対策の推進
　・かかりつけ医等心の健康対応力向上研修
の実施（12/22、1/25）
　・医師相互交流会の実施
４.依存症対策の推進
　・アディクションフォーラムの実施、依存症
相談拠点機関の設置、依存症専門医療機関
の設置（アルコール計画との連動）
　・アルコール健康講座の実施（11月～３月）
５.自殺未遂者、自死遺族への支援
　・安芸WHC自殺未遂者相談支援連絡会
（6/25）
　・圏域毎のネットワーク会議の実施
　　(7/11安芸圏域、7/25・30中央圏域、8/17
須崎圏域、11/13幡多圏域）
　・自死遺族支援
　　　ひだまりの会講演会（10/13)
　　　ひだまりの会（4/26、6/28、8/30、
10/25、
　　　　　　　　　　　　11/30）※津野町でも実施

●改定した第２期自殺対策行動計画に
基づく取組の推進
１.地域の特性に応じた取組の推進
　・平成30年度策定予定の21市町村の
状況把握が必要。

２.相談支援体制の充実
　・相談会はニーズの優先度が低いた
めか相談者が少なく、あり方の検討が
必要。

３.うつ病対策の推進
　・専門的な精神科医療が必要な妊産
婦を支援する体制が必要。
　・専門の医療は必要ないが、妊娠・育
児に不安を持つ妊産婦について保健
師等が精神科医に相談しやすい体制
が必要

４.依存症対策の推進
　・アルコール以外の専門医療機関の
整備

５.自殺未遂者、自死遺族への支援
　・安芸圏域の相談支援体制を他圏域
へ拡大

●改定した第２期自殺対策行動計画に基
づく取組の推進
１.地域の特性に応じた取組の推進
　・若者向けゲートキーパー養成研修テキ
ストの作成。　
　・高齢者対策及び自殺未遂者対策を実
施する市町村に対する上乗せ補助の実
施。

２.相談支援体制の充実
　・いのちの電話相談員確保の強化。
　・くらしとこころ・つながる相談会の実施。

３.うつ病対策の推進
　・産婦人科、小児科、精神科医の交流の
場と研修会の実施。

４.依存症対策の推進
　・アルコール健康講座の実施。
　・依存症専門医療機関の設置に向けた
研修の実施。

５.自殺未遂者、自死遺族への支援
　・安芸圏域の取組を他圏域に拡大。
　・高知市以外での自死遺族の集いの場
の継続実施。

障害保健支援
課

281 多重債務者対策の推進
毎年行っている事業を関係団体との協議
のうえ、引き続き実施する。

多重債務者対策に多様な主体と連
携できている。債務者が再び債務
者となるケースも多く、再発防止に
対しての対策については不十分で
ある。

　多重債務者対策協議会を7月に開催した。
　多重債務者無料相談会も毎年実施してい
ることから、関係機関に対して一定の周知が
できている。

高知大学での講座（6/14,21）におい
て、司法書士会及び日本銀行にご協力
いただき、若者に対する金融教育を行
い、多重債務者対策に繋がっていると
考える。

毎年行っている事業を関係団体との協議
のうえ、引き続き実施する。

多重債務者対策に多様な主体と連
携できている。債務者が再び債務
者となるケースも多く、再発防止に
対しての対策については不十分で
ある。

県民生活・男
女共同参画課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

282

283

284
性差に応じた健康支援（が
ん検診）

・がん検診の受診促進
　　大腸がん検診の郵送回収事業やセッ
ト化促進の取り組みを強化
　　検診の意義・重要性の周知と利便性
向上の取り組みを継続
・乳、子宮頸がん検診の医療機関検診
　　乳・子宮頸がんの医療機関検診の周
知
・事業所への受診勧奨
　　医療従事者に対する受診勧奨の強化

・がん検診の意義・重要性の周知・
定着方法
・事業者との連携方法

・がん検診の受診促進
　　市町村検診のセット化：510/672日
　　単独検診が残っている市町村に、大腸が
ん検診とのセット化を個別に働きかけ
　　大腸がん検診の受診促進のため、県補
助金活用等個別の声かけ
・乳、子宮頸がん検診の医療機関検診
　　チラシを作成し市町村を通じて対象者へ
の案内に同封
　　検診機関に設置依頼
・事業所への受診勧奨
　　医療従事者に対する受診勧奨について、
病院事務長会を活用した周知・啓発（約130
施設）と、県医師会の協力を得て県医師会報
への記事掲載、職場及び女性職員を対象と
したがん検診に係る県内病院調査を実施

・市町村検診のセット率：75.9％
・子宮頸がん検診について、若年世代
の受診率向上につながる取り組みの検
討が必要
・検診の意義・重要性を周知・定着させ
るには、検診対象者本人だけでなく、
事業主や、健康管理担当者への継続
した働きかけが重要

・がん検診の受診促進
　　セット化しやすい大腸がん検診を中心
としたセット化を促進
　検診の意義・重要性の周知と利便性向
上の取り組みを継続
・乳、子宮頸がん検診の医療機関検診
　　乳・子宮頸がんの医療機関検診の周
知
　　若年世代の受診促進

・がん検診の意義・重要性のより効
果的な周知方法
・大腸がん検診に係る啓発方法
・「健康経営」の推進に係る取り組
みの活用など、事業者との連携方
法

健康対策課
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ひきこもりの相談支援体制
の充実・強化

１　ひきこもり地域支援センターを中心とし
た相談機関のネットワークの構築・強化
(1)関係機関連絡会議の開催
(2)若者サポートステーションとの情報交
換会の開催
(3)市町村のケース会議への技術支援
(4)センターにおける相談支援の充実

２　人材育成
(1)市町村職員等を対象とした人材養成研
修等を実施

３　居場所づくり
(1)青年期の集いの開催
・青年期の集い参加者を対象とした学習
会を開催

４　個別支援の充実
(1)訪問支援による本人及び家族の支援
や事例検討会の開催
(2)社会体験活動等の実施
・就労体験の実施
・ひきこもり地域センターの相談対応にお
ける体験発表（ピアサポーター活動）

５　普及啓発の促進
・ひきこもりに関する正しい知識の普及啓
発

１　ひきこもりの要因は様々で、か
つ本人や家族が問題を抱え込む
傾向があるため、ひきこもりの人数
等その実態が把握できず、十分な
支援につながっていない。

２　ひきこもりを支援する関係機関
が連携できるネットワークが十分で
はない。

３　ひきこもり地域支援センターに
よるアウトリーチ（訪問）型支援に
はマンパワーに限界があるため、
市町村、福祉保健所との連携が必
要である。

1　ひきこもり地域支援センターを中心とした
相談機関のネットワークの構築・強化　
（1）ひきこもり支援者連絡会議6/8、10/15）
（2）検討会：若者サポートステーション
（5/24、7/19、10/4）
（3）検討会：
　いの町（5/10、7/12、9/13、11/22）
　須崎市（5/28、8/16、11/22）
　四万十町（7/26）
　中土佐町（9/28）
　幡多地域（6/1、10/1）　計11回実施
（4）面接相談を中心に関係機関への同行支
援　も必要に応じて実施。

２人材育成
（1）事例研究を扱った研修を2回実施（6/22、
12/3）

３居場所づくり
（1）　毎週水曜日に実施。学習会など、参加
者の希望をもとに開催

４個別支援の充実
（１）訪問支援については、所内で検討をし、
実施
（2）来所相談者に対し、社会体験や、ひきこ
もり経験者によるピア活動を実施

５普及啓発の促進
　一般県民等を対象に、普及啓発講演会を
実施(6/23）

個別支援は来所面接が中心であり、遠
方に居住しているため来所が困難な方
への直接支援ができない。また、地域
支援者を育成しての間接支援について
は、利便性に配慮し、県内3カ所で研修
会を実施するが、参加できない機関も
あり、組織として支援者の関わりが薄
い地域が存在する。

１　ひきこもり地域支援センターを中心とし
た相談機関のネットワークの構築・強化
(1)関係機関連絡会議の開催
(2)若者サポートステーションとの情報交
換会の開催
(3)市町村のケース会議への技術支援
(4)センターにおける相談支援の充実

２　人材育成
(1)市町村職員等を対象とした人材養成研
修等を実施

３　居場所づくり
(1)青年期の集いの開催
・青年期の集い参加者を対象とした学習
会を開催

４　個別支援の充実
(1)訪問支援による本人及び家族の支援
や事例検討会の開催
(2)社会体験活動等の実施
・就労体験の実施
・ひきこもり地域センターの相談対応にお
ける体験発表（ピアサポーター活動）

５　普及啓発の促進
・ひきこもりに関する正しい知識の普及啓
発

人材養成研修の開催にあたり、地
域の関係機関との協力体制をつ
くっていく

障害保健支援
課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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生涯にわたるスポーツ活動
の推進

地域スポーツ振興事業費補助金「地域ス
ポーツコーディネーター等養成塾事業」
（実施主体：高知県体育協会(H30年度～）
により研修会開催を支援する。

開催時期・会場・講師の選定等

・「地域スポーツコーディネーター等育成塾事
業」（全8回）
　参加者延べ56名（第5回終了時点）、　アシ
スタントマネージャー試験受験者10名、1次試
験合格者10名

・参加者から高い評価をいただいた。
・アシスタントマネージャー資格試験の
合格率も100％であり、地域スポーツを
支える人材育成に繋がっている。

・「地域スポーツコーディネーター等育成
塾事業」について、参加対象及び参加者
を拡大し実施する。

・参加者拡大にむけた、受講内容
や受講方法等について検討

スポーツ課

286

「女性に対する暴力をなくす運動期間（11
月12日～25日）」を中心とした啓発の実施

○広報広聴課、人権啓発センター等、活
用させてもらえる広報媒体を活用した広
報の実施
　・広報紙（さんSUN高知、
　　ソーレスコープ等）
　・ラジオ対談、原稿読み上げ
　・テレビＣＭ
　（人権啓発センター）
○公共交通機関を活用した広報活動の
実施
○民間支援団体と協働した広報・啓発活
動
　・広報・啓発素材の作成・配布
○市町村広報紙掲載に向けた広報文案
の送付
○活用可能な広報媒体による広報の実
施

・広報素材の工夫や広報の強化
・ターゲット（若年層、高齢者・障害
者等の情報弱者、被害者・加害
者）にあった内容か、あるいは広報
媒体や方法が適当か。

・広報紙に掲載するかどうかを判
断するのは市町村のため、実際に
掲載されるかどうかは不明。

（上半期は実績なし。以下、下半期の予定。）
「女性に対する暴力をなくす運動期間（11月
12日～25日）」を中心とした啓発の実施
○各種広報媒体を活用した広報の実施
　・ラジオ対談（11/７）
○民間支援団体と協働した広報・啓発活動
　・啓発ポケットティッシュの配布
　・相談窓口周知カードの作成・配布
○公共交通機関等での啓発ポスターの掲示
（路線バス40台、バス待合所２ヶ所）
○高知城パープルライトアップ

・「女性に対する暴力をなくす運動」期
間に集中的に広報を行うことで、県民
へのPR効果が一定得られたと考えら
れる。
・通年での広報・啓発は不十分なため、
方法についての検討が必要。

「女性に対する暴力をなくす運動期間（11
月12日～25日）」を中心とした啓発の実施

○広報広聴課、人権啓発センター等、活
用させてもらえる広報媒体を活用した広
報の実施
　・広報紙（さんSUN高知、
　　ソーレスコープ等）
　・ラジオ対談、原稿読み上げ
　・テレビＣＭ
　（人権啓発センター）
○公共交通機関を活用した広報活動の
実施
○民間支援団体と協働した広報・啓発活
動
　・広報・啓発素材の作成・配布
○高知城パープルライトアップ
○市町村広報紙掲載に向けた広報文案
の送付
○活用可能な広報媒体による広報の実
施

・広報素材の工夫や広報の強化
・ターゲット（若年層、高齢者・障害
者等の情報弱者、被害者・加害
者）にあった内容か、あるいは広報
媒体や方法が適当か。

・広報紙に掲載するかどうかを判
断するのは市町村のため、実際に
掲載されるかどうかは不明。

県民生活・男
女共同参画課

287

・人身安全関連事案対策専科教養を継続
することにより、ＤＶ・ストーカー等対応専
門員の増強を実施
・全所属職員に対して、恋愛感情等のも
つれに起因する暴力的事案に対する相談
段階からの対応、指導教養の徹底

この種の事案は重大事件に発展
するおそれがあることから、今後も
担当者に対して、対応能力の向上
のための指導教養を徹底

・　大学生に対する被害防止対策教養を実施

・平成30年度より本部人身安全対処体制を
増強し署への指導体制を強化

・2018/6/12～6/16までの間、人身安全関連
事案対策専科教養を開催し、ＤＶ・ストーカー
等対策専門員の能力向上を図るため、部外
講師による専門的講義を実施

・今後も指導・教養を継続し、更なる有
事即応能力の向上を図ることが必要

・人身安全関連事案対策専科教養を継続
することによる、ＤＶ・ストーカー等対応専
門員の増強

・全所属職員に対して、恋愛感情等のも
つれに起因する暴力的事案に対する相談
段階からの対応、指導教養の徹底

・この種の事案は重大事件に発展
するおそれがあることから、今後も
担当者に対して指導教養を徹底
し、対応能力の向上を図ることが
必要

少年女性安全
対策課

288

こころの相談、法律相談、男
性相談等（女性問題解決・男
女共同参画推進に向けた相
談事業）（再掲）

・相談員3名による一般相談と専門家によ
る専門相談の体制を維持しつつ、相談員
のスキルアップを図る

・県民への周知方法の検討
・相談員のスキルアップ
・相談対応スキルの蓄積

【女性対象】相談の実施
・一般相談
・法律相談（第2・4木曜日）
・こころの相談（第1木曜日）
【男性対象】相談の実施
・男性のための悩み相談（第1・3火曜日、第4
水曜日）

相談の実施により、女性問題の解決及び男
女共同参画の啓発・推進が図れる。

・一般相談　1,140件
・法律相談　　45件
・こころの相談　12件
・男性相談　　　24件

・相談員研修によるスキルアップを図り
ながら、専門的な研修への参加につい
ても検討する。

・相談員3名による一般相談と専門家によ
る専門相談の体制を維持しつつ、相談員
のスキルアップを図る

・県民への周知方法の検討
・相談員のスキルアップ
・相談対応スキルの蓄積
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DVや性暴力、売買春の拒絶
啓発
配偶者等に対する暴力に関
する相談・カウンセリング対
策の充実

76



実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組
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289 人権相談業務の実施（再掲）

【人権啓発研修事業－人権相談事業】
対象：一般県民
内容：生活の様々な場面で発生する人権
問題に対応するため、県民からの相談を
受付ける

複雑化・多様化してきている人権
相談に的確に対応し、相談者の立
場に立ったより的確な助言等が行
えるようスキルアップに努める必要
がある。

相談件数（9月末現在）：10件
「女性の人権」に関する相談：実績なし

【人権啓発研修事業－人権相談事業】
対象：一般県民
内容：生活の様々な場面で発生する人
権問題に対応するため、県民からの相
談を受付ける

複雑化・多様化してきている人権相談に
的確に対応し、相談者の立場に立ったよ
り的確な助言等が行えるようスキルアップ
に努める必要がある。

人権課

290
ＤＶ被害者の保護と自立支
援（再掲）

民間シェルターの活動により、さまざまな
問題を抱えたDV被害者の支援に繋げる。

・民間シェルターの活動規模拡大
により活動費・運営費が増大し、継
続した被害者支援が困難になって
いる。
・県と民間の役割分担や連携の在
り方等について、第３次計画ＤＶ被
害者支援計画に基づいた検討が
必要。

・高知県民間シェルター運営費補助金
　100万円/年を限度に交付。

・民間シェルターの支援活動の増大
に伴い、事業量が増大。団体（支援
者）の負担が増えてきている状況で
ある。

民間シェルターの活動により、さまざまな
問題を抱えたDV被害者の支援に繋げる。

・民間シェルターの活動規模拡大
により活動費・運営費が増大し、継
続した被害者支援が困難になって
いる。
・県と民間の役割分担や連携の在
り方等について、第３次計画ＤＶ被
害者支援計画に基づいた検討が
必要。

県民生活・男
女共同参画課

291
配偶者からの暴力の防止及
び被害者の保護のための基
本計画の推進

・第3次ＤＶ被害者支援計画の着実な実行
と進捗管理の実施

・計画の確実な実施と進捗管理に
向けた関係課との連携

・平成29年度実績については、関係各課から
の評価を取りまとめた。
・現在は、関係課の30年度上半期実績につ
いて取りまとめをおこなている。

・計画の取りまとめを行うことにより、連
携体制の把握、進捗状況の管理を行う
ことができた。

・第3次ＤＶ被害者支援計画の着実な実行
と進捗管理の実施

・計画の確実な実施と進捗管理に
向けた関係課との連携

県民生活・男
女共同参画課

292
配偶者暴力相談支援セン
ター（女性相談支援セン
ター）の機能の充実

・休日、夜間電話相談の実施
・来所、出張相談の実施
・無料法律相談の実施
・ＤＶ被害者へのカウンセリングの実施
・相談員等の専門研修への参加
・講師を招いての所内研修の実施

・専門的な研修は県内では、実施
が少なく、県外で実施されるものが
多い。多額の負担金を必要とする
ものもあり、頻繁に研修を受けるこ
とが難しい。

・電話相談
　　平日昼間　　282件（延べ440件）
　　休日・夜間　189件（延べ 464件）
・来所相談　　158件（延べ 299件）
・出張相談      6件（延べ13件）
・無料法律相談　　19人
・専門研修　　　延べ 3人
・所内研修 　　 5回

・相談員、心理ケア職員等のスキル
アップが図られた。

・休日、夜間電話相談の実施
・来所、出張相談の実施
・無料法律相談の実施
・ＤＶ被害者へのカウンセリングの実施
・相談員等の専門研修への参加
・講師を招いての所内研修の実施

・専門的な研修は県外で実施され
るものが多く、県内では少ない。こ
のため、相談体制の確保と予算上
（旅費、負担金）での制限があり、
十分な参加が難しい。

女性相談支援セ
ンター（県民生
活・男女共同参
画課）

293
女性に対する暴力防止ネッ
トワークの構築、連携の推進

 ・ＤＶ被害者を地域で見守る環境づくりを
進めるため、引き続き全ブロックで関係機
関連絡会議を開催する。
・県全体での支援ネットワークの構築・強
化のため、引き続き、DVネットワーク会議
及び専門者研修会を開催する。

・参加メンバーの見直し。
・参加率をどう高めるか。

８月下旬から９月上旬にかけて、県内5ヶ所
で開催。昨年度から引き続き、「市町村内部
での連携強化」をテーマに、ＤＶ被害者支援
担当課以外の関係課や社会福祉う協議会に
も参加を呼び掛けた。参加者は市町村の
他、警察署、福祉保健所、ソーレ、社会福祉
協議会。

参加：62機関（うち市町村22、社会福祉協議
会5）、76名

昨年度に引き続き、意見交換の時間を
多く取った。それぞれの状況や事情に
対する理解が深まり（市町村内、県市
間）、有意義な会議となった。参加者か
らは、情報交換の場としても有効であ
り、今後も継続して欲しいとの要望が
あった。
グループに分かれての意見交換となる
ため、会議の最後にグループでの話し
合いの概要を発表し、情報共有を図っ
た。
　分科会においては、事例検討という
スタイルが続いたため、今後は、地域
で関係機関が連携するために有用とな
る内容を考えていく必要性がある。
　昨年度と比較して、参加者数はほぼ
横ばい。（Ｈ28年度：参加者79名、63機
関（うち市町村23））

 ・ＤＶ被害者を地域で見守る環境づくりを
進めるため、引き続き全ブロックで関係機
関連絡会議を開催する。
・県全体での支援ネットワークの構築・強
化のため、引き続き、DVネットワーク会議
及び専門者研修会を開催する。

・参加メンバーの見直し。
・参加率をどう高めるか。

県民生活・男
女共同参画課
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

294

 ・ＤＶ被害者を地域で見守る環境づくりを
進めるため、引き続き全ブロックで関係機
関連絡会議を開催する。
・県全体での支援ネットワークの構築・強
化のため、引き続き、DVネットワーク会議
及び専門者研修会を開催する。

・参加メンバーの見直し。
・参加率をどう高めるか。

８月下旬から９月上旬にかけて、県内5ヶ所
で開催。昨年度から引き続き、「市町村内部
での連携強化」をテーマに、ＤＶ被害者支援
担当課以外の関係課や社会福祉う協議会に
も参加を呼び掛けた。参加者は市町村の
他、警察署、福祉保健所、ソーレ、社会福祉
協議会。

参加：62機関（うち市町村22、社会福祉協議
会5）、76名

昨年度に引き続き、意見交換の時間を
多く取った。それぞれの状況や事情に
対する理解が深まり（市町村内、県市
間）、有意義な会議となった。参加者か
らは、情報交換の場としても有効であ
り、今後も継続して欲しいとの要望が
あった。
グループに分かれての意見交換となる
ため、会議の最後にグループでの話し
合いの概要を発表し、情報共有を図っ
た。
　分科会においては、事例検討という
スタイルが続いたため、今後は、地域
で関係機関が連携するために有用とな
る内容を考えていく必要性がある。
　昨年度と比較して、参加者数はほぼ
横ばい。（Ｈ28年度：参加者79名、63機
関（うち市町村23））

 ・ＤＶ被害者を地域で見守る環境づくりを
進めるため、引き続き全ブロックで関係機
関連絡会議を開催する。
・県全体での支援ネットワークの構築・強
化のため、引き続き、DVネットワーク会議
及び専門者研修会を開催する。

・参加メンバーの見直し。
・参加率をどう高めるか。

県民生活・男
女共同参画課

295
・県内相談機関の相談員を対象としたス
キルアップ研修を実施（３回）

・各相談機関の相談者同士の情報
交換や交流による連携の強化

県内相談機関の相談員を対象としたスキル
アップ研修を実施　３回　88名参加

・県内の各相談機関からの参加があ
り、相談員の間で活発な情報交換を
行った。

・県内相談機関の相談員を対象としたス
キルアップ研修を実施（３回）

・各相談機関の相談者同士の情報
交換や交流による連携の強化

ソーレ

296

「女性に対する暴力をなくす運動期間（11
月12日～25日）」を中心とした啓発の実施

○広報広聴課、人権啓発センター等、活
用させてもらえる広報媒体を活用した広
報の実施
　・広報紙（さんSUN高知、
　　ソーレスコープ等）
　・ラジオ対談、原稿読み上げ
　・テレビＣＭ
　（人権啓発センター）
○公共交通機関を活用した広報活動の
実施
○民間支援団体と協働した広報・啓発活
動
　・広報・啓発素材の作成・配布
　・高知城パープルライトアップ
○市町村広報紙掲載に向けた広報文案
の送付
○活用可能な広報媒体による広報の実
施

・広報素材の工夫や広報の強化
・ターゲット（若年層、高齢者・障害
者等の情報弱者、被害者・加害
者）にあった内容か、あるいは広報
媒体や方法が適当か。

・広報紙に掲載するかどうかを判
断するのは市町村のため、実際に
掲載されるかどうかは不明。

（上半期は実績なし。以下、下半期の予定。）
「女性に対する暴力をなくす運動期間（11月
12日～25日）」を中心とした啓発の実施
○各種広報媒体を活用した広報の実施
　・ラジオ対談（11/７）
○民間支援団体と協働した広報・啓発活動
　・啓発ポケットティッシュの配布
　・相談窓口周知カードの作成・配布
○公共交通機関等での啓発ポスターの掲示
（路線バス40台、バス待合所２ヶ所）
○高知城パープルライトアップ

・「女性に対する暴力をなくす運動」期
間に集中的に広報を行うことで、県民
へのPR効果が一定得られたと考えら
れる。
・通年での広報・啓発は不十分なため、
方法についての検討が必要。

「女性に対する暴力をなくす運動期間（11
月12日～25日）」を中心とした啓発の実施

○広報広聴課、人権啓発センター等、活
用させてもらえる広報媒体を活用した広
報の実施
　・広報紙（さんSUN高知、
　　ソーレスコープ等）
　・ラジオ対談、原稿読み上げ
　・テレビＣＭ
　（人権啓発センター）
○公共交通機関を活用した広報活動の
実施
○民間支援団体と協働した広報・啓発活
動
　・広報・啓発素材の作成・配布
○高知城パープルライトアップ
○市町村広報紙掲載に向けた広報文案
の送付
○活用可能な広報媒体による広報の実
施

・広報素材の工夫や広報の強化
・ターゲット（若年層、高齢者・障害
者等の情報弱者、被害者・加害
者）にあった内容か、あるいは広報
媒体や方法が適当か。

・広報紙に掲載するかどうかを判
断するのは市町村のため、実際に
掲載されるかどうかは不明。

県民生活・男
女共同参画課

297

・DV啓発防止講演会の開催
・啓発・情報提供
　　啓発誌の活用
　　情報誌やホームページでの啓発
　　出前講座の実施

・関係機関との関係強化
・配布先・機会の確保
・教育機関への啓発・広報

－ －

・DV啓発防止講演会の開催
・啓発・情報提供
　　啓発誌の活用
　　情報誌やホームページでの啓発
　　出前講座の実施

・関係機関との関係強化
・配布先・機会の確保
・教育機関への啓発・広報
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相談関係者に対する研修・
啓発

ＤＶ及びデートＤＶに関する
啓発及び情報提供
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実行（D) 評価（C)

H30年度実施計画
（インプット）

実施上の課題等

・アウトプット（結果）
　インプット（投入）により、具体的に表れた形
・アウトカム（成果）
　アウトプット（結果）等を通じて生じるプラス
の変化

実施後の分析、検証
H31年度実施計画

（インプット）
実施上の課題等

計画（P) 改善（A)　　　次年度の取組

通
し
番
号

テ
ー
マ

課
　
　
題

取
組

取組の内容 担当課室

298
ＤＶ被害者を支援するＮＰＯ
の育成・協働の推進

民間シェルターの活動により、さまざまな
問題を抱えたDV被害者の支援に繋げる。

・民間シェルターの活動規模拡大
により活動費・運営費が増大し、継
続した被害者支援が困難になって
いる。
・県と民間の役割分担や連携の在
り方等について、第３次計画ＤＶ被
害者支援計画に基づいた検討が
必要。

・高知県民間シェルター運営費補助金
　100万円/年を限度に交付。

・民間シェルターの支援活動の増大
に伴い、事業量が増大。団体（支援
者）の負担が増えてきている状況で
ある。

民間シェルターの活動により、さまざまな
問題を抱えたDV被害者の支援に繋げる。

・民間シェルターの活動規模拡大
により活動費・運営費が増大し、継
続した被害者支援が困難になって
いる。
・県と民間の役割分担や連携の在
り方等について、第３次計画ＤＶ被
害者支援計画に基づいた検討が
必要。

県民生活・男
女共同参画課

299
引き続き、被害者に対する捜査員の事案
及び相談対応能力を高める専科教養を実
施

被害者の心情に配意した対応をす
るため、担当者に限らず、全職員
に対し指導教養を徹底

・2018/6/12～6/16までの間、人身安全関連
事案対策専科教養を開催し、ＤＶ・ストーカー
等対策専門員の能力向上を図るため、部外
講師による専門的講義を実施

・　捜査員の事案に対する対応能力の
向上と、相談対応能力の向上を図っ
た。

・被害者の心情に配意した対応をする
ため、担当者に限らず、全職員に対し
更なる指導教養を徹底することが必要

・引き続き、被害者に対する捜査員の事
案及び相談対応能力を高めるため専科
教養を実施することが必要

・被害者の心情に配意した対応を
するため、担当者に限らず、全職
員に対し指導教養を徹底すること
が必要

少年女性安全
対策課

300

各種支援制度を適切に運用するため、教
養・研修会を継続実施し、制度に関する
周知徹底を図ると共に、犯罪被害者の心
情を理解させるための教養の充実

関係資料を精査する等して、支援
制度の運用に漏れや誤りがないか
検証し、効果的な教養を実施

・各警察署への巡回教養、警察学校での初
任科教養を含む専科教養等を実施すると共
に、女性被害相談電話や警察総合相談電話
の受理担当者など警察への被害申告をため
らいつつも相談を決意した被害者に対応する
可能性の高い警察職員の研修会を実施

・各種支援制度の適切な運用や、犯罪被害
者の心情を理解させるための教養を実施す
るとともに、公費負担制度に関する教養資料
を発出
（９月末時点）
　巡回教養受講者　315人
　学校教養受講者　160人
　研修会参加者　110人

・現場配属前の初任科生に対する教養
により、初任科生が被害者支援制度に
対する理解を深め、犯罪被害者に対す
る心構えを習得

・女性被害相談電話及び警察総合相
談電話受理担当者に対する研修会に
おいて被害者支援教養を実施すること
で、相談初期における犯罪被害者の心
情等に配慮した対応への心構えを醸成

・今後も新規採用者や新規相談担当者
を中心としつつも、全ての警察職員が
被害者対応をする可能性があることか
ら、より多くの警察職員に対して、各種
教養や研修会を継続して実施すること
が必要

・積極的な公費負担制度の運用によ
る、犯罪被害者等の精神的、経済的負
担の軽減（緊急避難場所公費負担制
度４件、精神科医等による犯罪被害者
等への支援に要する費用の公費負担
制度13件、性犯罪被害者に対する公
費負担制度６件）

・各種支援制度を適切かつ犯罪被害者の
心情に配慮して運用するために、各種教
養及び研修による被害者支援教養を継続
するとともに、警察への被害申告や相談
をためらう被害者が、警察への相談を決
意する契機となるよう、各種相談窓口に
関する広報の充実

・平成29年度に精神科医等による
犯罪被害者等への支援に要する
公費負担制度の運用を、平成30年
度に犯罪被害現場におけるハウス
クリーニングに要する費用の公費
負担制度の運用を開始しているこ
とから、従前の公費負担制度に加
え、これらの新規制度を漏れなく実
施するために、幅広い参加者に対
する教養を引き続き実施するととも
に、被害の潜在化の防止に取り組
むことが必要

県民支援相談
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被害者の心情等に配慮した
捜査活動の推進
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